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地域のワンストップ拠点推
進経費

18 27
都道府県、
市町村、
NPO等

内閣官房に登録された地域興しのスペシャリスト(地域活性化伝道師)を派遣し、地域
の活性化に向けた個別具体的な取組に対して指導・助言を行うなど、地域からの相
談に対する総合コンサルティング業務を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣官房 地域活性化統合事務局

TEL：03－5510－2158
FAX：03－3591－1972
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/ouentai.html

地域活性化システム論 0.8 0.7 ―
地域固有の知の拠点である大学における地域の担い手(学生・行政・NPO等)を対象と
した講義等を通じ、地域課題への共通の問題意識を醸成するとともに、地域活性化に
資する担い手の裾野を拡大。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣官房 地域活性化統合事務局
TEL：03－5510－2475
FAX：03－3591－1974

都市再生特別措置法に基
づく都市再生安全確保計画
制度

― ― 地方公共団体等

大規模災害が発生した場合の主要駅周辺等の地域における滞在者等の安全確保を
図るため、都市再生緊急整備地域において、官民から構成される都市再生緊急整備
協会が、退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の整備・管理や退避経路への誘導、災害
情報・運転再開見込等の交通情報の提供、備蓄倉庫の提供、避難訓練等について定
めた都市再生安全確保計画を作成することができ、都市再生安全確保計画に記載さ
れた事業等については、予算、規制緩和等の支援を受けることができる。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 内閣官房 地域活性化統合事務局
TEL：03－5510－2171
FAX：03－3591－1972

都市再生特別措置法に基
づく都市再生緊急整備地域
及び特定都市再生緊急整
備地域の指定制度

― ― 国から指定を受けた地域

都市再生特別措置法に基づき、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地
の整備を推進すべき地域を「都市再生緊急整備地域」として指定。また、都市再生緊
急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑かつ迅速な施行を通じて緊急かつ重点的
に市街地の整備を推進することが都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な
地域を「特定都市再生緊急整備地域」として指定。
都市再生緊急整備地域では、都市再生特別地区による既存の都市計画（容積率、用
途規制等）を適用除外とする都市計画の特例や、国土交通大臣の認定を受けた優良
な民間都市開発プロジェクトに対して税制特例や金融支援を受けることができる等の
支援措置を受けることができる。
特定都市再生緊急整備地域では、都市再生緊急整備地域での支援措置に加えて、
都市再生緊急整備協議会が作成する整備計画に位置付けられたプロジェクトについ
て、民間都市開発プロジェクトの許認可等の手続のワンストップ化や下水の未利用エ
ネルギーを民間利用するための規制緩和等の特例を受けることができる。また、特定
都市再生緊急整備地域内の都市再生特別地区において一定の要件を満たす場合
に、道路の上空等を利用した建築物の建築を可能とする規制緩和等の支援を受ける
ことができる。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 内閣官房 地域活性化統合事務局
TEL：03－5510－2171
FAX：03－3591－1972

都市再生安全確保計画策
定事業費補助金

91 100
都道府県、市町村、
民間事業者等

都市再生特別措置法に基づく都市再生安全確保計画の作成に必要な地方公共団体
等が実施する基礎データの収集・分析等に要する経費に対して、補助を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2171
FAX：03－3591－1972

国家戦略特別区域法に基
づく国家戦略特別区域制度

― ― 国から指定を受けた区域

内閣総理大臣主導で、国の成長戦略を実現するため、大胆な規制改革等を実行する
ための突破口として、「国家戦略特区」を創設し、国・自治体・民間の各主体が三者一
体となって取り組む案件であって、世界からの投資を惹きつける程度にインパクトのあ
るものを、スピード感をもって実現していく。現在、東京圏、関西圏、新潟市、養父市、
福岡市、沖縄県の６区域が指定されている。
国家戦略特区において適用される規制改革事項等
○都市再生・まちづくり
・容積率、用途等土地利用規制の見直し
・エリアマネジメントの民間開放（道路の占用基準の緩和）
・滞在施設の旅館業法の適用除外
○教育
・公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の設置）
○雇用
・雇用条件の明確化
・有期雇用の特例
○医療
・国際医療拠点における外国医師の診察、外国看護師の業務解禁
・病床規制の特例による病床の新設・増床の容認
・保険外併用療養の拡充
・医学部の新設に関する検討
○歴史的建築物の活用
・古民家等の活用のための建築基準法の適用除外
・歴史的建築物に関する旅館業法の特例
○農業
・農業委員会と市町村の事務分担
・農業への信用保証制度の適用
・農家レストランの農地区域内設置の容認
・農業生産法人の要件緩和

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2462
FAX：03－3591－1973
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/

国家戦略特区に係る税制
上の特例

― ― 事業者

国家戦略特区において、産業の国際競争力の強化又は国際的な経済活動の拠点の
形成に資するものとして、我が国の経済社会の活力の向上等に寄与することが見込
まれる事業を行う事業者を支援するため、設備投資減税、研究開発税制の特例、固
定資産税の特例を創設。

※「特別償却又は税額控除」の即時償却、「研究開発税制の特例」及び「固定資産税
の特例」については、特定中核事業（当初は先端的技術を活用した医療等医療分野
を対象とする。）に適用される。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2464
FAX：03－3591－1973
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/

国家戦略特区支援利子補
給金

147 ― 指定金融機関
国家戦略特区計画に基づく民間事業を支援するため、ベンチャー企業等が先駆的な
事業を実施する上で必要な資金を金融機関から借り入れる場合に、国が指定金融機
関に対して利子補給金を支給(利子補給率は、0.7％以内、支給期間は5年間)。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2473
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/

総合特別区域法に基づく総
合特別区域制度

― ―
地方公共団体、民間企
業、NPO等による官民共
同の協議会

 総合特別区域制度は、政策課題の解決を図る突破口とするため、地域の資源や知
恵を地域の自立や活性化に向けて最大限活用し、政策課題解決の実現可能性の高
い地域における取組に対して、国と地方の政策資源を集中させることにより、国際戦
略総合特別区域については産業の国際競争力の強化、地域活性化総合特別区域に
ついては地域の活性化を推進し、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展
を図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2463
FAX：03－3591－1973

総合特区推進調整費 9,500 12,400
都道府県、市町村、
事業者等

○地域の戦略・提案に基づく総合特区計画の実現を支援するため、各省の予算制度
を重点的に活用した上でなお不足する場合に、各省の予算制度での対応が可能とな
るまでの間、機動的に補完。
○地域の主体的取り組みを支援する観点から、目未定の経費として予算計上した上
で、執行段階において、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、関係府省に移し替
えて執行。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2159
FAX：03－3591－1973

総合特区支援利子補給金 447 293 指定金融機関
総合特区計画に基づく民間事業を支援するため、当該事業を実施する上で必要な資
金を金融機関から借り入れる場合に、国が指定金融機関に対して利子補給金を支給
(利子補給率は、0.7％以内、支給期間は5年間)。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2473
FAX：03－3591－1974
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地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

国際戦略総合特区に係る
税制上の特例

― ― 事業者

地域の戦略・提案に基づく総合特区に関する計画の実現を支援するため、国際戦略
総合特区において、法人税の軽減措置（以下の措置の選択適用）。

○税額控除又は特別償却
総合特区内で当該特区の戦略に合致する事業の用に供する機械、建物及び器具・備
品等を取得してその事業の用に供した場合の特別償却又は税額控除制度。
○所得控除
専ら、総合特区で適用される規制等の特例措置の適用を受ける事業等を行う法人に
ついて、当該事業による所得の20％を課税所得から控除する制度。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2464
FAX：03－3591－1973

地域活性化総合特区に係
る税制上の特例

― ― 個人

地域の戦略・提案に基づく総合特区に関する計画の実現を支援するため、地域活性
化総合特区において、地域の志のある資金を結集するための措置。

○出資に係る所得控除
社会的課題解決に資する事業（ソーシャルビジネス等）を行う中小企業に対して個人
が出資した場合に、当該個人の投資した年分の総所得金額から（出資額―2,000円）
を控除する制度。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2464
FAX：03－3591－1973

総合特別区域法に基づく補
助金等交付財産の有効活
用

― ―
補助金等交付財産を所
有する者

我が国における経済の発展に寄与する産業の国際力の強化又は地域の活性化に資
する事業の活動の基盤を充実するため、補助金等交付財産の転用手続を簡素化・迅
速化。補助金等交付財産を補助金等の交付の目的以外の目的に使用することなどに
より行う事業を位置付けた「国際戦略総合特別区域計画」又は「地域活性化総合特別
区域計画」の認定を受けることにより、総合特別区域法第29条又は同法第57条に基
づき、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条に規定する各省庁
の長の承認を受けたものとして取り扱い、転用を認める。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2463
FAX：03－3591－1973

構造改革特別区域法に基
づく構造改革特別区域制度

― ―

都道府県、
市町村、
事業者
個人等

①構造改革特別区域法第3条第3項に基づき、新たな規制の特例措置の提案を民間
事業者や地方公共団体、個人など、広く国民から募集し、関係省庁と調整を行った上
で、規制の特例措置の実現を目指す。また、②同法第4条第1項に基づき、地方公共
団体が作成した「構造改革特別区域計画」に対し、国が認定を行うことにより、当該地
域の特性に応じた規制の特例措置を活用することができ、地域の活性化が図られ
る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2467
FAX：03－3591－1973
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/kouzou2/index.html

地域再生基盤強化交付金 45,118 50,220
都道府県
市町村

○地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域に
おける雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進する
ため、地方公共団体が作成した地域再生計画（内閣総理大臣の認定が必要）に基づ
き、道・汚水処理施設・港の3つの分野において、必要な施設を分野横断的に整備す
る内容の計画に対して、国が交付金を交付。
○地域再生計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるため、地方の自主性・裁
量性を高めた地域再生法に基づく地域再生基盤強化交付金を交付。
○交付金を交付する期間は、交付金の交付が開始される年度から、概ね5年以内。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2458
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/tiikisaisei/kanren.html

地域再生支援利子補給金 250 223
指定金融機関

地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を推
進するために実施する事業を行う者が、当該事業を実施するうえで必要な資金を金
融機関から借り入れる場合に、国が指定した指定金融機関に対して利子補給金を支
給(利子補給率は0.7％以内、支給期間は5年間)。
また、具体の実施事業を記載する特定地域再生事業に基づく場合は、金融機関が地
域再生協議会の構成員であることについては指定要件としない。

変更

具体の実施事業を記載する
特定地域再生事業に基づく
場合は、指定金融機関の指
定要件について、金融機関
が地域再生協議会の構成
員であることを必要としない
要件緩和を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2473
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/tiikisaisei/kanren.html

地域再生法に基づく補助対
象財産の転用手続の一元
化・迅速化

― ―
補助金等交付財産を所
有する者

補助金等交付財産を有効に活用した地域再生を支援するため、社会経済情勢の変
化等に伴い、需要の著しく減少している補助金等交付財産の転用手続を簡素化・迅
速化。地域再生法第18条に基づき、「地域再生計画」の認定を受けることにより、補助
金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条に規定する各省庁の長の承認
を受けたものとして取り扱い、転用を認める。その際、補助金相当額の国庫納付を原
則として求めない。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2475
FAX：03－3591－1972

特定地域再生事業費補助
金

250 300 都道府県、市町村等

少子高齢化への対応など全国の地域に共通する重要な政策課題（以下「特定政策課
題」という。）の解決に資する総合的な地域再生計画の策定・事業の実施を支援。
【特定地域再生計画策定事業】
　特定政策課題の解決に資する地域再生計画を策定しようとする地方公共団体が、
協議会を設置して地域の将来像や課題の解決のための取組について住民や関係団
体との合意形成を図るため、調査等を実施する場合に補助金を交付。
【特定地域再生計画推進事業】
　地方公共団体や地域再生推進法人等に対し、特定政策課題の解決に資する地域
再生計画に記載され、かつ、複数の事業を一体的に展開することで相まって効果を発
揮する取組について、補助金を交付。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2475
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/tiikisaisei/index.html

特定地域再生事業を行う株
式会社に対する課税の特例

― ― 個人
社会福祉の増進等に関する事業（高齢者向け生活支援サービス等）に取り組む民間
事業者（地方公共団体の確認を受けた株式会社に限る。）に対する個人からの出資
について、出資額を個人の株式譲渡益から控除する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2475
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/tiikisaisei/index.html

特定地域再生事業に係る
地方債の特例

― ― 都道府県、市町村
少子高齢化への対応など全国の地域に共通する重要な政策課題の解決を図るた
め、公共施設や公用施設の統廃合等を行う場合に、不要になった施設の除却に要す
る経費について、地方債の対象とする。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2475
FAX：03－3591－1974
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/tiikisaisei/index.html

中心市街地活性化法に基
づく「中心市街地活性化基
本計画」の認定制度

― ― 市町村

中心市街地活性化法第9条第1項に基づき、地域経済の中核を担う中心市街地にお
いて、都市機能の増進及び経済活力の増進を総合的かつ一体的に推進するため、
市町村が作成した「中心市街地活性化基本計画」に対し、国が認定を実施。認定を受
けた場合、地域の主体的な取組に対して、各種支援事業を集中的に実施。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ○ ― 内閣府 地域活性化推進室

TEL：03－5510－2338
FAX：03－3591－8801
【参考URL】
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki
/chukatu/index.html

「環境未来都市」構想の推
進

80 50 ―

未来に向けた技術、仕組み、サービス、まちづくりで世界トップクラスの成功事例を創
出し国内外に普及展開するため、国際会議の開催等を通じた海外の都市等との知的
ネットワークの構築、国内外の都市に関する実態調査等を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 内閣府 地域活性化推進室
TEL：03－5510－2175
FAX：03－3591－8801

地域における男女共同参画
促進総合支援事業

49 35
地方公共団体、民間団
体、事業者等

地域における様々な課題解決において、男女共同参画の視点を取り入れ、多様な主
体の連携・協働による実践的な活動が行われるよう、地域の主体的な取組を促進す
るため、アドバイザー派遣や人材育成等による総合的な支援を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― 内閣府
男女共同参画局
総務課

TEL：03－6257－1355
FAX：03－3581－9566
【参考URL】
http://www.gender.go.jp/

地域における女性活躍促進
事業

21 21

地方公共団体又は民間
団体（地方公共団体と関
係団体で構成される協議
会等）

地域の中小企業等における女性登用に向けて、地域ぐるみで取り組んでいくことが必
要なため、地域における女性活躍推進モデル事業による草の根からの女性活躍を促
す。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― 内閣府
男女共同参画局
総務課

TEL：03－6257－1355
FAX：03－3581－9566
【参考URL】
http://www.gender.go.jp/

持続可能な安全・安心まち
づくりの推進方策に係る調
査研究事業

21 防犯ボランティア団体

全国を６ブロックに分けて活動の停滞や後継者の育成などの問題を抱える団体等が
参加するワークショップを開催し、活動上の課題の検討や防犯環境の整備促進に資
するノウハウの提供などを通じて、持続可能な安全・安心なまちづくりの推進方策の
調査研究を実施する。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 警察庁
生活安全局
生活安全企画課

TEL：03－3581－0141
(内線3028)
FAX：03－3581－0096
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

公共車両優先システム
(PTPS)によるバス等の利便
性の向上

18,939
の内数

18,493
の内数

都道府県
バス等の大量公共輸送機関を対象として、優先信号制御を行い、優先通行を確保す
ることにより、利便性の向上を図るとともに、マイカーから公共交通機関への利用転換
の促進を図るシステムを整備。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― ○ ― ○ ― 警察庁
交通局
交通規制課

TEL：03－3581－0141
(内線5176)
FAX：03－3504－0128
【参考ＵＲＬ】
http://www.npa.go.jp/koutsuu/kisei/
utms/index.htm

交通安全施設等整備事業
18,939
の内数

18,493
の内数

都道府県
地域における交通の安全と円滑を確保し、また、交通公害を防止することを目的とし
て、信号機、道路標識、道路標示及び交通管制センターを設置。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― ○ ― ○ ― 警察庁
交通局
交通規制課

TEL：03－3581－0141
(内線5176)
FAX：03－3504－0128
【参考ＵＲＬ】
http://www.npa.go.jp/koutsuu/kisei/i
nstitut/index.htm

地域資本市場育成のため
の投資家教育プロジェクトと
の連携事業

― ― ―

 「地域再生推進のためのプログラム」(平成16年２月27日地域再生本部決定)では、国
が講ずるべき支援措置の1つとして「投資家教育プロジェクトとの連携」が盛り込まれ
ているところ。この事業は、本支援措置を内容とする地域再生計画の認定を受けた自
治体に対し、金融庁職員を講師として派遣するなどの支援を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 金融庁
総務企画局
政策課

TEL：03－3506－6000
(内線2793)
FAX：03－3506－6267

地域密着型金融の推進 1 1 ―

地域密着型金融が深化・定着するための動機付けとして、全国各地で地域金融機関
が自らの地域密着型金融の取組みを説明し、地域関係者が議論、評価する会議(シ
ンポジウム)を開催。併せて、先進的な取組みや広く実践することが望ましい取組みに
ついて顕彰などの施策を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 金融庁
監督局
銀行第二課
総務課協同組織金融室

【銀行第二課】
TEL：03－3506－6000
(内線3714)
FAX：03－3506－6174
【総務課協同組織金融室】
TEL：03－3506－6000
(内線3383)
FAX：03－3506－7789

創業・新規事業支援等を含
む金融仲介機能の強化に
関する調査・研究

19 ― ―

デフレ脱却のため、金融機関が、金融仲介機能の一層の発揮を通じ、創業・新規事
業支援など地域経済の再生・活性化を図るために積極的に貢献していくことが重要。
このような金融機関の取組みを促進し、支援していく観点から、金融機関における貸
出しリスクの判断や支援の参考となり得る情報の収集、ノウハウの蓄積及び欧米にお
ける金融機関の連携・提携等に関する当局の規制、税制上の取扱いや具体的実例
等の調査研究等を行う。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 金融庁
監督局
銀行第二課

【銀行第二課】
TEL：03－3506－6000
(内線3764、2389)
FAX：03－3506－6174

地域経済循環創造事業交
付金

1,500 ― 都道府県、市町村

地域の資源と資金（地域金融機関の融資等）を活用して、事業を起こし、雇用を生み
出す「地域経済イノベーションサイクル」の全国展開を推進するため、民間事業者が
事業化段階で必要となる初期投資費用等に対して、地方自治体が助成する場合に、
交付金を交付する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ◯ ― ○ ―

3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策
3-ⅴ 観光振興施策
3-ⅶ 地域金融活用施策

総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

地域資源・事業化支援アド
バイザー事業

9 30 都道府県、市町村
地域資源を発掘し、その資源と資金を結びつけ、事業化をする各段階において、アド
バイスを行う外部の有識者等を派遣したり、研修会を開催するもの。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

起業家誘致・人材サイクル
事業

9 30 事業者

都市圏の大手企業・金融機関等（首都圏等の企業）での勤務経験のあるキャリア豊
富なミドル・シニア人材（エキスパート人材）を、地域資源を活かした事業を実施する
地方の民間企業等（地域の元気創造企業）に派遣し、産・学・金・官が連携した事業の
立ち上げ、運営、販路開拓、事業採算性等に関する課題解決を支援する仕組みを構
築する。

変更

平成25年度は、首都圏等の
企業のエキスパート人材を
地域の元気創造企業に派遣
するモデルを構築するため、
エキスパート人材の受入経
費の支援を行ったが、平成
26年度においては、マッチン
グの仕組み構築に特化した
形で事業を行う。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

地方公共団体を核とした地
域経済循環創造事業

17 25 都道府県、市町村

地域経済循環の創造にあたり、重要な要素である将来キャッシュフローを検証するに
当たっての考え方を調査分析するとともに、地域経済循環創造事業の事業化を検討
する団体（企業）を募集し、将来にわたるキャッシュフローの確保に向けた市場調査の
支援を行うことによって、地域経済循環創造の事業化を検討する各地の取組を支援。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ◯ ― ― ― ― ◯ ― ◯ ― 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

人材力向上共同データ活用
プロジェクト

9 20
都道府県、市町村、大学
等

産学金官等が連携し、地域の資源や資金を活用した先進的で持続可能な地域活性
化の取組について、全国の取組の動向を把握・整理し、その実態や傾向を分析すると
ともに、取組内容や事業化に際しての仕組みやノウハウ等のデータベース化や地域
で起業等を行う人材育成のためのカリキュラム、基本教材の作成を行う。

変更

平成２５年度事業で作成す
るカリキュラムを使用した講
座を地域の大学で開催し、
有効性について検証を行
い、カリキュラムのブラッシュ
アップを図る。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ◯ ― ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

官民ラウンドテーブル推進
事業

14 ― 都道府県、市町村等

地域の資源と資金を活用して、地域における経済循環を創造し、新たに持続可能な
事業を起こすモデルである地域経済イノベーションサイクルの構築に向けて、産（事業
者）、学（大学等）、金（地域金融機関）、官（地方公共団体）などの官民の関係者が連
携する地域ラウンドテーブルを構築するための実証研究等を行う。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ◯ ― ◯ ― 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

分散型エネルギーインフラ
プロジェクト

36 70 都道府県、市町村

電力の小売自由化で７．５兆円の市場が新しく地域にも開放されることなどを踏まえ、
自立的で持続可能な分散型エネルギーインフラを官民連携して共同整備し、多様な
新規企業を喚起することにより、地域でのエネルギー関連産業を地域経済の拡大の
起爆剤とするもの。

継続 ― ○ ○ ○ ◯ ○ ◯ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ―
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成

総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

地域の元気創造プラット
フォーム

37 30

自治体職員、人材バンク
登録者等（インターネット
により閲覧は誰でも可
能）

地域の元気創造の取組を行うにあたっては、有識者や他自治体等との情報交換、ノ
ウハウの共有が不可欠である。「地域の元気創造プラットフォーム」は、自治体や
NPO、地域住民、有識者等が、地域での取組に当たっての悩みや課題、試行錯誤の
過程やノウハウ、取組の実情等について、即時的に意見交換や情報収集を行える仕
組みとして構築したものであり、「地域資源を生かして、人や資金の自立循環を促し、
活力ある地域づくり」の実現に向けた事業を促進することを目的としている。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域政策課

TEL：03－5253－5523
FAX：03－5253－5587

公共クラウド構築プロジェク
ト

49 ― 都道府県、市町村
地方公共団体の保有する行政データのオープン化を通じて民間事業者を含む様々な
主体が共同で利用できる情報インフラである公共クラウドを整備し、民間活力を支援
することで、地域の元気を創造する。

新規 ― ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ― ― ― ◯ ― ◯ ◯ ◯ ― ― ○ ― ― ― 3-ⅴ 観光振興施策 総務省
地域力創造グループ
地域政策課、地域情報政策室

TEL：03－5253－5525
FAX：03－5253－5529

地域文化デジタル化事業 ― ― 市町村
原本画像の活用が実施又は計画されている、地域の美術館等保存の有形文化財や
地域の祭礼等の無形文化財等のデジタルコンテンツを整備する事業に要する経費に
ついて、交付税を措置する。

継続 ― ◯ ◯ ◯ ◯ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ◯ ○ ― ― 総務省
地域力創造グループ
地域情報政策室

TEL：03－5253－5525
FAX：03－5253－5529
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/denshijiti/p
df/061031_1.pdf

公民連携によるまちなか再
生の研究

21 ― 市町村、事業者等
コミュニティが主体となり、コミュニティと行政の連携によって、衰退している地方の中
小都市の「まちなか」を活性化する方策を研究することを通じて、「まちなか」が有する
暮らしに不可欠な都市機能を維持することを目的に、本調査研究事業を行う。

新規 ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
地域振興室

TEL：03－5253－5533
FAX：03－5253－5537

暮らしを支える地域運営組
織に関する調査研究事業

18 ― 市町村、事業者等
高齢化による生活機能の低下、人口減少・過疎化による集落の生活支援機能の低下
が顕著な地域が増える中、生活支援サービスを提供する地域運営組織が抱える資金
や運営のあり方などの様々な課題について調査研究を行う。

新規 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
地域振興室

TEL：03－5253－5533
FAX：03－5253－5537

地域における生活支援サー
ビス提供の実証事業

15 ― 市町村、事業者等
小規模なコミュニティ組織が展開する生活支援サービスについて分析を行うとともに、
地域の課題に具体的に取り組むモデル事業を選定し調査研究を行う。

新規 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
地域振興室

TEL：03－5253－5533
FAX：03－5253－5537

コミュニティファンド・ベン
チャーファンド形成支援事
業

- ― 都道府県、市町村
コミュニティ・サービス事業者やいわゆるベンチャー企業等に投融資又は債務保証を
するための資金として、地方公共団体が公益法人等に対して出資又は貸付を行い、
ファンドを形成する事業を支援(特別交付税措置)。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ◯ ◯ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
地域振興室

TEL：03－5253－5533
FAX：03－5253－5537
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予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

中心市街地再活性化特別
対策事業

- ― 市町村
中心市街地活性化を目的としたソフト事業に対して特別交付税措置を実施し、同じく
ハード事業に対して地方債の起債を認める。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―
1-ⅲ 中心市街地活性化
1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成

総務省
地域力創造グループ
地域振興室

TEL：03－5253－5533
FAX：03－5253－5537

過疎地域における税制の特
例

- ― 事業者
過疎地域以外にある特定の事業用資産を譲渡した場合に、当該事業年度に過疎地
域内にある事業用資産を取得し、1年以内に事業の用に供したとき、当該譲渡による
譲渡益の一部について課税を繰り延べることができる。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
過疎対策室

TEL：03－5253－5536
FAX：03－5253－5537

過疎地域等自立活性化推
進交付金

931 554
市町村
住民団体等

過疎地域等における喫緊の諸課題に対応するため、本交付金により、過疎地域のモ
デル的なソフト対策、定住促進団地、空き家活用事業、遊休施設の再整備に係る過
疎地域市町村等の事業及び地域住民主体による集落の維持・活性化に係る総合対
策を支援。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
2-ⅱ 「小さな拠点」形成

総務省
地域力創造グループ
過疎対策室

TEL：03－5253－5536
FAX：03－5253－5537

過疎地域自立活性化優良
事例表彰

― ― 市町村等

地域の自立と風格の醸成を目指した過疎地域の取組を奨励するため、創意工夫を
もって過疎地域の活性化に取り組み、すぐれた成果を上げ、過疎対策の先進的、モデ
ル的事例としてふさわしい団体であること等を審査の基準として、優良事例を過疎地
域自立活性化優良事例表彰委員会において選定のうえ、表彰するもの。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
過疎対策室

TEL：03－5253－5536
FAX：03－5253－5537
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
jichi_gyousei/c-
gyousei/2001/kaso/kasomain7.htm

地域の担い手創造事業 13 ― 都道府県、市町村

地域外の住民が地域に一定期間滞在し、地域住民とともに地域づくり活動を実践し、
また、地域づくりの理論を学ぶための取組を支援するモデル実証事業を行う。
　優良な事例について、事例研究を積み重ね、広く周知を行うことにより、そのノウハ
ウを他の地域や他の分野に移転する。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

「域学連携」地域活力創出
モデル実証事業

18 21

地方公共団体（都道府
県、市町村）、大学、地域
住民、NPO法人、地元企
業等による連携主体

「域学連携」の取組を長期的に継続するため、地域において、「域学連携」に取り組
み、必要な人員の派遣やコンサルティング、実際の活動のサポート等を担う組織づく
りを行う地域を支援するためのプログラムの構築及び具体の事例による実証を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

地域おこし協力隊事業 ― ―
都道府県、
市町村

地方自治体が都市住民を受け入れ、地域おこし協力隊員として委嘱し、一定期間以
上、農林漁業の応援、水源保全・監視活動、住民の生活支援などの各種の地域協力
活動に従事してもらいながら、当該地域への定住・定着を図る取組について、地方自
治体が意欲的・積極的に取り組むことができるよう、必要な支援を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-ⅶ　地域活動の担い手支援 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

子ども農山漁村交流による
地域活性化モデル事業

30 3 都道府県、市町村

小学校における農山漁村での長期宿泊体験活動（「子ども農山漁村交流プロジェク
ト」）の推進にあたり、受入側である農山漁村では高齢化等により受入体制の整備に
必要なマンパワーの不足など様々な課題が見られるようになっている。一方で送出側
の小学校では、教員の負担増が大きな課題となっており、受入地域との十分な調整、
宿泊体験の実施が困難になっている。このようなことから、外部人材等を積極的に活
用することにより、送出側と受入側のコーディネートや宿泊体験活動のサポートを行う
体制を構築する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― 総務省
地域力創造グループ
人材力活性化・連携交流室

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

人材力活性化事業 15 15 ―

・地域づくりの担い手養成に関する講座・研修等の実施（自治体等が主体となって実
施する場合の支援も含む。）による人材力の強化。
・NPO、企業、地域団体等の主体性・地域性を活かした多様な主体が連携する取組が
重要であることから、様々な分野における優良な事例について、事例研究を積み重
ね、広く周知を行うことにより、そのノウハウを他の地域や他の分野に移転。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
人材力活性化・連携交流室

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

定住自立圏構想の推進 117 158
定住自立圏構想に取り組
む市町村等

　定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその近隣市町村の定住自立圏構想
の推進に要する経費に対する特別交付税措置等の地方財政措置を講じるとともに、
機能連携広域経営推進調査事業等により市町村域を越えた圏域の取組を支援する。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5391
FAX：03－5253－5537
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
kenkyu/teizyu/

外部専門家招へい事業 ― ― 市町村
市町村が、地域力の創造のために外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいし
て、地域独自の魅力や価値を向上させる取組に要する経費を特別交付税の算定対
象とする。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課
人材力活性化・連携交流室

TEL：03－5253－5392
FAX：03－5253－5537
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/ganbaru/jin
zai/index.html

地域力創造のための起業
者定住促進モデル事業

38 48 市町村

外部専門家の活用により地域の活性化を図ることを通じ、外部専門家を活用するに
あたってのノウハウの調査・分析を行い、他市町村への普及を図る。また、地域独自
の魅力や価値の向上の取組を支援する民間専門家や先進市町村で活躍している職
員を紹介し、地域活性化に必要な外部専門家の活用を支援。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課
人材力活性化・連携交流室

TEL：03－5253－5392
FAX：03－5253－5537
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
jichi_gyousei/c－
gyousei/modeljigyo.html

地域おこし企業人 ― ― 市町村

三大都市圏内に本社機能がある民間企業に勤務する人材が、１～３年程度の期間、
地方において地域づくり活動、地域の課題解決への取組等に従事し、魅力ある地域
づくりを行うことで、地域の元気を創造するとともに、派遣元企業の社会貢献や、人材
の育成・キャリアアップにも資する取り組みについて、地方自治体が意欲的・積極的に
取り組むことができるよう、必要な支援を行う。

変更

年齢要件を撤廃したほか、
対象地域として、定住自立
圏に取り組む市町村に加
え、条件不利地域を追加し
た。

― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

財務省
理財局
国庫課
通貨企画調整室

TEL：03－3581－7910
FAX：03－5251－2004
【参考URL】
http://www.mof.go.jp/currency/coin
/commemorative_coin/47_pref_coin_p
rogram/joukyou.htm

総務省
自治行政局
行政課

TEL：03－5253－5510
FAX：03－5253－5511

地方分権振興交付金 210 245 都道府県
地方自治法施行60周年記念貨幣の発行を契機として、記念貨幣の図柄を考案した各
都道府県が行う地方分権振興、地域活性化の取組を支援するため、国が交付金を交
付

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務省
自治行政局
行政課

TEL：03－5253－5510
FAX：03－5253－5511
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
jichi_gyousei/bunken/chousa.html

コミュニティのあり方に関す
る調査研究事業

17 22 ―

　コミュニティは、構成員の高齢化や役員等の担い手不足、地域の人と人とのつなが
りの希薄化により、その機能が低下している。また、平成３年に創設された認可地縁
団体制度についても、その運用について課題が指摘されているところである。
　現状において、コミュニティ活動の課題について整理を行い、これからの人口減少・
少子高齢化社会の中で、コミュニティ活動の促進や活性化、認可地縁団体の活用な
どの先進事例等を参考に調査研究を行い、国としてどのような施策を講ずることがで
きるか検討する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
自治行政局
住民制度課

TEL：03－5253－5517
FAX：03－5253－5592
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
kenkyu/tosi_community/index.html

自動音声翻訳技術の研究
開発

NICT運営費交付金
の内数

NICT運営費
交付金の内

数
事業者

言語の壁を越えたコミュニケーションの実現のため、ネットワーク上に分散する知識情
報を活用して、幅広い話題への対応を可能とし、かつ、翻訳結果を学習することによ
り、翻訳精度の向上を図ることを可能とするネットワークベース翻訳技術等の研究開
発を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― 総務省
情報通信国際戦略局
技術政策課
研究推進室

TEL：03－5253－5730
FAX：03－5253－5732

情報通信利用環境整備推
進事業

510 800 市町村等
医療・健康福祉・教育等の高度な公共アプリケーションの導入に資する超高速ブロー
ドバンド基盤整備を実施する、過疎地・離島等を有する地方公共団体等に対し、事業
費の一部を支援する

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持 総務省
総合通信基盤局
電気通信事業部
高度通信網振興課

TEL:03－5253－5867
FAX:03－5253－5868

― ― ― ○―― ― ― ―― ― ―
地方自治法施行60周年記
念貨幣等発行事業

― ― ―都道府県
地域の活性化等に資する観点から、47都道府県ごとの図柄による地方自治法施行60
周年記念貨幣を順次発行するほか、これと連携して日本郵便株式会社においても記
念の切手を順次発行

継続 ￣ ○ ○ ○ ○ ― ―
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予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

携帯電話等エリア整備事業 1,500 2,480
市町村、
無線通信事業者等

地理的に条件不利な地域(過疎地、辺地、離島など)において、市町村が携帯電話等
の基地局施設(鉄塔、無線設備等)を整備する場合や、無線通信事業者等が基地局
の開設に必要な伝送路施設(光ファイバ等)を整備する場合に、当該基地局施設や伝
送路の整備に対して補助金を交付。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持 総務省
総合通信基盤局
電波部
移動通信課

TEL：03－5253－5894
FAX：03－5253－5946
【参考URL】
http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/f
ees/purpose/keitai/

戦略的情報通信研究開発
推進事業(SCOPE)

2,051の内数 1,850の内数 大学、民間企業等

ICTにおけるイノベーションの創出、研究者や研究機関における研究開発力の向上な
どを目的として、独創性や新規性に富む課題の研究開発を委託する事業。本事業の
うち「地域ICT振興型研究開発」プログラムにおいて、ICTの利活用により地域社会の
活性化を図るために、地域の大学、地方自治体、企業等の研究者が提案する研究開
発課題へ資金を配分。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

3-ⅳ．大学等支援・研究振興施策
※政策パッケージ中の施策名は「地域
ICT振興型研究開発プログラム
（SCOPE）」

総務省
情報通信国際戦略局
技術政策課

TEL：03－5253－5725
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
joho_tsusin/scope/

新世代通信網テストベッド
(JGN―X)構築事業

NICT運営費交付金
の内数

NICT運営費
交付金
の内数

大学、事業者等
全国の主要な研究拠点を結び、新世代ネットワークの要素技術を統合した試験ネット
ワーク環境を構築し、情報通信分野の先端的な研究開発や実証実験等を促進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 総務省
情報通信国際戦略局
技術政策課

TEL：03－5253－5727
【参考URL】
http://www.jgn.nict.go.jp/

ICT地域マネージャー派遣
事業

134の内数 144の内数 地方公共団体等
ＩＣＴを活用した取組みを検討する地方公共団体等の申請に基づき、課題整理、アドバ
イス・提言、情報提供等を行うＩＣＴ人材を一定期間派遣する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 総務省
情報流通行政局
地域通信振興課

TEL：03－5253－5758
FAX：03－5253－5759
http://www.soumu.go.jp/menu_seisak
u/ictseisaku/ictriyou/manager.html

地上デジタル放送への円滑
な移行のための環境整備・
支援

29,799 31,733
都道府県、市町村、
放送事業者、
共聴施設の管理者等

平成26年度も、地上デジタル放送が良好に視聴できないため、暫定的に衛星を通じ
て番組を視聴している世帯などに対し、地域の番組が見られるようにするための対策
などを実施する。

変更
地デジチューナー等の支援
対象について現行化（対象
の追加）。

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 総務省
情報流通行政局
地上放送課
デジタル放送受信推進室

地上放送課
TEL：03－5253－5791
FAX：03－5253－5794
デジタル放送受信推進室
TEL：03－5253－5949
FAX：03－5253－5818
【参考URL】
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
joho_tsusin/dtv/index.html

消防防災施設整備費補助
金

1,619 1,904
都道府県、
市町村

地震等の大規模災害や特殊災害、増加する救急需要等に適切に対応し、住民生活
の安心・安全を確保するため、市町村等における耐震性貯水槽等の消防防災施設の
整備に要する経費の一部を補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省
消防庁
消防・救急課

TEL：03－5253－7522
FAX：03－5253－7532

緊急消防援助隊の充実強
化

4,897 4,896
都道府県、
市町村

地震、台風、水火災等の非常事態の場合において、出動する緊急消防援助隊の活動
体制を確保するために、必要な地方公共団体の設備の整備を促進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 総務省

消防庁
消防・救急課
国民保護・防災部
防災課
広域応援室

（消防・救急課）
TEL：03－5253－7522
FAX：03－5253－7532
（広域応援室）
TEL：03－5253－7527
FAX：03－5253－7537

新たな広域連携モデル構築
事業

129 0
都道府県
市町村

人口減少社会において、人々の暮らしを支え、経済をけん引していく核となる都市や
その圏域を戦略的に形成し、その上で全国の基礎自治体が人々の暮らしを支える行
政サービスを持続可能に提供していく仕組みが必要との認識のもと、他の圏域等の
先行的なモデルとなるような新たな市町村間の広域連携や都道府県による補完など
の取組を行う地方公共団体に委託調査を実施し、先進事例を構築する。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏 総務省 自治行政局市町村課
TEL:03-5253-5516
FAX:03-5253-5592

集落支援員事業 ― ―
都道府県、
市町村

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、地方
自治体からの委嘱を受け、市町村職員と連携し、集落への「目配り」として集落の巡
回、状況把握等を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2-ⅶ 地域活動の担い手支援 総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課

TEL：03－5253－5394
FAX：03－5253－5537

被災地への専門家派遣
震災特別交付税

にて措置
震災特別交

付税にて措置
地方自治体

東日本大震災で被災した地方自治体に法的整理の解決を図る支援として弁護士を任
期付職員として派遣する。

継続 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 法務省
大臣官房司法法制部
司法法制課

TEL:03-3592-7884
FAX:03-3592-7766

司法過疎地への法律事務
所の設置

　　　　15,507の内
数

12,836の内数 司法過疎地域
司法過疎地域に法律事務所を設置し，司法アクセスが届きにくい地域住民に法的
サービスの提供を図る。

継続 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 法務省
大臣官房司法法制部
司法法制課

TEL:03-3592-7884
FAX:03-3592-7766

登記所備付地図整備の推
進

2,451 2,323 ―

登記所備付地図の整備は大幅に遅れている状況にあり、これが、土地取引の促進や
都市再生のための各種施策の円滑な遂行の阻害要因の一つとなっていることから、
法務局（登記所）において、（１）地図混乱地域における登記所備付地図作成作業及
び（２）筆界特定制度を実施するものである。
なお、「経済財政運営と改革の基本方針」（平成２５年６月）において、「都市部におけ
る地籍整備を推進する」ことが盛り込まれる等、登記所備付地図の整備の重要性は、
広く認識されている。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 法務省
民事局
民事第二課

TEL：03－3580－4143
FAX：03－3592－7913

観光立国実現のための出
入国審査の充実

15,831の内数 14,819の内数 ―
出入国管理システムの適切な運用・更新等による審査体制の整備により，出入国審
査の迅速化・円滑化を図る。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 法務省
入国管理局
総務課企画室

TEL：03－3592－6852
FAX：03－5511－7212
【参考URL】
http://www.immi－moj.go.jp/

大使・総領事等の地方訪問 3 3 都道府県及び市区町村
大使・総領事が任国とつながりの深い本邦地方を訪問し、国際交流活動の協力・理
解促進のため地方自治体関係者等と意見交換を行うための経費(旅費）。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 外務省
大臣官房
総務課
地方連携推進室

TEL：03－5501－8491
FAX：03－5501－8073
【参考ＵＲＬ】
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/l
ocal/info/visit.html

外務大臣主催国際交流活
動支援に関する意見交換

5 5 都道府県及び市
全国の知事、市長等地方公共団体関係者を対象とし、在京外交団とのネットワークを
構築すると共に、国際交流活動に関する相互協力を図るための意見交換会を行う経
費。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 外務省
大臣官房
総務課
地方連携推進室

TEL：03－5501－8491
FAX：03－5501－8073
【参考ＵＲＬ】
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/l
ocal/info/reception.html

自治体の国際交流促進の
ためのセミナー開催

3 3 都道府県及び市
地方公共団体の国際交流主管課長を対象とし、国際交流や経済交流等の現状や課
題等につき意見交換を行う経費。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 外務省
大臣官房
総務課
地方連携推進室

TEL：03－5501－8491
FAX：03－5501－8073
【参考ＵＲＬ】
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/l
ocal/info/briefing.html

駐日各国大使地方視察 0.4 1 ― 駐日各国大使夫妻の地方視察(同行旅費)。 継続 ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 外務省
大臣官房
儀典官室

TEL：03－5501－8032
FAX：03－5501－8030

公式実務訪問賓客及び実
務訪問賓客の地方訪問

6 5 外国要人
公式実務訪問賓客及び実務訪問賓客の本邦滞在中における地方視察のために必要
な経費(宿泊費等)。

継続 ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 外務省
大臣官房
儀典賓客室

TEL：03－5501－8489
FAX：03－5501－8030

日本ブランド発信事業 36 18

海外において自らの専門
性に基づき日本の文化・
伝統・新規性・精神性等
の魅力をビジネスと融合
させた形で外国人に伝
え，現地での共感・関心
を呼びおこし，現地から
日本についての再発信を
促すことのできるコミュニ
ケーション力の高い個人・
団体。

発信力のある日本の専門家を海外に派遣し、在外公館のネットワークを活用して、日
本的な価値･精神性･伝統･先進技術等、日本の魅力に関する講演会・デモンストレー
ション・展示会等を開催する。また、事業に参加した現地の知日派や専門家が主体と
なって情報を再発信することで、現地における事業の持続性･継続性を狙う。

新規 ○ ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 外務省 大臣官房広報文化外交戦略課 TEL:03-5501-8127



6

25年度
当初予算
(百万円)

大

都

市

地

方

都

市

農

山

漁

村

集

落

地

域

産

業

、
ｲ

ﾉ

ﾍ

ﾞ

ｰ

ｼ

ｮ

ﾝ

農

林

水

産

業

食

文

化

・

食

産

業

６

次

産

業

化

ま

ち

づ

く

り

,

地

域

交

通

地

域

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ

観

光

、
地

域

間

交

流

地

域

文

化

の

保

護

地

域

医

療

、
福

祉

・

介

護

子

育

て

、
女

性

・

若

者

活

躍

促

進

教

育

I

C

T

、
情

報

通

信

コ

ン

テ

ン

ツ

環

境

・

エ

ネ

ル

ギ
ー

そ

の

他

施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

途上国の要望を踏まえた工
業用品等の供与

800 2,000

被災地企業
（日本国政府と交換公文
を締結した被援助国政府
等との間の契約に基づく
受注業者）

被援助国の要請内容に基づき，東日本大震災の被災地で生産される工業用品等（建
設機械，医療器具，福祉器具等）を途上国に供与する。

継続 ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 外務省
国際協力局
開発協力総括課

TEL：03－5501－8373

地方自治体等の国際展開
支援

政府開発援助独立
行政法人国際協力
機構運営費交付金

１,503億円の内数
政府開発援助経済
開発等援助費1,667

億円の内数

政府開発援
助独立行政
法人国際協
力機構運営

費交付金
1469億円の

内数
政府開発援
助経済開発

等援助費
1642億円の

内数

都道府県，市町村

政府開発援助（ODA）の「草の根技術協力」の枠組を活用し，地方自治体等の持つ優
れた技術・経験を活用・実施することで，地方自治体の国際展開を積極的に後押しす
る。また，ＯＤＡの「技術協力」の枠組を活用し，途上国の開発課題の解決に適したノ
ウハウを有する自治体と連携して，自治体及び関連企業の関係者を専門家として派
遣したり，途上国の人材を招へいし当該自治体で研修を行う。また，地方自治体の知
見を活用した途上国のインフラ整備等の支援を無償資金協力の枠組みで実施する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ○ ― 外務省

【技術協力・無償資金協力】
国際協力局 開発協力総括課
【草の根技術協力】
国際協力局 民間援助連携室

開発協力総括課　TEL：03－5501－
8373
民間援助連携室　TEL：03－5501－
8361

外国人の受入れと社会統合
のための国際ワークショップ

4 4 都道府県・市町村
外国人問題の実務者及び海外の専門家等からなる国際ワークショップを開催し、外
国人政策にかかる諸問題について議論。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 外務省
領事局
外国人課

TEL：03－5501－8176
FAX：03－5501－8174
［参考URL］
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/l
ocal/symbiosis/index.html

公立学校施設整備費

127,077
（うち復興特別会計

62,615）
※内閣府計上の沖

縄分除く

127,075
（うち復興特

別会計
66,745）

※内閣府計
上の沖縄分

都道府県、
市町村

国が果たすべき責務である義務教育をはじめとする教育の機会均等と水準の維持向
上を図る観点から、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律」に基
づき、地方公共団体において学校教育の円滑な実施を確保するために行う学校施設
整備に要する経費について、国が一部補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ―

1-ⅰ コンパクトシティの形成
1-ⅶ教育･文化活動等を通じた地域コミュ
ニティの形成
2-ⅷ 教育･文化活動等を通じた地域コ
ミュニティの形成

文部科学省
大臣官房
文教施設企画部
施設助成課

TEL：03－6734－2000
FAX：03－6734－3743
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/shot
ou/zyosei/main11_a2.htm

成長分野等における中核的
専門人材養成等の戦略的
推進

1,679 1,103 教育機関等

　専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界等が産
学官コンソーシアムを組織し、その下で具体的な職域プロジェクトを展開し、協働し
て、社会人、女性、生徒・学生の就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的
な知識・技術・技能を身につけるための学習システム等を構築する。そのような取組
を通じて、成長分野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図るとともに、特
に、社会人や女性の学び直しを全国的に推進する委託事業。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3-ⅹ　地域産業の担い手育成 文部科学省
生涯学習政策局
生涯学習推進課
専修学校教育振興室

TEL：03－6734－3468
FAX：03－6734－3715
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/shou
gai/senshuu/1347553.htm

公民館等を中心とした社会
教育活性化支援プログラム

133 207
都道府県、
市町村

地域社会における様々な現代的課題に対し、地域に蓄積したソーシャル・キャピタル
（社会関係資本）である公民館等が、行政の関係部局の垣根を越え、関係諸機関と連
携・協働して実施する取組みを支援し、社会教育を活性化することを通じて、地域の
絆、地域コミュニティの再生及び地域活性化を図り、元気な日本を取り戻すことを目指
す。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― 文部科学省
生涯学習政策局
社会教育課

TEL：03－6734－2974
FAX：03－6734－3718

生涯学習を通じた高齢者の
地域づくり参画促進事業

4 4 ―

高齢者の地域づくりへの主体的な参画促進を図るために、平成23年度「超高齢社会
における生涯学習の在り方に関する検討会」における検討結果等を全国に還元する
とともに、有識者によるパネルディスカッションや高齢者・プレ高齢者を対象とした生涯
学習の先進的な事例発表等を行う研究協議会を開催。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ―

1-ⅶ 教育･文化活動等を通じた地域コ
ミュニティの形成
2-ⅷ 教育･文化活動等を通じた地域コ
ミュニティの形成

文部科学省
生涯学習政策局
社会教育課

TEL：03－6734－2970
FAX：03－6734－3718
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/ikuse
i/koureisha/1286130.htm

学校・家庭・地域の連携に
よる教育支援活動促進事業
（学校・家庭・地域の連携協
力推進事業）

3,814の内数 4,923の内数
都道府県、
　指定都市、
　中核市

地域住民等の参画による地域の実情に応じた取組を有機的に組み合わせて、①授
業等における学習補助や教員の業務補助などの学校支援、②放課後等に子どもたち
の安心安全な活動場所を確保し学習や様々な体験・交流活動の機会を提供する放
課後等支援、③親への学習機会の提供や相談対応などの家庭教育支援、④子ども
の安全確保のための見守り等、様々な教育支援活動を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 文部科学省
生涯学習政策局
社会教育課
地域・学校支援推進室

TEL:03－6734－3260
FAX:03－6734－3718
【参考URL】
http://manabi-mirai.mext.go.jp/
http://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/
08052911/004.htm

へき地児童生徒援助費等
補助金

1,309 1,277
都道府県、
市町村

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在す
る公立の小・中学校(へき地学校等)の教育の振興を図るため、へき地教育振興法等
に基づき、スクールバス・ボート等購入費や遠距離通学費等の補助などを行う。

継続 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 文部科学省
初等中等教育局
財務課

TEL：03－6734－2027
FAX：03－6734－2566

地域キャリア教育支援協議
会設置促進事業

30 42 都道府県等
高等教育機関に進学する若者も含め、将来において社会的・職業的に自立した若者
を育み、地域を支える人材を育成することを目指し、小学校から高等学校まで一貫し
たキャリア教育を支援する地域における組織の設置を促進する。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 3-ⅹ　地域産業の担い手育成 文部科学省
初等中等教育局
児童生徒課

TEL：03－6734－3297
FAX：03－6734－3735
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/shot
ou/career/detail/1339053.htm

高校におけるインターンシッ
プコーディネーターの配置

12 0 都道府県等
高等学校普通科において、インターンシップを促進するため、地域企業と高校との仲
介役となる人材の配置を促進する。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 3-ⅹ　地域産業の担い手育成 文部科学省
初等中等教育局
児童生徒課

TEL：03－6734－3297
FAX：03－6734－3735

健全育成のための体験活
動推進事業

46 26
都道府県、
市区町村

いじめの未然防止を図るため、児童生徒の健全育成を目的とした様々な体験活動の
取組を支援(補助率1/3)。

継続
― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 文部科学省

初等中等教育局
児童生徒課
生徒指導室

TEL：03－6734－3299
FAX：03－6734－3735

スーパー・プロフェッショナ
ル・ハイスクール

84 ―
国公私立高等学校（学校
設置者経由）

専門高校において、大学・研究機関・企業等と連携し、共同研究を行って成果を地域
に還元したり、長期の現場実習を行うなどにより、社会の第一線で活躍する専門的職
業人を養成するための調査研究を委託事業により実施。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3-ⅹ　地域産業の担い手育成 文部科学省
初等中等教育局
高校教育改革ＰＴ

TEL：03－6734－2904
FAX：03－6734－3177
http://www.mext.go.jp/b_menu/houd
ou/26/04/1346420.htm
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26年度当初

予算額
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支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

大学等における地域復興の
ためのセンター的機能整備
事業

1,119
(復興特別会計）

1,399 大学等
被災地の大学等を中心として、地域復興センター的機能を整備し、災害医療教育、地
域産業再生、復興の担い手の育成などを支援する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 文部科学省
高等教育局
大学振興課
大学改革推進室

TEL：03－6734－3335
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/kout
ou/kaikaku/chiikifukkou/index.htm

地（知）の拠点整備事業（大
学COC事業）

3,426 2,273 大学等
大学等が自治体を中心に地域社会と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社
会貢献を進める大学等を支援することにより、教育カリキュラム・教育組織の改革に
つなげるとともに、地域再生・活性化の拠点となる大学を形成する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 3-ⅳ 大学等支援・研究振興施策 文部科学省
高等教育局
大学振興課
大学改革推進室

TEL：03－6734－3335
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/kout
ou/kaikaku/coc/index.htm

産業界のニーズに対応した
教育改善・充実体制整備事
業

151 0 大学・短期大学

大学・短期大学がインターンシップ等支援団体との連携の下、インターンシップ等の
マッチングのための組織を形成し、インターンシップの取組拡大に資する事業を通じ、
地域全体へのインターンシップ等の普及・定着を図るとともに、大学・短期大学におけ
るキャリア教育の充実を図り、平成27年度以降の卒業・修了予定者に対する就職・採
用活動の後ろ倒しへの円滑な移行を目指す。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 3-ⅹ　地域産業の担い手育成 文部科学省
高等教育局
専門教育課

TEL：03－6734－4750
FAX：03－6734－3389
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/kout
ou/kaikaku/sangyou/

「地域再生人材創出拠点の
形成」プログラム

1,270
の内数

4,769
の内数

大学、
大学共同利用機関、
高等専門学校

将来的な地域産業の活性化や地域の社会ニーズの解決に向けて、科学技術を活用
して地域に貢献する優秀な人材を創出する拠点を形成。

継続 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
科学技術・学術戦略官付(制度
改革・調査担当)

TEL：03－6734－4017
FAX：03－6734－4176
【参考URL】
http://www.jst.go.jp/shincho/progra
m/chiiki.html

大強度陽子加速器施設（J
―PARC）の整備・共用

16,777 16,443
(独)日本原子力研究開発
機構、登録施設利用促進
機関

世界最高レベルのビーム強度を有する陽子加速器施設により中性子を用いた新しい
研究手段を提供する研究施設であるJ-PARCの計画的な整備・安定した運営の確保
により、茨城県東海村に設置され、幅広い利用に供し、物質・生命科学等の基礎科学
から産業応用までの多様な研究を推進する。本施設には、茨城県によるビームライン
も設置されており、新産業の創出などに貢献する。

継続 ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
研究開発基盤課
量子放射線研究推進室

TEL：03－6734－4115
FAX：03－6734－4121
【参考URL】
http://j－parc.jp/

大型放射光施設（SPring―
8・SACLA）の整備・共用

15,398 14,914
(独)理化学研究所、
登録施設利用促進機関

SPring-8は、世界最高性能の放射光により微細な物質の構造や状態の解析を可能と
する研究施設。
SACLAは、従来の10億倍を上回る高輝度のX線レーザーを発振し、原子レベルの超
微細構造、化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析可能な世界最高性能の
研究基盤施設（国家基幹技術）。
両施設共に兵庫県播磨科学公園都市に建設されており、その計画的な整備・安定し
た運転の確保により、幅広い利用に供し、ライフサイエンスや材料・ナノテクノロジーを
はじめとする様々な科学技術分野において革新的な成果を生み出し、新産業の創出
などに貢献する。

継続 ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
研究開発基盤課
量子放射線研究推進室

TEL：03－6734－4115
FAX：03－6734－4121
【参考URL】
http://www.spring8.or.jp/ja/
http://xfel.riken.jp/

先端研究基盤共用・プラット
フォーム形成事業

1,365 1,563 大学、独立行政法人等

大学・独立行政法人等が保有する外部利用に供するにふさわしい先端研究施設・設
備の産学官への共用を促進する。また、これらの施設・設備の技術領域別ネットワー
ク化等により、産業界をはじめ多様な利用ニーズに効果的に対応する科学技術イノ
ベーションのプラットフォームを形成する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
研究開発基盤課

TEL：03－6734－4098
FAX：03－6734－4121
【参考URL】
http://kyoyonavi.mext.go.jp/info/abo
ut04

研究成果展開事業（先端計
測分析技術・機器開発プロ
グラム）

3,913
（うち

復興特別会計
860）

5,118
（うち

復興特別会
計

1 551）

大学、独立行政法人、
民間企業等

先端的な計測分析技術・機器・システムの開発を産学連携で推進する。特に、新しい
サイエンスの潮流を創りうる最先端の開発成果について、ユーザー等と連携した高度
化・国際標準化を推進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
研究開発基盤課

TEL：03－6734－4098
FAX：03－6734－4121
【参考URL】
http://www.jst.go.jp/sentan/

大学発新産業創出拠点プロ
ジェクト

2,454 2,032
大学、独立行政法人、民
間事業者等

発明の段階から、大学等において起業のためのチームを結成し、ベンチャーキャピタ
ル等の事業化ノウハウを活用しながら世界市場を目指す大学発ベンチャーを創出す
る。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課

TEL：03－6734－4023
FAX：03－6734－4172
【参考URL】
http://www.jst.go.jp/start/

イノベーションシステム整備
事業(地域イノベーション戦
略支援プログラム)

17,122の内数 16,221の内数
大学等研究機関、
公益財団法人等

地域イノベーション創出に向けた主体的かつ優れた構想に対して、関係府省の施策
を総動員するシステムを構築し、文部科学省では、大学等研究機関の地域貢献機能
の強化など、地域独自の取り組みで不足している部分を支援する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅳ 大学等支援・研究振興施策 文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課

TEL：03－6734－4194
FAX：03－6734－4172

知財活用支援事業
2,997

(※運営費交付金
中の推計額)

2,660
(※運営費交
付金中の推

計額)

大学等
全国の大学等に散逸して存在する国家戦略上重要な知財を、JSTが一元的に集約・
管理し、特許群やパッケージ化を推進することで、大学等から生まれた発明の活用を
国内外で促進させ、わが国の大学全体のライセンス収入の向上等を図る。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課

TEL：03－6734－4023
FAX：03－6734－4172

研究成果展開事業（研究成
果最適展開支援プログラ
ム）

12,724
(※運営費交付金

中の推計額)

14,539
(※運営費交
付金中の推

計額)

大学、独立行政法人、
民間企業等

大学等の研究成果を実用化につなぐことを目的とし、実用化の可能性を検証する
シーズ探索、大学等と企業との共同研究開発、シーズを基にした大学発ベンチャーの
設立支援等、課題や研究開発の特性に応じた最適なファンディングを設定し、総合的
かつシームレスな支援を実施する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課

TEL：03－6734－4023
FAX：03－6734－4172
【参考URL】
http://www.jst.go.jp/a－step/

産学官連携による東北発科
学技術イノベーション創出プ
ロジェクト

2,622
（全て復興特別会

計。※「地域イノ
ベーション戦略支援
プログラム」、「研究

成果展開事業（研
究成果最適展開支

援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）」の一
部も含めて一体的
に実施するため一

部重複）

3,308
（全て復興特別
会計。※「地域
イノベーション

戦略支援プログ
ラム」、「研究成
果展開事業（研
究成果最適展
開支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ）」の一部も含
めて一体的に
実施するため

一部重複）

大学等
被災地の経済界と連携し、全国の大学等の革新的技術を被災地企業に結びつけ、そ
れらの研究成果を事業化すること等により、被災地経済の復興に貢献する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課

TEL：03－6734－4194
FAX：03－6734－4172

革新的ハイパフォーマンス･
コンピューティング･インフラ
の構築

15,052 16,416
(独)理化学研究所、
登録施設利用促進機関、
大学等

スーパーコンピュータ「京」を中核とし、多様なユーザーニーズに応える革新的な計算
環境を実現するＨＰＣＩ（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）を構
築するとともに、この利用を推進し、地震・津波の被害軽減や、創薬プロセスの高度化
等の社会的・科学的課題の解決に貢献。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
研究振興局
参事官（情報担当）

TEL：03－6734－4275
FAX：03－6734－4077
【参考URL】
http://www.aics.riken.jp/

(独)海洋研究開発機構・国
際海洋環境情報センターの
運営

465の内数 531の内数 (独)海洋研究開発機構
国際海洋環境情報センターの運営を行うとともに、海洋生命情報バンクの整備を実
施。

継続 ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― 文部科学省
研究開発局
海洋地球課

TEL：03－6734－4142
FAX：03－6734－4147
【参考URL】
http://www.godac.jp/top/

東北マリンサイ
エンス拠点形成
事業

1,308
(復興特別会計）

1,503
(復興特別会

計）

大学、
研究機関等

東北沖においては、東日本大震災の地震・津波により、海洋生態系が劇的に改変し
ており、漁場の回復及び沿岸地域の産業の復興が課題となっている。このことから岩
手県大槌町、宮城県女川町の拠点を中心として、関係自治体・漁協等と連携・協力
し、震災により激変した東北沖の漁場を含む海洋生態系を明らかにするとともに、東
北の海の資源を活用した新たな産業創成に資する技術開発を進めるなど、被災地の
水産業の復興のための調査研究を実施。

継続 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省
研究開発局
海洋地球課

TEL：03－6734－4142
FAX：03－6734－4147

公立中学校武道場の整備
事業

79,326の内数
（うち復興特別会計

59,595）
※内閣府計上の沖

縄県分除く

79,675の内数
（うち復興特

別会計
40,198）

※内閣府計
上の沖縄県

分除く

都道府県、
市区町村

平成24年度から中学校で必修となった武道を安全かつ円滑に実施できるよう、公立
中学校武道場の整備に要する経費について、国が一部補助する。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 文部科学省
スポーツ・青少年局
スポーツ・青少年企画課

TEL：03－6734－2672
FAX：03－6734－3790

公立社会体育施設耐震化
事業

19,731の内数
※内閣府計上の沖

縄県分除く

39,477の内数
※内閣府計
上の沖縄県

分除く

都道府県、
市区町村

施設利用者の安全確保の観点及び災害時における避難所としての役割に鑑み、公
立社会体育施設の耐震化に要する経費について、国が一部補助する。

新規 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 文部科学省
スポーツ・青少年局
スポーツ・青少年企画課

TEL：03－6734－2672
FAX：03－6734－3790
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25年度
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

スポーツを通じた地域コミュ
ニティ活性化促進事業

73 125
地方公共団体、都道府県
体育協会等、民間事業者

①地元の大学や企業などが有するスポーツ資源（人材・施設）を効果的に活用した取
組、②スポーツ実施率の低い若者を対象としたスポーツ参加促進策の全国展開を実
施することにより、地域住民のスポーツへの参加意欲を高め、スポーツによる健康増
進を図るとともに、スポーツを通じた地域コミュニティの活性化を促進する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ 文部科学省
スポーツ・青少年局
スポーツ振興課

TEL：
①03－6734－2998
②03－6734－2685
FAX：03－6734－3792

地域スポーツとトップスポー
ツの好循環推進プロジェクト

256 589
原則として、法人格を有
する総合型地域スポーツ
クラブ

トップアスリートを活用した地域のジュニアアスリート等への指導や学校への「小学校
体育活動コーディネーター」の派遣等を通じて、地域スポーツとトップスポーツの好循
環を推進するとともに、拠点クラブを核とした地域スポーツクラブのエリアネットワーク
構築の実践を通じて、自立・継続して取り組む体制を整備する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ○ 文部科学省
スポーツ・青少年局
スポーツ振興課

TEL：03－6734－3485
FAX：03－6734－3792
http://www.mext.go.jp/a_menu/sport
s/club/1319699.htm

通学路安全推進事業 51 149 都道府県

通学路の安全を確保するため、特に対策が必要な市町村に対し、通学路安全対策ア
ドバイザーを派遣し、専門的な見地からの必要な指導・助言の下、学校、教育委員
会、関係機関等の連携による通学路の合同点検や安全対策の検討を行うとともに、
通学路安全対策アドバイザー等の協力の下、児童生徒に対する交通安全教育を実
施するなど、効果的な安全教育を確立し、全国の学校に普及するためのモデル事業
を実施する。また、これらの各地の取組の成果について、全国に周知する。

変更

児童生徒に対する交通安全
教育を実施し、効果的な安
全教育を確立するためのモ
デル事業を実施する。

○ ○ ○ ― ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― 文部科学省
スポーツ・青少年局
学校健康教育課

TEL：03－6734－2695
FAX：03－6734－3794
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/kenk
o/anzen/1289303.htm

実践的防災教育総合支援
事業

122 109 都道府県、政令指定都市

東日本大震災を踏まえ、自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜こうとする「主
体的に行動する態度」を育成する防災教育、支援者となる視点から「安全で安心な社
会づくりに貢献する意識」を高める防災教育、地域住民や保護者・関係機関との連携
体制を構築・強化しながら児童生徒及び学校の災害対応能力を高める防災訓練等の
手法を開発・普及するための支援を実施する。特に南海トラフ巨大地震に係る学校防
災の徹底が急務であるため、当該地域においては、これまでの本事業の成果を活用
した実践的な取組を重点的に行う。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 文部科学省
スポーツ・青少年局
学校健康教育課

TEL：03－6734－2670
FAX：03－6734－3794

学校保健課題解決支援事
業

16 36 都道府県、政令指定都市
児童生徒の現代的健康課題に対応するため、地域の実情を踏まえた医療機関等と
の連携など課題解決に向けた計画の策定、それに基づく具体的な取組に対して支援
を行うとともに、その結果等について全国的な発信を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― 文部科学省
スポーツ・青少年局
学校健康教育課

TEL：03－6734－2918
FAX：03－6734－3794

学校安全教室の推進 40 39 都道府県
教職員や児童生徒の防犯、交通安全に対する意識の向上等を図るため、防犯教室、
交通安全教室の講師となる教職員等を対象とした講習会を実施するとともに、応急手
当に必要な技能として、心肺蘇生法(AEDの取扱いを含む)の実技講習会を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 文部科学省
スポーツ・青少年局
学校健康教育課

TEL：03－6734－2917
FAX：03－6734－3794
【参考URL】
http://www.mext.go.jp/a_menu/kenk
o/anzen/1289303.htm

防災教室の推進 13 17 都道府県
教職員や児童生徒の防災に対する意識の向上等を図るため、防災教室の講師となる
教職員等を対象とした講習会を実施する。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 文部科学省
スポーツ・青少年局
学校健康教育課

TEL：03－6734－2917
FAX：03－6734－3794
http://www.mext.go.jp/a_menu/kenk
o/anzen/1289303.htm

文化芸術創造都市推進事
業

11 11 民間団体

文化芸術の持つ創造性を活かして地域振興、観光･産業振興等に取り組む「文化芸
術創造都市」の取組を促進するため、文化芸術創造都市に取り組む自治体その他関
係者による全国的・広域的ネットワークの充実･強化を図る。
※　この他、「地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ」のうち300百万円を、文化芸術
創造都市に関する取組み（東アジア文化都市を含む）を行う地方自治体への支援メ
ニューとして創設。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―
文部科学省
（文化庁）

文化庁
長官官房
政策課（政策調整係）

TEL：03－6734－3161
FAX：03－6734－3811
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/ima/souzou_
toshi/suishinjigyo.html

劇場・音楽堂等活性化事業 3,003 3,003
劇場・音楽堂等を設置又
は運営する者等

我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等が行う、音楽、舞踊、演劇等の実演芸術の
創造発信や、専門的人材の養成、普及啓発事業等に対し補助金を交付。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 文部科学省

文化庁
文化部
芸術文化課
文化活動振興室

TEL：03－6734－2835
FAX：03－6734－3816
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bun
ka/02gekijyo_ongakudo/h26_kasseika
.html

地域発・文化芸術創造発信
イニシアチブ

2,522 2,936
地方公共団体
(都道府県、市区町村）

地域の活性化を促進するため、地方公共団体が企画する文化芸術に関する事業に
対し補助金を交付。

変更
新たな事業区分として、創造
都市による事業への補助を
追加。

○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅸ 文化･スポーツ資源の活用 文部科学省

文化庁
文化部
芸術文化課
文化活動振興室

TEL：03－6734－2835
FAX：03－6734－3816
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bun
ka/02bunka_geijutsu/initiative.html

文化遺産を活かした地域活
性化事業

2,147 2,449 実行委員会
地域の多様で豊かな文化遺産を活用した伝統行事・伝統芸能の公開、後継者養成、
古典に親しむ活動など、特色ある総合的な取組を支援することで、文化振興とともに
地域活性化を推進する。

変更

○事業メニューの「伝統文化
親子体験教室事業」を廃止
し、単独事業として「伝統文
化親子教室事業」を創設

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅸ 文化･スポーツ資源の活用
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
伝統文化課
文化財保護調整室

TEL：03－6734－4786
FAX：03－6734－3820
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shi
nko_kasseika/index.html

「歴史文化基本構想」普及
促進事業

5 6

地方公共団体　※なお、
特定の類型（都道府県・
市町村など）を支援対象
として想定しているもので
はない。

市町村における、地域の文化財を総合的に保存・活用するための基本的な方針であ
る「歴史文化基本構想」の普及促進を図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
伝統文化課
文化財保護調整室

TEL：03－6734－2415
FAX：03－6734－3820
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/rek
ishibunka/index.html

民俗文化財伝承・活用等事
業

80 80
地方公共団体、所有者、
保護団体（保存会等）等

地域の祭行事や民俗芸能等で使用される用具の新調・修理及び伝承者養成等を実
施することで、民俗文化財の確実な継承を推進する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ―
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
伝統文化課

TEL：03－6734－3104

地域と共働した美術館・歴
史博物館創造活動支援事
業

908 1,010 実行委員会
美術館・歴史博物館を地域の文化の拠点として活性化するとともに、地域との共働の
下、美術館・歴史博物館が有する多面的な可能性を生かした事業の展開を支援す
る。

変更 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― 3-ⅸ 文化･スポーツ資源の活用
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
美術学芸課
美術館・歴史博物館室

TEL：03－6734－2834
FAX：03－6734－3821
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_h
akubutsukan/shien/kyoudou/index.h
tml

地域の特性を活かした史跡
等総合活用支援推進事業

3,000 3,200
地方公共団体
(都道府県、市区町村）等

｢公開活用｣のための史跡等の復元整備、｢安心安全｣のための石垣の崩落防止措置
などの防災対策等を支援する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅸ 文化･スポーツ資源の活用
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
記念物課

TEL：03－6734－2876
FAX：03－6734－3822
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shi
nko_kasseika/index.html

重要伝統的建造物群保存
地区保存修理事業

1,067 867 市町村

文化財としての集落・町並みである重要伝統的建造物群保存地区において、伝統的
建造物の保存修理、一般建築等の修景、伝統的建造物の公開活用を図るための保
存整備を実施し、保存地区における歴史的風致の維持・向上を図り、魅力あるまちづ
くりに貢献。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
参事官(建造物担当)付

TEL：03－6734－2792
FAX：03－6734－3823
http://www.bunka.go.jp/Bunkazai/sh
oukai/hozonchiku.html

文化財建造物等を活用した
地域活性化事業

1,344 1,700 文化財所有者等
文化財建造物等の公開活用を促進するためガイダンス施設や案内板等の設置、環
境整備を実施する。重要伝統的建造物群保存地区については、地区内の安全性向
上のため耐震事業を実施する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ○ ― ― 3-ⅸ 文化･スポーツ資源の活用
文部科学省
（文化庁）

文化庁
文化財部
参事官(建造物担当)付

TEL：03－6734－2792
FAX：03－6734－3823
【参考URL】
http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shi
nko_kasseika/index.html

実践型地域雇用創造事業 6,725 7,007 協議会

雇用創造に向けた意欲が高い地域において、地域が提案する事業構想の中から雇
用創造効果が高いものを選抜し、当該地域に委託して実施する。
なお、地域雇用創造推進事業と育成された人材を雇用し地域を活性化させる「地域雇
用創造実現事業」を統合して、「実践型地域雇用創造事業」として実施すること等によ
り、雇用創造効果の向上を図る。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 3-ⅵ 雇用等対策 厚生労働省
職業安定局雇用開発部
雇用開発企画課
地域雇用対策室

TEL：03－3593－2580
FAX：03－3502－2278
【参考URL】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou
/chiiki－koyou/index.html

地域雇用開発助成金 20,147 11,405 事業者
地域雇用開発促進法に基づく雇用情勢の特に厳しい地域である雇用開発促進地域
その他の雇用開発が必要な地域において、創業への支援を含め、事業所の設置・整
備に伴い地域の求職者を雇い入れる事業主に対して助成を実施。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 厚生労働省
職業安定局雇用開発部
雇用開発企画課
地域雇用対策室

TEL：03－3593－2580
FAX：03－3502－2278
【参考URL】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou
/chiiki－koyou.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

戦略産業雇用創造プロジェ
クト

10,032 4114 都道府県

良質かつ安定的な雇用機会の創出に向けた取組みを推進するため、製造業などの
戦略産業を対象として、産業政策と一体となって実施する地域の自主的な雇用創造
のプロジェクトを支援する。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 3-ⅵ 雇用等対策 厚生労働省
職業安定局雇用開発部
雇用開発企画課
地域雇用対策室

TEL：03－3593－2580
FAX：03－3502－2278
【参考URL】
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/c
hiiki-koyou/koyousouzou.html

農林漁業就職総合支援事
業

786 958
農林漁業への就業を
希望する者、事業者

【農林漁業就業支援事業】
　・職業相談員による就職相談や農林水産省等関係機関との連携による求人情報等
の提供、合同企業面接会・ガイダンス等の実施。
　・農林漁業が盛んな地域及び大都市圏のハローワークに「農林漁業就職支援コー
ナー」を設置し、就職支援ナビゲーターによる職業相談等を実施。
　・農山村地域等からの出稼労働者についてもきめ細かな職業相談を実施するととも
に、現地選考、説明会を開催する事業所への支援を実施する。
【農林漁業職場定着支援事業】
　・農業法人、林業事業体に対する雇用管理に関する相談・助言・指導等を実施。林
業求職者に対しては、林業就業に懸かる基本的な知識の付与や実習を行う20日間程
度の林業就業支援講習を実施。

継続 被災地での事業を廃止。 ○ ○ ○ ○ ― 〇 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 〇 厚生労働省
職業安定局
雇用開発課
農山村雇用対策室

TEL：03－3595－3298
FAX：03－3502－2278

離職者等の再就職に資する
総合的な職業能力開発プロ
グラムの展開

30,903の内数
（重点要求額）

31,788の内数
(重点要求額)

都道府県等
離職者等の再就職に資するため、専門学校、事業主、事業主団体等様々な民間機関
を活用しながら、各地域の人材ニーズに応じた委託訓練の実施等を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 厚生労働省
職業能力開発局
能力開発課

TEL：03－3502－6957
FAX：03－3502－2630
【参考ＵＲＬ】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/noury
oku/risyoku/index.html

地域若者サポートステー
ション事業

3，463
※平成25年度補正

予算で措置
0 都道府県、市町村

地域若者サポートステーション事業について、ＮＰＯ等を活用し、160か所の拠点で実
施するとともに、「サポステ・学校連携推進事業」により、学校との連携を構築し、学校
中退者等の支援を推進する。また、合宿形式を含む生活面等のサポートと職場実習
の訓練を集中的に行う「若年無業者等集中訓練プログラム事業」を実施し、ニート等
の若者の就労を強力に支援する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 厚生労働省
職業能力開発局
育成支援課キャリア形成支援室

TEL：03－3595－2889
FAX：03－3503－7894

テレワーク普及促進対策 593 27 事業者、労働者等

高齢者や障がい者などの社会参加の促進や子育て・介護のために休職を余儀なくさ
れている女性など様々な働き方を希望する者の就業機会の創出と地域活性化等に
資するテレワークの一層の普及拡大に向け、環境整備、普及啓発等を推進。
具体的には、以下の施策を実施することにより、適正な労働条件下でのテレワークの
普及促進を図る。
①テレワーク・セミナーの開催
②テレワーク相談センターの設置、訪問コンサルタントの実施
③在宅勤務モデル実証事業の実施
④職場意識改善助成金（テレワークコース）の新設

継続
変更

― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ○ 厚生労働省
労働基準局
労働条件政策課

TEL：03－3502－1599
FAX：03－3502－2219
【参考URL】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudo
ukijun/telework.html

救急医療体制の整備等 15,100の内数 22,700の内数 都道府県
地域における救急医療体制の確保と安心して出産に臨める医療環境の実現に向け
た体制の整備を図るための補助金であり、都道府県が行う事業に対し財政支援を行
う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
医政局
指導課
救急・周産期医療等対策室

TEL：03－3595－2194
FAX：03－3503－8562

へき地保健医療対策事業 3,798 3,697
都道府県、
市町村、
事業者

へき地診療所、巡回診療等の事業を実施し、山村、離島等の住民の医療を確保を図
るための補助金であり、都道府県を通して各事業者からの申請に基づき補助を行っ
ている。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 2-ⅳ 医療体制の確保、地域包括ケア等 厚生労働省
医政局
指導課
救急・周産期医療等対策室

TEL：03－3595－2194
FAX：03－3503－8562

医療施設等施設整備費補
助金、医療施設等設備整備
費補助金

1,016 1,040
都道府県、
市町村、
事業者

医療の提供を行う施設等の建物、医療機器等の整備を実施し、住民の医療の確保を
図るための補助金であり、都道府県を通して各事業者からの申請に基づき補助を
行っている。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 2-ⅳ 医療体制の確保、地域包括ケア等 厚生労働省
医政局
指導課
救急・周産期医療等対策室

TEL：03－3595－2194
FAX：03－3503－8562

医療・介護サービスの提供
体制改革のための新たな財
政支援制度

60,244 ― 都道府県
消費税増収分等を財源として活用して、都道府県に基金を創設し、医療・介護サービ
スの提供体制改革を推進するために財政支援を行う。
※第１８６回国会に提出している医療介護総合確保推進法案の成立が前提

新規 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ―
1-ⅳ　地域包括ケアシステム構築
2-ⅳ 医療体制の確保、地域包括ケア等

厚生労働省
医政局
指導課
医師確保等地域医療対策室

TEL：03－3595－2194
FAX：03－3503－8562

保育環境改善等事業 140 137
市町村、
事業者

保育サービス等の推進のため、利便性の高い場所にある賃貸建物等に、保育サービ
ス提供施設を設置するための環境改善等に必要な準備経費を助成。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 厚生労働省
雇用均等・児童家庭局
保育課

TEL：03－3595－2542
FAX：03－3595－2674

全国ボランティア活動振興
センター運営費

35 34 全国社会福祉協議会
全国ボランティア・市民活動振興センター(全国社会福祉協議会内)において、ボラン
ティア活動推進国民会議の開催や全国ボランティアフェスティバルの開催、広報・啓
発活動事業、市区町村のボランティアセンター等に対する情報提供事業を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
社会・援護局
地域福祉課

TEL：03－3595－2615
FAX：03－3592－1459

地域福祉等推進特別支援
事業

15,000の内数 25,000の内数

都道府県、
市区町村、
社会福祉法人、
ＮＰＯ法人、
公益法人、
その他厚生労働大臣が
適当と認める団体

本事業は、２５年度より「安心生活基盤構築事業」実施に向けた準備事業として位置
づけるとともに、近年課題となっている熱中症対策（猛暑、節電時）、災害時要援護者
支援対策など、地域における今日的課題の解決のための先駆的取組への支援を行
う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
社会・援護局
地域福祉課

TEL：03－3595－2615
FAX：03－3592－1459

安心生活基盤構築事業 15,000の内数 25,000の内数

都道府県、
市区町村、
都道府県・指定都市
社会福祉協議会

住民参加による地域づくりを通じて、誰もが安心して生活できる地域基盤を構築して
いくことを目的とする事業。孤立防止のための地域の実態把握と支援、社会との繋が
りを持ち地域への参加を促進するための居場所づくり、日常生活を円滑に営むため
の見守りやちょっとした困り事等の基本的な生活支援などを実施する。さらに分野横
断的な相談支援や権利擁護の推進の住民生活に関わる福祉関連事業をあわせて総
合的に実施する。また認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が
不十分な者が地域において自立した生活が送れるようにするために、福祉サービス
の利用援助事業、当該事業に従事する者の資質の向上のための事業並びに福祉
サービス利用援助事業に関する普及及び啓発を行う事業を実施する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
社会・援護局
地域福祉課

TEL：03－3595－2615
FAX：03－3592－1459

地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

2,600 4,015 市町村

地域における効率的な介護サービス基盤の整備を推進するため、市町村における先
進的な取組みや、地域包括ケア体制の構築にかかる計画的な施設の整備に要する
経費を補助する。
市町村（特別区を含む。）は、市町村全域を単位として、毎年度、市町村が関与して実
施する都市型軽費老人ホームの整備や介護関連施設における施設内保育施設の整
備等の先進的な事業を行うための基盤整備を明らかにした「先進的事業等整備計
画」及び既存の介護療養病床を老人保健施設やケアハウス等への転換を内容とする
「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定することができる。市町村は、当該整
備計画を国に提出し、国は、受理した整備計画を審査の上、予算の範囲内で採択し、
計画を採択した市町村に対して交付金を交付する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
老健局
高齢者支援課

TEL：03－3595－2888
FAX：03－3595－3670

地域介護・福祉空間整備推
進交付金

800 1,110 市町村

地域における介護サービス基盤の実効的な整備を図るため、地域密着型サービス等
の導入に必要な設備やシステムに要する経費を補助する。
市町村（特別区を含む。）は、住民にとって身近な日常生活圏域を単位として、公的介
護施設等の面的な配置構想を基に、今後３年以内に実施する基盤整備事業を明らか
にした「面的整備計画」を策定することができる。市町村は、当該整備計画を国に提
出し、国は、受理した整備計画を審査の上、予算の範囲内で採択し、計画を採択した
市町村に対して交付金を交付する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
老健局
高齢者支援課

TEL：03－3595－2888
FAX：03－3595－3670
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

「高齢者活力創造」地域再
生プロジェクトの推進

（１）2,600
（２）   800
（３）1,491

（１）4,015
（２）1,110
（３）1,590

（１）市町村
（２）市町村
（３）都道府県、
     市町村、
     法人

（１）（２）
地域再生計画と連携して、（１）地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金におけ
る、高齢者が利用しやすく、地域に密着した介護サービス等の拠点を整備する事業及
び（２）地域介護・福祉空間整備推進交付金における、高齢者と子どもとの共生型
サービス等、地域における包括的なサービスを推進する事業を実施するに当たって
は、認定地域再生計画を踏まえ地方の大学と連携したものについて、一定程度配慮
する。
(３)
高齢者保健福祉の増進の観点から実施する介護サービスの充実や介護予防の推進
など、各種の先駆的・試行的事業に対して支援を行う老人保健健康増進等事業の実
施に当たっては 認定地域再生計画を踏まえ地方の大学と連携したものについては

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 〇 ― ― ― ― ― ― 厚生労働省
老健局
　高齢者支援課
　総務課

【高齢者支援課】
TEL：03－3595－2888
FAX：03－3595－3670
【総務課】
TEL：03－3591－0954
FAX：03－3503－2740
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuit
e/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureis
ha/topics/tp130319-1.html

高齢者地域福祉推進事業 2,710 2,760
都道府県、
指定都市、
中核市

老人クラブ活動の育成を図るとともに、高齢者の社会活動を振興し、ボランティア活動
をはじめとした地域を豊かにする各種活動への参加など、高齢者の生きがいと健康
づくりに資する各種事業等を助成する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 厚生労働省
老健局
振興課

TEL：03－3595－2889
FAX：03－3503－7894

高齢者生きがい活動促進
事業

10 47 市町村

企業退職高齢者等が、地域社会の中で役割を持っていきいきと生活できるよう、有償
ボランティア等による一定の収入を得ながら、自らの生きがいや健康づくりにもつなが
る活動を行い、同時に介護予防や生活支援のサービス基盤の整備となる活動を促進
することを目的とし、市町村が把握する地域課題の解決に向けた高齢者の活動につ
いて、先駆的な取組みを全国に普及するためのモデル的な事業に対して助成を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― 厚生労働省
老健局
振興課

TEL：03－3595－2889
FAX：03－3503－7894

地域資源を活用した農林漁
業者等による新事業の創出
等及び地域の農林水産物
の利用促進に関する法律

―
農林漁業者等、民間事業
者等

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律は、農林水産物等及び農山漁村に存在する土地・水その他の
資源を有効に活用した農林漁業者等による事業の多角化及び高度化（農林漁業者に
よる加工・販売への進出等の「６次産業化」）に関する施策並びに地域の農林水産物
の利用の促進に関する施策（「地産地消等」）を総合的に推進するもの。以下の計画
認定制度を措置。
○　総合化事業計画の認定制度
農林漁業者等が取り組む総合化事業（農林水産物及び副産物（バイオマス等）の生
産及びその加工又は販売を一体的に行う事業活動）に関する計画について、農林水
産大臣が認定する制度。
○　研究開発・成果利用事業計画の認定制度
民間事業者等が、上記の事業活動に資する研究開発及びその成果の利用を行う事
業活動に関する計画について、農林水産大臣及び事業所管大臣が認定する制度。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
食料産業局
企画課
産業連携課

【食料産業局企画課】
TEL：03－3502－5742
FAX：03－3508－2417
【食料産業局産業連携課】
TEL：03－6744－2063
FAX：03－6738－6475
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/soushoku/s
anki/6jika.html

緑と水の環境技術革命プロ
ジェクト事業

266
の内数

361
の内数

民間団体等
食料産業分野におけるイノベーションの創出を促進するため、農林漁業者や異業種・
異業態の連携により、市場ニーズに即した新商品等の創出を支援するほか、機能性
成分を活用した商品化、ＡＩ（アグリインフォマティクス）システムの実用化を支援。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― 農林水産省
食料産業局
新事業創出課

TEL：03－6738－6317
FAX：03－3502－5301
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/ka
nkyo/seisaku/s_midorimizu/midorimi
zu.html

知的財産の総合的活用の
推進事業

152 128 民間団体等

農林水産物・食品の知的財産の発掘・保護・活用等による新事業創出、知的財産マ
ネジメントの普及やその能力を持った人材の育成、地理的表示を活用した付加価値
向上への取組、知的財産を活用した地域活性化の新たなビジネスモデルの構築、海
外における知的財産の侵害対策強化等の取組を支援。

変更

農林漁業者や食品産業事
業者に対し、知的財産のマ
ネジメントの普及とその能力
を持った人材の育成と地理
的表示を活用した高付加価
値化への取組支援の内容を
追加。海外における知的財
産侵害の監視体制を強化。

― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
食料産業局
新事業創出課

TEL：03－6738－6319
FAX：03－3502－5301
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/
brand/

６次産業化ネットワーク活動
支援事業

224 ― 民間団体等
農林漁業者と多様な事業者が県域を越える広域のネットワークを構築して取り組む新
商品開発・販路開拓、農林水産物の高付加価値化等に必要な機械・施設の整備等を
支援。

新規 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策

農林水産省
食料産業局
産業連携課

TEL：03-6738-6473
FAX：03－6738－6475

６次産業化ネットワーク活動
交付金

2,131 2,172
地方公共団体、
民間団体等

地域の創意工夫を生かしながら農林漁業者と多様な事業者が連携し、ネットワークを
構築して取り組む新商品開発価値発・販路開拓、農林水産物の加工・販売施設の整
備等を支援するため、国が都道府県に対して交付金を交付。

継続 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策

農林水産省
食料産業局
産業連携課

TEL：03-6738-6473
FAX：03－6738－6475

農山漁村活性化再生可能
エネルギー総合推進事業

204 165
民間団体、
地方公共団体

農林漁業者等が主導して行う農山漁村の資源を活用した再生可能エネルギー発電
事業の取組について、事業構想（入口）から運転開始（出口）に至るまでに必要となる
様々な手続や取組を総合的に支援。

変更 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成 農林水産省
食料産業局
再生可能エネルギーグループ

TEL：03－6744－1507
FAX：03－3593－9185
【URL】
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/re
newable/energy/yosan.html

地域バイオマス産業化推進
事業

1,005 1,280 民間団体、市町村等

　地域のバイオマスを活用した産業化を推進し、環境にやさしく災害に強いまち・むら
づくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援（関係７府省が共同で地域を選定・
連携支援）。
１．地域バイオマス産業化支援事業（補助金）
①地域段階の取組
　バイオマス産業都市の構築を目指す地域（市町村・企業連合等）による構想づくりを
支援。
②全国段階の取組
　バイオマス産業都市のネットワーク化と普及のための活動を行うとともに、地域段階
の取組を効果的に進めるため、専門家による市町村等の構想づくりを支援。
２ 地域バイオマス産業化整備事業（補助金）

継続 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成

農林水産省
食料産業局
バイオマス循環資源課
バイオマス事業推進室

TEL：03－6738－6479
FAX：03－6738－6552

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/bi
omass/b_kihonho/index.html

強い農業づくり交付金 23,385 24,422
都道府県、市町村、農業
者の組織する団体等
(都道府県経由)

国産農産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な共同利
用施設等の整備について、国が都道府県に対して交付金を交付。

変更

「攻めの農林水産業」の実現
に向け、農畜産物輸出に向
けた体制整備、新品種・新
技術等を活用して「強み」の
ある産地形成を支援するた
めの優先枠を創設。

― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
生産局
総務課
生産推進室

TEL：03－3502－5945（生産推進室）
FAX：03－3502－8518（生産推進室）
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisi
n/tuyoi_nougyou/index.html

産地活性化総合対策事業 2,882 2,271
協議会、
民間団体等

産地の活性化を図るため、「強み」のある産地形成に向けた取組、品目毎の多様な課
題の解決に向けた取組、産地に人材を供給する取組等について、国が事業実施主体
へ補助金を交付。

変更

「攻めの農林水産業」の実現
等に向け、既存事業の組替
を含め新品種・新技術活用
型産地育成支援事業、国産
花きイノベーション推進事
業、薬用作物等地域特産作
物産地確立支援事業、援農
隊マッチング支援事業を創
設

― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

生産局
総務課
生産推進室

TEL：03－3502－5945（生産推進室）
FAX：03－3502－8518（生産推進室）
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/seisan/suisi
n/tuyoi_nougyou/index.html

エコフィード緊急増産対策
事業

89 57 民間団体等
食品残さ等の飼料化のための分別方法の普及や飼料化実証試験、エコフィード製造
事業者の飼料化技術を向上させる取組等を支援するとともに、活用が進んでいない
食品残さ等を原料としてエコフィードを増産する取組を支援。

変更

○エコフィード製造事業者の
飼料化技術を向上させる取
組に対する支援を新設。
○エコフィードを増産する取
組に対する支援について、
分別の手間が必要であるな
どの理由により活用が進ん
でいない食品残さ等につい
ての飼料利用を重点的に支
援するしくみに見直し。

― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

生産局
畜産部
畜産振興課
飼料需給対策室

TEL：03－3591－6745
FAX：03－3502－8296
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26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

甘味資源作物生産者等支
援安定化対策

8,130 7,231

甘味資源作物生産者及
び国内産糖製造事業者
等（（独）農畜産業振興機
構経由）

国内産糖と輸入糖との内外コスト格差等を調整し、さとうきび及び国内産糖製造事業
者の経営安定のため本件対策による交付金を交付

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
生産局
農産部
地域作物課

TEL: 03－3501－3814
FAX: 03－3593－2608
http://www.maff.go.jp/j/budget/201
4/pdf/45_26_youkyu.pdf

鳥獣被害防止総合対策交
付金

9,500 9,500 地域協議会等
鳥獣被害防止特措法により市町村が作成する被害防止計画に基づき行う、個体数調
整、被害防除、生息環境管理等の取組を総合的に支援。

変更

・農業者団体等が取り組む
鳥獣被害防止活動を新たに
支援
・被害軽減確実に結びつくに
新技術の実証への支援を強
化
・捕獲技術高度化施設の整
備を新たに支援

― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

生産局
農産部
農業環境対策課
鳥獣災害対策室

TEL：03－3591－4958
FAX：03－3502－0869

環境保全型農業直接支援
対策

2,646 2,644 農業者等
農業者等が、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組とセットで地球温
暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合、取組面積に応
じた支援を実施。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
生産局
農産部
農業環境対策課

TEL：03－6744－0499
FAX：03－3502－0869
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/seisan/kank
yo/kakyou_chokubarai/mainp.html

水田活用の直接支払交付
金

277,026 251,714 農業者
水田で麦、大豆、飼料用米、米粉用米等の作物を生産する農業者に対して交付金を
直接交付することにより、水田のフル活用を推進し、食料自給率・自給力の向上を図
る。

継続

・飼料用米、米粉用米の単
収向上のインセンティブのた
め、収量に応じた交付金を
交付。
・地域の作物振興の設計図
となる「水田フル活用ビジョ
ン」に基づき、地域の特色の
ある魅力的な産品の産地を
創造するため、麦・大豆を含
む産地づくりに向けた助成を

― ― ○ ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

生産局
農産部
穀物課
水田農業対策室

TEL：03－3597－0191
FAX：03－6744－2523
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninai
te/index.html#kobetu

経営体育成支援事業 4,525 4,663
市町村
（都道府県経由）

適切な人・農地プランを策定した地域の中心経営体等に対し農業用機械等の導入等
の経費を支援。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
就農・女性課
経営体育成支援室

TEL：03－6744－2148
FAX：03－3593－2612
http://www.maff.go.jp/j/keiei/keikou
/kouzou_taisaku/k_keiei_sien.html

農地中間管理機構による集
積・集約化活動
うち機構集積協力金交付事
業

10,009 ― 農業者等
担い手が利用する面積が今後10年間で全農地面積の８割となるよう、農地の出し手
及び受け手を支援

新規 ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
農地政策課

TEL：03－6744－2151
FAX：03－3592－6248

農業者に対する金融支援 ― ― 農業者等
意欲ある多様な農業者等の育成・確保等の観点から、農業経営の特性に応じた資金
調達の円滑化を図るための支援を行う。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
金融調整課

TEL：03－3501－3726
FAX：03－3502－8081
http://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/i
ndex.html

人・農地問題解決加速化支
援事業

1,188 1,109
市町村等（都道府県経
由）

　人・農地プランについての継続的な話合いと見直しを進め、地域の中心となる経営
体への農地の集積が円滑に進むよう、都道府県や市町村等が行う活動等に対して支
援。

・　人・農地プランの見直し支援等
・　地域連携推進員の活動支援
・　農業経営の法人化等の支援

変更
「農業経営の法人化等の支
援」を追加。

○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0576
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai
/hito_nouchi.html

新規就農・経営継承総合支
援事業

21,784 23877 新規就農者等
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前後の青年就農者への給
付金の給付、法人雇用就農の促進、地域農業リーダー人材の層を厚くする農業経営
者教育の強化。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
就農・女性課

TEL：03－3502－6469
FAX：03－3593－2612

畑作物の直接支払交付金
（経営所得安定対策） 209,268 212,319 農業者

麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そば、なたねを生産数量目標に従って
生産する農業者に対して、標準的な生産に要する費用と標準的な販売価格の差額分
に相当する交付金を直接交付。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0502
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/index.h
tml

米の直接支払交付金
（経営所得安定対策） 80,625 161,250 農業者

米を生産数量目標に従って生産する農業者に対して交付金を直接交付。
（平成30年産から廃止。激変緩和のための経過措置として、26年産から29年産までの
時限措置として実施）

変更 平成30年産から廃止 ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0502
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/index.h
tml

米価変動補塡交付金
（経営所得安定対策）

20,000 8,400 農業者
25年度に米の所得補償交付金の交付を受けた農業者に対して、25年産米の販売価
格が標準的な販売価格を下回った場合に、その差額分に相当する交付金を直接交
付。（26年産から廃止）

変更 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0502
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/index.h
tml

米・畑作物の収入減少影響緩和対
策（経営所得安定対策）

75,136 8,400 農業者
米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょの25年産収入額の合計が、過去の平
均収入である標準的収入額を下回った場合に、その差額の９割を、対策加入者と国
が１対３の割合で補塡の原資を負担し、補塡。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0502
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/index.h
tml

再生利用交付金
（経営所得安定対策）

1,000 2,000 農業者
地域の耕作放棄地の再生利用計画に従って、畑の耕作放棄地に麦、大豆、そば及び
なたねを作付けた場合に、平地・条件不利地の条件に応じた加算金を、その作付面
積に応じて交付。（26年度限りで廃止）

変更 26年度限りで廃止 ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
経営局
経営政策課

TEL：03－6744－0502
FAX：03－3502－6007
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kobetu_ninaite/index.h
tml

中山間地域等直接支払交
付金

28,474 28,463
農業者等
（都道府県、市町村経由）

耕作放棄地の増加等による多面的機能の低下が特に懸念されている中山間地域等
において、農業生産活動を継続して行う農業者等に対し農業生産条件の不利を補正
するため、国が交付金を交付。

継続 ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課
中山間整備推進室

TEL：03－3502－8359
FAX：03－3592－1482
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyus
an/siharai_seido/index.html

振興山村における税制の特
例

― ― 製造業者、旅館業者
山村振興法に基づき指定された振興山村の区域において、製造の事業等に使用する
ために取得等した機械及び建物等に係る特別償却制度を措置。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/
sanson/s_sesaku/sesaku.html

山村振興法に基づく地方税
の不均一課税に伴う減収補
填

― ― 認定法人

山村振興法に基づき認定された法人（認定法人）が、振興山村の区域内において、森
林・農用地の保全事業等に使用する設備を新設又は増設した場合に係る不動産取
得税や固定資産税について、地方公共団が不均一課税をした場合、地方交付税によ
る補填を措置。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482

特定農山村地域における農
林業等の活性化のための
基盤整備の促進に関する法
律

― ―
農林業者、
施設設置事業者等

中山間地域の活力を維持・増進するため、農林業を中心とした事業の活性化のため
の基盤整備を促進するための措置を講ずることにより、中山間地域における農林業
等の振興を図り、豊かで住みよい農山村の育成に寄与。
当該措置を促進するため、農用地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（800万
円）等により支援。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482

中山間地域活性化資金 5,460 5,460
農林漁業者、
民間事業者等

中山間地域において、農林漁業を総合的に振興して地域の活性化を図るため、地域
の農林畜水産物の加工の増進及び流通の合理化、農林漁業資源の総合的利用等を
目的とした長期低利の資金を融資。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/
sanson/s_sesaku/sesaku.html
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26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

振興山村・過疎地域経営改
善資金

1,000 1,000

農林漁業者、
農業協同組合、
森林組合、
水産業協同組合等

振興山村又は過疎地域の農林漁業者等が、その地域の自然的・経済的条件に適応
した経営の改善や農林漁業の振興を図ることにより、所得の安定確保や地域の活性
化が実現できるよう、必要な長期低利の資金を融資。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/
sanson/s_sesaku/sesaku.html

農山漁村電気導入促進法 26,876の内数 34,196の内数

農業協同組合、
土地改良区、
森林組合、
水産業協同組合等

電気が供給されていないか若しくは十分に供給されていない農山漁村又は発電水力
が未開発のまま存する農山漁村に電気を導入し、当該農山漁村における農林漁業の
生産力の増大と農山漁家の生活文化の向上を図る。
本法に基づき電気を導入する農林漁業団体に対して、必要な資金を融資。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3502－6005
FAX：03－3592－1482

中山間ふるさと・水と土保全
推進事業

― ― 都道府県
棚田地域等を対象に、都市住民等の活動参加ネットワークの構築・運営、地域住民
活動を推進する人材の育成、施設や農地の保全・利活用活動及び保全整備の促進
に対して支援。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
中山間地域振興課

TEL：03－3501－8359
FAX：03－3592－1482

都市農村共生・対流総合対
策交付金

2,100 1,950 地域協議会等
農山漁村の持つ自然や「食」を観光、教育、福祉等に活用する、集落連合体による地
域の手づくり活動を支援し、都市と農山漁村の共生・対流を推進する。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ―

1-ⅴ  地方中枢拠点都市(圏)･定住自立
圏の形成
2-ⅱ 「小さな拠点」形成
2-ⅲ 都市と農村との交流
2-ⅶ 地域活動の担い手支援
3-ⅴ 観光振興施策

農林水産省
農村振興局
農村政策部
都市農村交流課

TEL：03－3502－5946
FAX：03－3595－6340
http://www.maff.go.jp/j/nousin/kour
yu/toshi_noson/index.html

農村地域工業等導入促進
法

― ― 事業者等

農村地域への工業等の導入を積極的かつ計画的に促進するとともに農業従事者が
その希望及び能力に従ってその導入される工業等に就業することを促進するための
措置を講じ、並びにこれらの措置とあいまって農業構造の改善を促進するための措
置を講ずることにより、農業と工業等との均衡ある発展及び雇用構造の高度化を図
る。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
都市農村交流課

TEL：03－3502－5948
FAX：03－3595－6340

農山漁村の活性化のため
の定住等及び地域間交流
の促進に関する法律

― ― 市町村等
人口の減少、高齢化の進展等により農山漁村の活力が低下していることにかんが
み、農山漁村における定住等及び農山漁村と都市との地域間交流を促進するための
措置を講ずることにより、農山漁村の活性化を図る。

継続 ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
都市農村交流課

TEL：03－3502－5946
FAX：03－3595－6340
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kasseika/ind
ex.html

農山漁村滞在型余暇活動
のための基盤整備の促進
に関する法律

― ― 農業者等
ゆとりある国民生活の確保と農山漁村地域の振興に寄与するため、農山漁村滞在型
余暇活動のための基盤の整備の促進等の措置を講ずる。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
農村政策部
都市農村交流課

TEL：03－3502－0030
FAX：03－3595－6340
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/kour
yu/kouhukin/index.html

農業水利施設保全合理化
事業

4,461 4,409
都道府県、市町村、
土地改良区、
農業協同組合等

老朽化した旧来の水利システムでは、水管理労力が重荷となり、担い手への農地集
積に支障が生じるため、老朽施設の機能診断・補修や水路のパイプライン化等の保
全・合理化整備等を実施し、水利用・水管理の効率化・省力化、水利施設の安全性の
向上により、農業の競争力を強化。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農村振興局
整備部
水資源課

TEL：03－3502－6246
FAX：03－5511－8252
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/sou
mu/yosan/pdf/h26_noushin.pdf

農業基盤整備促進事業 22,000 22,000
都道府県、市町村、土地
改良区、農地中間管理機
構等

畦畔除去等による区画拡大や暗渠排水等の農地の整備、老朽施設の更新等の農業
水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施。

農業基盤整備計画を作成し、その計画の内容に対して国が補助金を交付。

変更

①定率助成に「調査・調整」
を、定額助成に「畑の区画拡
大」、「湧水処理」及び「末端
畑地かんがい施設」の事業
メニューを追加。
②定額助成のうち中心経営
体に集約化する農地を整備
する場合にあっては、助成
単価を２割加算。

― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

農村振興局
整備部
農地資源課
経営体育成基盤整備推進室

TEL：03－6744－2208
FAX：03－3592－0302
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/keiik
u/noutiseibi/index.html

多面的機能支払交付金 48,251 ― 地域協議会等 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を支える地域活動を支援 新規 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

農村振興局
整備部
農地資源課
農地・水保全管理室

TEL：03－6744－2081
FAX：03－3502－8090

耕作放棄地再生利用緊急
対策交付金

所要額
1，940

所要額
1,897

農業者、農業者組織、
農業参入法人、農地中間
管理機構等
(耕作放棄地対策協議会
経由)

荒廃農地を引き受けて作物生産を再開する農業者、農業者組織、農業参入法人、農
地中間管理機構等が行う再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行、必要な施設
の整備等の取組を総合的に支援。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

農村振興局
農村政策部
農村計画課
耕作放棄地活用推進室

TEL：03－6744－2195
FAX：03－3501－9580
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tikei
/houkiti/index.html

農業競争力強化基盤整備
事業

32,417 32,417 都道府県等

農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等を行うとともに、担い手への農
地集積・集約化や農業の高付加価値化等を推進。

以下の区分のいずれかにより農業競争力強化基盤整備計画を作成し、その計画の
内容に対して国が補助金を交付。
①国営事業等と一体となって実施する地区
②担い手への農地集積の加速化に取り組む地区
③農業の高付加価値化等に取り組む地区

変更

農地整備事業について、
①採択要件等の変更
　担い手への農地集積要件
の厳格化及び受益面積要件
の緩和
②農業経営高度化促進事
業の変更
　助成割合等の変更

― ― ○ ― ○ ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省

農村振興局
整備部
農地資源課
経営体育成基盤整備推進室

TEL：03－6744－2208
FAX：03－3592－0302
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/nousin/keiik
u/noutiseibi/index.html

農山漁村地域整備交付金
112,706

(うち復興特別会計
495)

112,828
(うち復興特別

会計 617)

都道府県、
市町村、土地改良区、森
林組合、漁協等（以上、
都道府県経由）、市町村

自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、地域の自主性と創意工夫
による農山漁村地域の整備を推進。
＜主な対象事業＞
　○農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等
　○森林分野：路網整備、予防治山等
　○水産分野：漁港漁場整備、海岸保全施設整備等

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ○ ― 農林水産省
農村振興局
整備部
農村整備官

TEL：03－6744－2200
FAX：03－3501－8358
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/study/other
/e_mura/oomori/n-koufukin.html

農山漁村活性化プロジェク
ト支援交付金

6,540 6,233

都道府県、
市町村、農林漁業者等の
組織する団体等（都道府
県、市町村経由）

地方公共団体が、地域の自主性と創意工夫により、定住者や滞在者の増加などを通
じた農山漁村の活性化を図る計画を作成し、その実現に必要な施設整備を中心とし
た総合的取組について、国が交付金によって支援。

変更

中山間地域の活性化を図る
ため、廃校等の一層の活用
と既存施設の再編等を組合
せ、暮らしやすく使い勝手の
よい多機能な集落拠点づくり
の支援を追加。

― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ―

1-ⅴ  地方中枢拠点都市(圏)･定住自立
圏の形成
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
2-ⅱ 「小さな拠点」形成
2-ⅲ 都市と農村との交流
3-ⅴ 観光振興施策

農林水産省
農村振興局
整備部
農村整備官

TEL：03－3501－0814
FAX：03－3501－8358
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/kasseika/ind
ex.html

小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業

934 1,010
都道府県、協議会、市町
村、民間団体等（一部都
道府県又は協議会経由）

小水力等発電施設の計画的整備を促進するため、ポテンシャルの高い地点を明らか
にするとともに、小水力等発電施設の整備に係る概略設計、各種法令に基づく協議
等の取組を支援。

変更
土地改良区等技術力向上
対策及び省エネ型集落排水
施設実証への支援を追加。

― ― ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 農林水産省
農村振興局
整備部
農村整備官

TEL：03－6744－2209
FAX：03－3501－8358
【参考URL】
http://www.maff.go.jp/j/aid/hozyo/2
014/nouson/pdf/nouhi_06.pdf

農林水産業・食品産業科学
技術研究推進事業

5,217 4,576 民間団体等
農林水産・食品分野の成長産業化に向け、提案公募方式により、基礎段階から実用
化段階までの研究開発を継ぎ目なく支援。研究評価の結果優れた研究課題は、移行
審査を経て次の研究段階へ移行。

変更

実用技術開発ステージにお
いて研究区分を整理し、「研
究成果実用型」を「現場ニー
ズ対応型」へ一本化し、加え
て「育種対応型」を新設。

― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅳ 大学等支援・研究振興施策

農林水産省
農林水産技術会議事務局
研究推進課

TEL：03－6744－7044
FAX：03－3593－2209
【参考URL】
http://www.s.affrc.go.jp/docs/resear
ch_fund/2013/sinki_koubo_2013.htm

事業化を加速する産学連携
支援事業

113 ― 民間団体等

農林水産・食品分野の高度な知見を有した産学連携支援事業コーディネーターを全
国に配置し、同分野の生産現場や民間のニーズ、研究機関の持つ技術シーズを収
集・把握し、これに対応した事業化に向けた研究開発や医学、工学など異分野と連携
した研究開発を支援することにより、農林水産・食品分野の成長産業化を加速化す
る。

新規 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
農林水産技術会議事務局
研究推進課

TEL：03－3502－5530
FAX：03－3593－2209
【参考URL】
http://www.s.affrc.go.jp/docs/sanga
kukan.htm
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

技術でつなぐバリューチェー
ン構築のための研究開発の
うち、
地域資源を活用した再生可
能エネルギー等の利活用技
術の開発

424 545 民間団体等
農山漁村で豊富に得られる草本等のバイオマスや地中熱等の熱エネルギー等の地
域資源を活用した自立・分散型エネルギー供給体制の確立に資する研究開発。 変更

・「攻めの農林水産業」の３
本柱の１つである「バリュー
チェーンの構築」を実現する
ため、地域資源を活用した
再生可能エネルギーの生
産・利用のためのプロジェク
トは、「技術でつなぐバリュー
チェーン構築のための研究
開発」に他のプロジェクトとと
もに組替え、再編、統合化。
・「施設園芸における効率的
かつ低コストなエネルギー供
給装置及び利用技術の開
発」（60百万円）を平成26年
度予算で計上。

― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 農林水産省
農林水産技術会議事務局
研究開発官(環境)室

TEL：03－3502－0536
FAX：03－3593－7227

公共建築物等木材利用促
進法

― ―
都道府県、市町村、
林業事業者等

木材の利用の確保を通じた林業の持続的かつ健全な発展を図り、森林の適正な整備
及び木材の自給率の向上に寄与するため、農林水産大臣及び国土交通大臣が策定
する公共建築物における国内で生産された木材その他の木材の利用の促進に関す
る基本方針について定めるとともに、公共建築物の建築に用いる木材を円滑に供給
するための体制を整備する等の措置を規定。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
林野庁
林政部
木材利用課

TEL: 03－6744－2626
FAX: 03－3502－0305

「緑の新規就業」総合支援
事業 6,419 6,603 新規林業就業者等

林業への就業に向けて知識の習得等を行う青年を支援することにより就業希望者の
裾野を広げるとともに、施業の集約化と路網の整備、高性能林業機械を活用した効
率的な作業システムにより、利用期を迎えた人工林資源を有効活用し、国産材の安
定供給につなげていくため、専門的かつ高度な知識・技術を有し、間伐や道づくり等を
効率的に行える現場技能者を確保・育成及びその定着を図る。

変更

木材の生産性の飛躍的な向
上を図るため、車両系に加
え新たに架線系の高度技能
者の育成等を図る。

― ― ○ ― ○ ○ ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― 農林水産省

林野庁
林政部経営課林業労働対策室
森林整備部研究指導課技術開
発推進室

TEL：03－3502－1629
FAX：03－3502－1649
TEL：03－3501－5025
FAX：03－3502－2104

地域材利活用倍増戦略プロ
ジェクト 1,420 ― 民間団体等

新たな地域材需要の開拓や公共建築物等の各分野での木材利用を拡大の取組や、
これらの需要に応えうる地域材の安定的・効率的な供給体制の構築に対し支援等を
行う。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成
3-ⅱ 農林漁業振興施策

農林水産省

林野庁
林政部
木材利用課
木材産業課

TEL: 03－6744－2296
FAX: 03－3502－0305

森林吸収源対策等の着実
な推進(森林整備・治山事
業)

181,293 179,642
都道府県、
市町村、
林業事業体等

施業集約化、路網整備等の取組を推進するほか、森林吸収量の確保に向けた条件
不利地等における間伐や低コスト造林を推進。また、事前防災・減災の観点から山地
防災力の強化に向けた総合的な治山対策による「緑の国土強靱化」を推進。

変更
森林整備事業の助成対象を
見直し、「保育間伐」を新設
など

○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 農林水産省
林野庁
森林整備部
計画課

TEL：03－3501－3842
FAX：03－3593－9565

森林・山村多面的機能発揮
対策 3,000 3,000

活動組織（地域協議会経
由）、都道府県、市町村、
民間団体

地域住民が中心となった民間協働組織が実施する、地域の森林の保全管理等の取
組に対し、国が支援。

変更

山村地域が育んだ知恵や技
術、活動状況等を踏まえ地
域における森林施業技術の
伝承や、地域住民等による
日常的な管理活動を新たに
支援対象とするなど、地域
の実情に応じたよりきめ細
やかな支援へ内容を充実
し、対策を強化。

― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
2-ⅲ 都市と農村との交流
3-ⅱ 農林漁業振興施策

農林水産省

林野庁
森林整備部
森林利用課
山村振興・緑化推進室

TEL：03－3502－0048
FAX：03－3502－2887

森林・林業再生基盤づくり
交付金

2,200
（特別重点要求

額枠）
1,612

都道府県、市町村、森林
組合、林業者等の組織す
る団体等(以上、都道府
県経由)、市町村

地域の自主性・裁量を尊重しつつ、森林の有する多面的機能の発揮、林業の持続的
かつ健全な発展並びに林産物の供給及び利用の確保に資する施策を総合的かつ計
画的に推進。

変更

国産材の安定的・効率的な
供給体制の構築を推進する
ため、安定取引構想に基づ
くストックヤード等の整備に
対する支援を拡充。

― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
林野庁
林政部
経営課

TEL：03－3502－8055
FAX：03－3502－1649

水産多面的機能発揮対策 3,500 3,500 地域協議会等
水産業・漁村の持つ多面的機能の効果的・効率的な発揮により水産業の再生・漁村
の活性化を図るため、漁業者等が行う多面的機能の発揮に資する国民の生命・財産
の保全、地球環境保全、漁村文化の継承などの活動に対して支援。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁港漁場整備部
計画課

TEL：03－3501－3082
FAX：03－3581－0326

漁業経営安定対策事業 18 25 漁業者
水産物の安定供給の担い手を目指して積極的かつ計画的に経営改善に取り組む漁
業者を対象に、収入変動による漁業経営への影響を緩和し、その経営改善を支援。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁政部
漁業保険管理官

TEL：03－6744－2356
FAX：03－3502－0827

水産業強化対策事業 811 311 都道府県等

＜経営構造改善目標＞
　効率的かつ安定的な漁業経営の育成に必要な水産業生産基盤としての共同利用
施設等を整備。
＜資源増養殖目標＞
　内水面漁業･養殖業の持続的かつ健全な発展と地域の活性化を図っていくために
必要となる施設整備の取組を支援。

継続 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 農林水産省

水産庁
漁港漁場整備部
防災漁村課

増殖推進部
栽培養殖課

TEL：03－6744－2391
     03－3502－8489
FAX：03－3581－0325
     03－6744－2386
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/k
oufukin/index.html

離島漁業再生支援交付金 1,235 1,235
都道府県、
市町村

離島振興法の指定地域と沖縄・奄美・小笠原の各特別措置法の対象地域のうち、本
土と架橋で結ばれていないなど、一定以上の不利性を有する離島を対象として、漁場
の生産力の向上に関する取組などの漁業の再生に取り組む漁業集落に交付金(25世
帯で構成される集落の場合340万円)の交付による支援を実施。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁港漁場整備部
防災漁村課

TEL：03－6744－2392
FAX：03－3581－0325
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/rit
ou/index.html

産地水産業強化支援事業
3,250 3,250

産地協議会、市町村、
民間団体

＜産地水産業強化支援事業＞
漁村において、漁業者団体、市町村、関係者からなる協議会により「産地水産業強化
計画」を策定し、所得の向上、地先資源の増大等に資する取組や漁村共通の課題を
調査・検討し、成果を全国に普及する活動について支援。
＜施設整備支援事業＞
　上記の計画で必要となる施設の整備について支援。

継続 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 3-ⅱ 農林漁業振興施策 農林水産省
水産庁
漁港漁場整備部
防災漁村課

TEL：03－6744－2391
FAX：03－3581－0325
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gy
ozyo/bousai/shienjigyou.html

漁業収入安定対策事業 25,222 24,529 漁業者
漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、漁業者による資源管理の取組に対する補
助として、収入額が減少した場合に減収補塡を実施。

変更
養殖業の経営安定対策とし
て、加入要件の多様化等を
図る。

― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁政部
漁業保険管理官

TEL：03－6744－2356
FAX：03－3502－0827
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/sy
otoku_hosyo/index.html

水産基盤整備事業 72,149 72,149 地方公共団体等

地方公共団体又は漁業協同組合が行う、漁港又は漁場の整備について、（１）災害に
強く安全な地域づくりの推進、（２）水産物の安定的な提供・国際化に対応できる力強
い水産業づくりの推進、（３）豊かな生態系を目指した水産環境整備の推進を図るた
め、国がその費用の一部を補助する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁港漁場整備部
計画課

TEL：03－3502－8491
FAX：03－3581－0326
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gy
ozyo/index.html

新規就業者総合支援事業 566 832 新規漁業就業者等

希望者が経験ゼロからでも円滑に漁業に就業できるよう、就業準備段階における資
金の給付を行うとともに、就業相談会等の開催、漁業現場での実地による長期研修、
漁業活動に必要な技術習得等、求職者の段階に応じた支援を行うことで、漁業への
就業と定着を図り、漁業の高付加価値化を担う人材を確保・育成し、漁村地域の活性
化を図る。

継続 ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 農林水産省
水産庁
漁政部
企画課

TEL：03－6744－2340
FAX：03－3501－5097
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

農林漁業成長産業化ファン
ドの本格展開

1,5000（財投資金） ―

支援対象者：農林漁業者
と観光事業者等の２次・３
次産業の事業者（パート
ナー企業）が連携して取
り組む会社で、地域資源
を活用した農林漁業者等
による新事業の創出等及
び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律
の認定を受けた会社（６
次産業化事業体）

農林漁業成長産業化ファンドを通じて、生産から消費までのバリューチェーンを構築
し、農林水産物等の価値を高めながら消費者までつないでいく事業活動に対して出
資等による支援を実施。
①出資
　農林水産物等を生かした新たな事業活動の開拓に取り組む６次産業化事業体（六
次産業化・地産地消法の計画認定を受けた合弁会社等）を支援するための出資

②貸付（劣後ローン）
　出資を受けた６次産業化事業体に対する、民間金融機関等からの借入円滑化を図
るための資本性劣後ローンの貸付

新規 ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策

農林水産省
食料産業局
産業連携課

TEL：03-6738-6473
FAX：03－6738－6475

革新的技術創造促進事業 1,000 ― 民間団体、一般法人等

農林水産・食品分野の成長産業化を加速化させるため、全国に配置したコーディネー
ターが収集した生産現場や民間の技術開発ニーズや消費者ニーズ等を把握し、民間
企業等による事業化に向けた研究開発及び医学、工学など異分野と融合した研究開
発を支援する。

新規 ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ―

3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策
3-ⅳ 大学等支援・研究振興施策

農林水産省
農林水産技術会議事務局
研究推進課

TEL：03－3502－5530
FAX：03－3593－2209
【参考URL】
http://www.s.affrc.go.jp/docs/ibunya/ind
ex.htm
http://www.s.affrc.go.jp/docs/jigyoka/in
dex.htm

「浜の活力再生プラン」策定
推進事業

50 ― 地域水産業再生委員会

漁村において、水産資源の悪化等により水産業の疲弊が進んでいる現状を打破し、
水産業を核として地域の活力を再生するため、漁家所得の向上を図る総合的かつ具
体的な取組を定めた計画である「浜の活力再生プラン」の作成に必要な費用に対する
支援。

新規 ― ― ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅱ 農林漁業振興施策 農林水産省
水産庁
漁港漁場整備部
防災漁村課

TEL：03－6744－2392
FAX：03－3581－0325
【参考URL】
http://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/h
amaplan.html

グローバルニッチトップ企業
を目指した海外展開支援
（GNT支援融資制度）

13,500
(財投)

―
事業者等（商工中金経
由）

グローバルニッチトップを目指す中堅・中小企業が海外市場に乗り出す際に必要とな
る長期性資金を供給するため、長期一括償還型貸付などのGNT支援融資制度を商
工中金が新たに実施。（創設）

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省

経済産業政策局
産業資金課

中小企業庁
事業環境部金融課

【産業資金課】03-3501-1676
【金融課】03-3501-2876
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/131224_zaitou.pdf

グローバル農商工連携推進
事業

679 ― 民間団体等
　農林水産物・食品の輸出促進に向けて、商工業の先端技術・ノウハウ等を活用した
生産・加工・流通システム（植物工場・コールドチェーン等）の構築と海外市場でのブラ
ンド構築を図るコンソーシアムによる実証事業を７件程度支援。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
地域経済産業政策課

TEL:03-3501-1697
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chuki_01.pdf

地域資源活用ネットワーク
構築事業

200 641 民間団体等
各地域に眠っている地域資源を掘り起こし、それらを融合・ネットワーク化した新たな
ビジネスモデルの構築により、交流人口の増大や、消費・投資の活性化等につながる
取組を支援

変更

自然環境や歴史文化、産業
遺産等といった未活用の地
域資源を掘り起こし、地域活
性化の新たなビジネスモデ
ルを構築する事業も対象と
する。

○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―

3-ⅱ 農林漁業振興施策
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策
3-ⅴ 観光振興施策

経済産業省
地域経済産業グループ
地域新産業戦略室

03－3501－8794
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chiki_g_01.pdf

新産業集積創出基盤構築
支援事業

850 ― 民間団体等
各地方産業競争力協議会で特定される戦略分野の成長を支える観点から、地域中
核企業を中心とした産官学のネットワークの形成活動や新製品開発に向けたシーズ・
ニーズ発信会を支援し、新たな産業クラスターを構築。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等振経済産業省
地域経済産業グループ
立地環境整備課

TEL：03-3501-0645
【参考ＵＲＬ】
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chiki_g_01.pdf

工業用水道事業費補助金 1,604 1,648
都道府県
及び市町村

産業活動の基盤となる工業用水の豊富低廉な供給により、工業の健全な発達を図る
ため、地方公共団体が行う工業用水道の整備費（建設、改築等の費用）の一部を国
が補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
産業施設課

TEL（直通）：03-3501-1677
FAX：03-3501-6270
【参考URL】
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chiki_g_01.pdf

水資源機構工業用水道事
業費補助金

134 94 水資源機構
産業活動の基盤となる工業用水の豊富低廉な供給により、工業の健全な発達を図る
ため、独立行政法人水資源機構が行う工業用水道に係る施設の整備費（建設、改築
等の費用）の一部を国が補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
産業施設課

TEL（直通）：03-3501-1677
FAX：03-3501-6270

電源地域産業関連施設等
整備費補助金

95 77
都道府県、
市町村、
ＰＦＩ事業者等

　地域経済の活性化及び電源地域の振興を通じた発電用施設の設置の円滑化に資
することを目的とし、電源地域のうち、企業立地促進法に基づき国の同意を受けた
「基本計画」の対象地域において、地方公共団体等が産業関連施設等を整備する事
業に対して補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
産業施設課

TEL（直通）：03-3501-1677
FAX：03-3501-6270
【参考URL】
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/ene_chiki_g_01.pdf

企業立地促進法に基づく地
方税の課税免除又は不均
一課税に係る減収補てん措
置

－ ―
都道府県
及び市町村

地域における産業集積の形成及び活性化のために地方公共団体が行う主体的かつ
計画的な取組を効果的に支援するため、企業立地促進法に基づき、地方公共団体が
集積区域内に集積業種の事業者が設置する施設に課す地方税について、課税免除
または不均一課税を行う場合には、その減収額を普通交付税により補てん。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
産業施設課

TEL（直通）：03-3501-1677
FAX：03-3501-6270

企業立地促進法に基づく地
方税増収分に係る特別交
付税措置

－ ― 市町村

地域における産業集積の形成及び活性化のために地方公共団体が行う主体的かつ
計画的な取組を効果的に支援するため、企業立地促進法に基づき企業立地又は事
業高度化を行った事業者に係る固定資産税の増収分の一定割合相当額を、企業立
地等に伴う特別な財政需要として特別交付税を交付。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
地域経済産業グループ
産業施設課

TEL（直通）：03-3501-1677
FAX：03-3501-6270

対内直接投資等促進地域
経済活性化事業

2,500 ―

（補助）民間企業、民間団
体等

（委託）（独）日本貿易振
興機構、民間企業等

（補助）１．グローバル展開企業による地域経済活性化事業
　日本を含む複数の国において実態のある事業活動を行っている企業、又は日本国
内に拠点を置き、海外市場を目掛けて事業を行う企業（グローバル展開企業）を対象
に、拠点整備（施設工事費や設備費等）を支援。
（委託）２．対内直接投資促進体制整備事業
　各業種に関する知識・ノウハウ・ネットワークを有する産業スペシャリストを国内外に
配置するなど、有望な外国企業の発掘・誘致体制を整備。また、我が国や諸外国の
投資環境に関する調査を実施。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省

貿易経済協力局
貿易振興課

地域経済産業グループ
産業施設課

電話（直通）03-3501-1662

電話（直通）03-3501-1677
【参考URL】
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/keikyo_01.pdf

三次元造形技術を核とした
ものづくり革命プログラム

4,000 ― 民間団体等

　三次元（３Ｄ）造形技術の進歩は高機能製品の開発を加速するだけでなく、地域、中
小企業、個人の知恵や感性を活かした新たな付加価値を持つ製品の創製など、もの
づくりに革命を起こす潜在力を秘めている。
　社会ニーズに対応した究極の三次元造形装置（３Ｄプリンタ）開発のため、装置の高
速・高機能化や製品の高精度化、金属等の粉体材料の多様化・高性能複合化等の
技術開発を行う。
　また、新たなものづくり産業の創出のため、装置そのものだけでなく３Ｄ内外計測・評
価技術等の周辺技術の開発等を行う。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省

産業技術環境局
研究開発課
知的基盤課

製造産業局
素形材産業室

産業技術環境局
研究開発課　03-3501-9221
知的基盤課　03-3501-9279
製造産業局
素形材産業室　03-3501-1063
http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/sangi_01.pdf

「見える化」制度連携活性化
事業費補助金

120 168 事業者等

本事業は、環境配慮製品・サービスに対する消費者意識の向上を図り、クレジットの
需要開拓を進めるため、CFPを活用したカーボン・オフセット（クレジットによるCO2排
出量分の埋め合わせ）を促進する。また、消費者がそのカーボン・オフセットラベルを
コミュニティ単位で集票し、集票分に応じて商品・サービスが地域に根ざしたコミュニ
ティ等に還元される仕組みを導入することで、製品の販売訴求力を高め、環境と経済
の両立を目指す。
○カーボン・オフセット製品等を販売する事業者に対して、本補助事業運営者よりCO2
排出量の算定や商品・サービス還元のための費用補助などを支援する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― 経済産業省
産業技術環境局
環境政策課　環境経済室/環境
調和産業推進室

TEL：03－3501－1679
FAX：03－3501－7697
http://www.donguripoint.jp/

グリーン貢献量認証制度等
基盤整備事業委託費

620 676 事業者等
中小企業等の設備投資による温室効果ガスの排出削減量等をクレジットとして認証
することで中小企業等の省エネ・低炭素投資を促進するＪ－クレジット制度について、
環境省や農林水産省とともに制度運営やプロジェクト計画書の作成支援等を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
産業技術環境局
環境政策課　環境経済室/環境
調和産業推進室

TEL：03－3501－1679
FAX：03－3501－7697
http://japancredit.go.jp/

医工連携事業化推進事業 3,050 ― 民間事業者等
ものづくり技術を有する中小企業と医療機関等との医工連携による医療機器の開発・
改良を推進。早期実用化・事業拡大に向けた連携体制を構築するための支援機能を
強化。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
商務情報政策局
医療・福祉機器産業室

TEL：03-3501-1562
FAX：03-3501-0315
【参考URL】
http://www.meti.go.jp/policy/mono_i
nfo_service/healthcare/index.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

伝統的工芸品産業支援補
助金

360 360

伝産法に基づく各種計画
の認定を受けた国指定の
伝統的工芸品製造事業
者・組合及びそれらを支
援する者

伝統的工芸品産業の振興を図り、もって国民の生活に豊かさと潤いを与えるとともに
地域経済の発展に寄与し、国民経済の健全な発展に資することを目的とし、「伝統的
工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）」に基づき、伝統的工芸品の製造協同組
合等が主体的に取り組む振興事業等に対する支援を実施します。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
商務情報政策局
伝統的工芸品産業室

TEL:03-3501-3544
http://www.meti.go.jp/policy/mono_i
nfo_service/mono/nichiyo-
densan/index.html

伝統的工芸品産業振興補
助金

600 500
伝産法第２３条に基づき
設立された（一財）伝統的
工芸品産業振興協会

伝統的工芸品産業の振興を図り、もって国民の生活に豊かさと潤いを与えるとともに
地域経済の発展に寄与し、国民経済の健全な発展に資することを目的とし、「伝統的
工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）」に基づき、同法第２３条に基づく一般社団
法人又は一般財団法人が実施する事業の一部を補助します。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
商務情報政策局
伝統的工芸品産業室

TEL:03-3501-3544
http://www.meti.go.jp/policy/mono_i
nfo_service/mono/nichiyo-
densan/index.html

中心市街地の活性化に関
する法律の一部を改正する
法律

― ― 市町村、民間事業者

民間投資を喚起する新たな重点支援制度を創設する他、中心市街地の活性化を図る
措置をさらに拡充する。
なお、本法律案は平成25年2月12日に閣議決定され、国会審議を経て同年４月２５日
に公布されており、公布の日から３月以内に施行される予定。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 1-ⅲ 中心市街地活性化 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

中心市街地活性化のため
の税制措置

― ― 民間事業者
中心市街地活性化法の改正にあわせ、中心市街地活性化の核となる民間事業につ
いて、土地・建物や設備等の取得時の減税措置を創設することで、民間投資の喚起
を軸とする中心市街地活性化を図る。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1-ⅲ 中心市街地活性化 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

企業活力強化資金
58,750
（財投）

50,220
（財投）

中小企業者

まちづくり会社等の民間事業者が、賃借等により利用者を得た土地及又は建物にお
いて実施する商業施設及び商業基盤施設の整備並びに商業施設のテナントへの賃
借等の一元的な管理・運営を行う事業者に対し、株式会社日本政策金融公庫による
低利融資を行う。

変更

認定特定中心市街地経済
活力向上事業計画に基づき
商業施設等を整備する中小
企業者及び当該事業計画に
基づき整備された施設にお
いて卸売業、小売業、飲食
サービス業及びサービス業
のいずれかを営む中小企業
者に対する貸付利率につい
て、現行の特別利率②の適
用を特別利率③に引き下
げ。

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1-ⅲ 中心市街地活性化 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

まちプロデュース活動支援
事業委託費

190 ― 民間事業者等

まちづくりに関する豊富な知識やノウハウを有するとともに、事業を起こしキャッシュフ
ローを生み出すタウンマネージャーを育成する。また、中心市街地活性化の理念、意
義、内容について理解が深まるよう、全国で普及活動を行うとともに、新たな分野の
専門家等を掘り起こして人材のプールを拡充し、地域とプールのマッチングを強化す
ることで、地域の個性を活かしたまちづくりを支援する。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

中心市街地再興戦略事業
費補助金

690 ― 民間事業者等

　地域経済において重要な役割を果たす中心市街地について、事業を絞って重点的
に支援を行う。具体的には地元住民や自治体等による強いコミットを前提に、実効性
のある計画を立てることができる事業に対し、近隣市町村の住民や観光客等のニー
ズに対応できる高度な商業等の機能の整備を支援する。
　また、従来の中心市街地については、少子高齢化に対応した持続可能なまちづくり
を支援する。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― 1-ⅲ 中心市街地活性化 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

戦略的中心市街地エネル
ギー有効利用事業

320 ― 民間事業者等

　中心市街地において、エネルギー効率の向上を図ることが、中心市街地の活性化
をもたらすことを、ビジネスモデルで実証する。
　例えば、ＥＭＳ等のエネルギー制御機器を用いたまちづくり等、エネルギー効率の向
上に資する事業を活性化の一要素として、地域経済を牽引する先進的なまちづくりを
実証する。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 1-ⅲ 中心市街地活性化 経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

TEL：03－3501－3754
FAX：03－3501－6204

スマートコミュニティ構想普
及支援事業費補助金

270 270 事業者等
地域の実情に応じたスマートコミュニティの構築に向けて、ディマンドリスポンスの実
施や、地域に応じた再生可能エネルギーの導入に関する事業化可能性調査、事業計
画の策定に対する支援を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
１－ⅵ．低炭素・循環型の都市地域の形
成
２－ⅵ．低炭素・循環型地域形成

経済産業省

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
政策課　新産業・社会システム
推進室

TEL:03-3580-2492
FAX:03-3501-1365
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.nepc.or.jp/

次世代エネルギー技術実証
事業費補助金

1,250 2,181 事業者等
地域のエネルギー事情等に応じた先進的なスマートコミュニティの確立を目指して、
建物間の電力融通や車両を活用した給電システム構築等の技術的・制度的課題を解
決するための実証事業を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
１－ⅵ．低炭素・循環型の都市地域の形
成
２－ⅵ．低炭素・循環型地域形成

経済産業省

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
政策課　新産業・社会システム
推進室

TEL:03-3580-2492
FAX:03-3501-1365
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.nepc.or.jp/

再生可能エネルギー熱利用
高度複合システム実証事業
費補助金

1,600 2,750 事業者等
複数の再エネ熱源、蓄熱槽、下水・河川等の公共施設等を有機的・一体的に利用す
る複合システムの導入に当たっての制度的・技術的課題を解決するための実証事業
等を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
１－ⅵ．低炭素・循環型の都市地域の形
成
２－ⅵ．低炭素・循環型地域形成

経済産業省
資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
政策課　制度審議室

TEL:03-3580-2492
FAX:03-3501-1365
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.nepc.or.jp/

次世代エネルギー・社会シ
ステム実証事業費補助金

6,000 8,600 事業者等

国内４地域（横浜市、豊田市、けいはんな学研都市、北九州市）において、電気料金
変動型のディマンドリスポンスの実証を進め、自動制御による効果等を検証する。ま
た、需要家による需要削減量を供給量と見立てて取引する「ネガワット取引」等の実
証を通じディマンドリスポンスの価値評価手法を構築し、新しいエネルギーマネジメン
トビジネスの速やかな確立を目指す。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
政策課　新産業・社会システム
推進室

TEL:03-3580-2492
FAX:03-3501-1365
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.nepc.or.jp/

再生可能エネルギー熱利用
加速化支援対策費補助金

4,000 4,000 事業者等
　太陽熱や地中熱など再生可能エネルギー由来の熱供給設備の導入を支援し、低コ
スト化による一層の利用拡大を図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギー対策課

03-3501-4031

独立型再生可能エネルギー
発電システム等対策費補助
金

2,500 3,000 事業者等
　固定価格買取制度の適用対象とならない、自家消費向けの再生可能エネルギー発
電システムの設置補助を行う。また、当該システムと併せて、その発電量の変動を抑
えるための蓄電池を設置する場合においても補助を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギー対策課

03-3501-4031

住宅・ビルの革新的省エネ
ルギー技術導入促進事業
費補助金

7,600 11,000 事業者等

　エネルギー消費量が増大している住宅・ビルのネット・ゼロ・エネルギー化（※）を推
進するため、高性能設備機器等の導入を支援する。また、既築住宅・建築物の断熱
性能向上を図るため、高性能な断熱材や窓等の導入を支援する。
※　ＺＥＢ／ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル／ハウス）：年間の1次エネルギー消
費量がネットでゼロとなる建築物／住宅

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー対策課

TEL:03-3501-9726
FAX:03-3501-8396
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://sii.or.jp/

エネルギー使用合理化等事
業者支援補助金

41,000 31,000 事業者等

　事業者が計画した省エネルギーに係る取組のうち、「技術の先端性」、「省エネ効
果」及び「費用対効果」を踏まえて政策的意義の高いものと認められる設備更新を支
援する。また、エネルギーマネジメントシステム（ＥＭＳ）を用いた省エネの取組や電力
のピーク対策についても支援対象に追加する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー対策課

TEL:03-3501-9726
FAX:03-3501-8396
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://sii.or.jp/

エネルギー使用合理化事業
者支援補助金（民間団体等
分）
（ＬＰガス分）

540 540 事業者等
産業用等のエネルギー多消費型設備（ボイラー等）の省エネルギー化を図るため、石
油ガスの高効率なガス機器等を導入する者に対し、設備更新等に要する経費（設備
改造費、設備更新費、設計費等）の一部を補助します。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
資源・燃料部
石油流通課

TEL:03-3501-1320
FAX:03-3501-1837
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.nichidankyo.gr.jp/hojo/s
upport/index.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

エネルギー使用合理化事業
者支援補助金（民間団体
分）
（天然ガス分）

3,300 3,300 事業者等
産業用及び業務用におけるエネルギー多消費型設備（工業炉、ボイラー等）のエネル
ギー使用合理化いを図るため、省エネルギー及びＣＯ２排出削減に寄与する天然ガ
ス高度利用設備を導入する事業者に対して補助を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
電力・ガス事業部
ガス市場整備課

TEL:03-3501-2963
FAX:03-3580-8541
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://www.gasproc.or.jp/index.html

エネルギー使用合理化事業
者支援補助金（小規模事業
者実証分）

380 500 小規模事業者
　小規模事業者による省エネルギー性能の高い機器及び設備の導入に要する経費
の一部を補助することにより、小規模事業者における省エネルギーを推進することを
目的とする。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
中小企業庁
経営支援部
創業・技術課

TEL:03-3501-1816
【参考URL】
（平成26年度補助金執行団体ホーム
ページ）
http://kankyo-
keizai.jp/energy_service

地熱開発理解促進関連事
業支援補助金

2,800 2,800
地方公共団体
温泉事業者
第3セクター等

　地熱の有効利用等を通じて、地域住民への開発に対する理解を促進することを目
的として行う事業（地熱利用によるハウス栽培事業等）に対し補助を行うことで、地熱
資源開発を促進する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 経済産業省
資源エネルギー庁
資源・燃料部
政策課　燃料政策企画室

03-3501-2773
http://www.meti.go.jp/press/2013/0
2/20140213002/20140213002.html

中小企業等知的財産活用
支援事業

2,192 1,935 中小企業等

中小企業の抱えるアイデア段階から事業展開までの知的財産権に関する課題等に
ついて、これを一元的に受入れ、その場で解決・支援する人材を配置した「知財総合
支援窓口」を都道府県ごとに設ける。相談内容に応じて様々な専門家や支援機関と
協働で解決を図り、知的財産に関するワンストップサービスを提供する。これにより、
知的財産を活用できていない中小企業の知的財産マインドの醸成を図り、中小企業
の知的財産活用を促進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　普及支援課

03-3501-5878
【参考URL】
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=
/torikumi/chushou/chizai_mado.htm

地域団体商標活用推進事
業

51 ―
商工会、商工会議所、
NPO、地方自治体、組合

　地域団体商標を活用した地域ブランドの更なる保護・育成を図るため、地方自治体
や農協・漁協、法改正により新たに登録主体に追加される予定の商工会、商工会議
所、ＮＰＯに対し、地域団体商標の取得や活用戦略等に関するセミナーを全国各地で
開催する。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　普及支援課

03-3501-5878

公的試験研究機関知的財
産管理活用支援事業

163 161 都道府県等の公設試
　公的試験研究機関の知財管理・活用体制の整備を支援することにより、公的試験
研究機関における研究成果の事業者への円滑な移転を促し、地域における新たな事
業分野の開拓及び産業の技術等に寄与する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　企画調査課

03-3592-2911

広域大学知的財産アドバイ
ザー派遣事業

INPIT運営費交付
金（9,485）の内数

INPIT運営費
交付金

（9,312）の内
数

複数の大学等で構成され
る広域ネットワーク

　大学等から創出される有用な技術を確実に捕捉して、適切な権利保護・活用を行え
る仕組みづくりを広域で推進するため、複数の大学等で構成される広域ネットワーク
へ、大学の知的財産管理に関する専門家を派遣する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　企画調査課

TEL:03-3592-2911
【参考ＵＲＬ】
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/unvip
ad/index.html

知的財産プロデューサー派
遣事業

INPIT運営費交付
金（9,485）の内数

INPIT運営費
交付金

（9,312）の内
数

大学・研究開発コンソー
シアム

　国際的競争力を持った産業を創出するため、公的資金が投入され、革新的技術の
研究開発プロジェクトを推進している大学や研究開発コンソーシアム等へ、研究成果
を事業化に結びつける知的財産の専門家を派遣する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　企画調査課

TEL:03-3592-2911
【参考ＵＲＬ】
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/

海外知的財産プロデュー
サー派遣事業

INPIT運営費交付
金（9,485）の内数

INPIT運営費
交付金

（9,312）の内
数

中小企業等
  主に中堅・中小企業等における海外進出の際の知的財産面でのリスクの低減並び
に事業戦略視点での知的財産活用のため、知的財産の専門家（海外知的財産プロ
デューサー）を企業へ派遣し、知的財産面からの海外進出支援を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
特許庁
総務部　企画調査課

TEL:03-3592-2911
【参考ＵＲＬ】
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/gippd
/gippd/index.html

ものづくり中小企業・小規模
事業者等連携事業創造促
進事業

12,600 ―
中小企業・小規模事業
者、大学、公設試、民間
団体等

中小企業・小規模事業者が大学、公設試等の研究機関等と連携して行う、製品化に
つながる可能性の高い研究・開発及び販路開拓への取組を一貫して支援する。ま
た、技術の市場価値を評価できる専門家の目利きを踏まえて行う、大企業や大学等
の知を活用したシーズ発掘・橋渡し研究も支援する。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省

中小企業庁
経営支援部
創業・技術課

産業技術環境局
大学連携推進課

03-3501-1816
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/s
apoin/index.html

03-3501-0075

地域商業自立促進事業 3,900 ―
商店街振興組合、事業協
同組合等

商店街の持続的な発展のため、商店街の新たな担い手の発掘につながるインキュ
ベーション施設等の整備や、住民のニーズに応える宅配サービス、地域コミュニティ
の形成に向けた子育て支援施設の整備等を支援。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 経済産業省
中小企業庁
経営支援部　商業課

TEL:03-3501-1929
FAX:03-3501-7809
【参考URL】
http://www.chusho.meti.go.jp/shogy
o/shogyo/index.html

中小企業再生支援協議会
事業

4,439 4,335
経営改善・事業再生、事
業引継ぎを目指す中小企
業・小規模事業者

　企業再生の専門家が、経営改善・事業再生を検討する中小企業・小規模事業者の
相談対応や再生計画等の策定支援を行うとともに、後継者問題を抱える中小企業・
小規模事業者の事業引継ぎ等の促進・円滑化を図るために、課題の解決に向けた適
切な助言、情報提供及びマッチング支援等をワンストップで実施する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 経済産業省
中小企業庁
事業環境部
金融課・財務課

（金融課）
TEL：03－3501－2876
（財務課）
TEL：03－3501－5803
【参考URL】
中小企業再生支援協議会
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/s
aisei/kyogikai_ichiran.htm
事業引継ぎ支援
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu
/shoukei/2011/110630HikitsugiMado
guchi.htm

小規模事業者等JAPANブラ
ンド育成・地域産業資源活
用支援事業

1,460 ―
中小企業・小規模事業者
等

　農林水産品や伝統工芸品などの地域の資源を活用し、①小規模事業者等が連携し
て行う世界に通用するブランド確立のための海外販路開拓等の取組や、②小規模事
業者等が地域資源活用促進法に基づき行う商品開発等の取組（小規模事業者等が
４社以上で行う取組を重点的に支援）を支援する。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ―
2-ⅰ 地場産業振興･生活機能確保
3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等
振興施策

経済産業省
中小企業庁
新事業促進課

http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chuki_01.pdf

中小企業・小規模事業者連
携促進支援事業

1,076 ―
中小企業・小規模事業者
等

　新事業活動促進法や農商工連携促進法に基づき、中小企業・小規模事業者等が連
携して行う新商品開発や販路開拓等を支援する。

新規 ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ― 経済産業省
中小企業庁
新事業促進課

http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chuki_01.pdf

下請中小企業・小規模事業
者自立化支援事業

700 700
下請中小企業・小規模事
業者等

①下請小規模事業者等新分野需要開拓支援
　親事業者の生産拠点が閉鎖または、閉鎖が予定されている地域の下請小規模事
業者等が行う、新分野への進出等による取引先の多角化のための設備導入・展示会
出展等の費用の一部を補助する。
②下請中小企業自立化基盤支援事業
　下請中小企業振興法の認定を受けた事業計画の下で、連携グループがメンバー相
互の経営資源を活用して行う取組に対し、共同受注等のシステムの構築・設備導入・
展示会出展等の費用の一部を補助する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 経済産業省
中小企業庁
事業環境部　取引課

03-3501-1669
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/t
orihiki/index.html

地域創業促進支援委託事
業

749 ― 創業希望者
年間５千社以上の創業を目指し、全国３００箇所で「創業スクール」を開催し、創業予
備軍の掘り起こしをはじめ、創業希望者の基本的知識の習得からビジネスプランの策
定までを支援する。

新規 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 3-ⅲ 商工業・中小企業・産業支援機関等振経済産業省
中小企業庁
小規模企業政策室

http://www.meti.go.jp/main/yosan20
14/pr/pdf/chuki_01.pdf

きめ細かな資金繰り支援 23,682 22,944

日本政策金融公庫、日本
政策金融公庫の信用供
与を受けた指定金融機関
（商工中金等）、信用保証
協会

　日本政策金融公庫への利子補給等や信用保証協会の財務基盤強化を行い、中小
企業・小規模事業者に対する資金供給の円滑化を図る。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 経済産業省
中小企業庁
事業環境部　金融課

金融課
TEL：03-3501-2876

社会資本整備総合交付金 912,362 903,136
都道府県、

市町村

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための
基幹的な社会資本整備事業のほか、関連する社会資本整備等を総合的・一体的に
支援。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1-ⅰ コンパクトシティの形成
1-ⅱ 地域公共交通の再生
1-ⅲ 中心市街地活性化
1-ⅳ 地域包括ケアシステム構築
1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅳ 医療体制の確保、地域包括ケア等

国土交通省
大臣官房
社会資本整備総合交付金等総
合調整室

TEL：03－5253－8967
FAX：03－5253－8968
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_
hy_000213.html

http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.inpit.go.jp/katsuyo/ippd/
http://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
http://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
http://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
http://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
http://www.meti.go.jp/main/yosan2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
http://www.meti.go.jp/main/yosan2014/pr/pdf/chuki_01.pdf
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

東日本大震災に係る復旧・
復興

- - -

　東日本大震災という未曾有の大災害を踏まえ、被災した道路の早期復旧に全力で
取り組んでまいります。
　三陸沿岸地域の１日も早い復興を図るためのリーディングプロジェクトとして、三陸
沿岸道路等の復興道路・復興支援道路の早期整備を目指します。
　また、津波により壊滅的な被害を受けた地域等において、復興計画に位置付けられ
た市街地整備に伴う道路整備や、高速道路ＩＣへのアクセス道路などの整備を推進し
ます。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省 道路局企画課

TEL：03-5253-8485
FAX：03-5253-1618
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/common/0010
14905.pdf

地域再生等に資する実用化
技術の研究開発助成

257 283
民間企業、

大学等の研究者等

地域の諸課題(社会インフラの老朽化、少子高齢化、気候変動に伴う災害など)の解
決に資するための研究開発のテーマを国が示し、そのテーマに対し、民間企業や大
学等の研究開発提案を公募し、より効果的・効率的な研究開発に対し助成を行う競争
的資金制度（補助金）。産学官の連携等により、地域が抱える建設技術に関する課題
解決に対して先駆的に行う研究開発であり、かつ、他地域への応用性のある建設技
術の研究開発課題を対象に公募を実施。地域再生計画に位置づけられたものについ
て配慮。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― 国土交通省
大臣官房
技術調査課

TEL：03－5253－8125
FAX：03－5253－1536
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/tec/gijutu/kaih
atu/josei.html

PPP/PFIの先導的な案件形
成に係る支援等

595 594
直轄調査、
都道府県、
市町村等

PPP/PFIによる民間の知恵・資金等の積極的な活用を推進するため、ＰＰＰ／ＰＦＩの
推進に係る運用上の課題等の調査、先導的な案件形成等に係る支援を行うととも
に、地方公共団体に助言や業務支援を行う専門家等の人材基盤並びに公共施設の
資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備に係る支援を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― 国土交通省
総合政策局
官民連携政策課

TEL：03－5253－8981
FAX：03－5253－1548

歩行者移動支援の普及促
進（ユニバーサル社会に対
応した高齢者、障がい者等
の歩行者移動支援の推進）

　39の内数 64の内数
自治体、
NPO、

民間事業者

ユニバーサル社会に向け、誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソフ
ト施策の面から推進することが重要であり、ＩＣＴ（情報通信技術）による歩行者移動支
援の推進が必要であることから、自治体等が容易に導入の検討を行うための、ガイド
ラインを用いた普及に取り組む。

変更 支援対象の拡大 ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ― ―
1-ⅲ 中心市街地活性化
2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持
3-ⅴ 観光振興施策

国土交通省
総合政策局総務課政策企画官
政策統括官（国土）付

TEL：03－5253－8794
FAX：03－5253－1675
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/s
oukou/sogoseisaku_soukou_mn_0000
02.html

「小さな拠点」を核とした「ふ
るさと集落生活圏」の形成
（H26名称変更、H25事業名
『集落地域における「小さな
拠点」づくりの推進』）

75 55
「小さな拠点」づくりに
取り組む地域団体

小学校区など、複数の集落が散在する地域において、商店、診療所などの日常生活
に不可欠な施設・機能や地域活動を行う場所を集めた「小さな拠点」づくりと、周辺集
落とのアクセス手段を確保した「ふるさと集落生活圏」の形成を通じて、持続可能な集
落づくりを図るため、関係省庁と連携しつつ、生活圏形成プログラム策定調査を実施
する。

変更
調査対象を「小さな拠点」か
ら「ふるさと集落生活圏」に
拡大

― ― ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2-ⅱ 「小さな拠点」形成 国土交通省
国土政策局
総合計画課

TEL：03－5253－8365
FAX：03－5253－1570
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/kokudokeikaku_tk3_000010.html

官民連携基盤整備推進調
査費

397 457
都道府県、
市町村等

地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一
体的に実施することにより、地域の活性化に加え、地域の防災力向上させる事業につ
いて、事業化検討経費を支援する。

変更

地域の防災力を向上させる
ための基盤整備事業の事業
化に向けた検討経費につい
て、新たに支援対象とする。

○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― 国土交通省
国土政策局
広域地方政策課

TEL:03－5253－8360
FAX:03－5253－1571
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/kanminrenkei.html

地域資源を相互補完した広
域連携の推進（H26名称変
更、H25事業名『広域的地
域間共助推進事業』）

35 95
地方公共団体、

民間企業・ＮＰＯ等

　大規模災害発生時における地域間の効果的な相互扶助の発揮や、地域資源を有
効に活用した多様な主体による地域づくりの実現等暮らしの安心・地域活性化を実現
するため、平時の連携の枠組を活かしつつ、これと合わせ災害時の支援・受援に向け
た連携の取組等を進める新たな共助（「広域的地域間共助」）の形成を推進する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 国土交通省
国土政策局
広域地方政策課

TEL:03－5253－8370
FAX:03－5253－1572
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/kokudoseisaku_tk9_000014.html

イノベーションをもたらす地
理空間（G空間）情報の活用
の推進

115 ―
地方公共団体、民間事業

者等

世界最高水準のIT社会の実現に資する「地理空間（G空間）情報高度活用社会」を目
指し、地理空間情報を活用した地域活性化等にイノベーションをもたらすサービスや
技術について公募・選定の上、実証を行う。

新規 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― 国土交通省
国土政策局
国土情報課

TEL：03－5253－8353
FAX：03－5253－1569

多様な主体による地方部の
地域づくり活動支援体制整
備事業

45 ―

地方自治体、NPO、民間
事業者、地域金融機関等
で構成される連携体制
（地域づくり活動支援体

制）

　地方中小都市を中心とした地方部における地域の活性化を図るため、自然、歴史、
文化等の地域資源を活かした特産品開発、観光開発等を目的とした、多様な主体に
よる事業型の地域づくり活動（地域ビジネス）等を促進する仕組みの構築を支援す
る。
 


新規 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
国土政策局
地方振興課

TEL：03－5253－8404
FAX：03－5253－1588
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000
061.html

集落活性化推進事業 310 290 市町村等

人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域において、定住人口の流出抑制
及び交流人口の増加を目的として、市町村の創意工夫により、その所有する廃校舎
等の既存公共施設(ストック)を再編し、ワンストップサービスの実現やサービスコスト
の低減を図る事業に必要な施設整備を支援。

変更

「小さな拠点」づくりの計画等
がある場合、集落地域の再
生を図るため、計画等に位
置づけられた新たな機能を、
一部導入することも対象

― ― ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 2-ⅱ 「小さな拠点」形成 国土交通省
国土政策局
地方振興課

TEL：03－5253－8403
FAX：03－5253－1588
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/chisei/crd_chisei_tk_000021.html

豪雪地帯における除排雪体
制整備の推進

23 22
ＮＰＯ・社会福祉協議会・

道府県・市町村等
高齢化が進む豪雪地域における雪処理の担い手を確保・育成するため、効率的・効
果的な地域除排雪体制の整備等を推進する。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
国土政策局
地方振興課

TEL：03－5253－8404
FAX：03－5253－1588
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/chisei/crd_chisei_tk_000010.html

半島地域振興対策事業 36 40

NPO
地域づくりに携わる団体

民間事業者
等

　三方を海に囲まれ人口減少・高齢化の進行、地域コミュニティの弱体化等に直面す
る半島地域（全国23地域※）において、多様な担い手が参画した半島の特徴を活かし
た地域づくり活動を推進する。
　※半島振興法第2条に規定する半島振興対策実施地域に指定された23地域（22道
府県）

新規 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
国土政策局
地方振興課
半島振興室

TEL：03－5253－8425
FAX：03－5253－1588
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku
/chisei/crd_chisei_tk_000013.html

離島活性化交付金 1,150 1,000
都道府県
市町村

民間団体

離島における海上輸送費の軽減等戦略産業の育成による雇用拡大等の定住促進、
観光の推進等による交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取組
を支援するため交付金を交付する。

変更

１．戦略産品の海上輸送費
の品目拡大
２．避難施設等の整備など
防災機能強化のためのメ
ニューを創設
３．離島流通効率化事業を
統合

― ― ○ ○ ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
国土政策局
離島振興課

TEL：03－5253－8421
FAX：03－5253－1594

奄美群島振興交付金 2,130 ―
鹿児島県

奄美群島内市町村
民間団体

奄美群島では、厳しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情により、未だ本土と
の間に所得水準をはじめとする経済面・生活面での諸格差が残されていることから、
平成２５年度末に期限を迎える特別措置法の延長・改正と併せ、ソフト面を中心に自
立的で持続可能な発展に向けた地域の取組みを後押しする奄美群島振興交付金を
創設する。

新規 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 国土交通省
国土政策局
特別地域振興官

TEL：03－5253－8423
FAX：03－5253－1595

小笠原諸島振興開発事業
費補助金

1,099 973

東京都
小笠原村

民間団体等（東京都経
由）

地理的、自然的、社会的、歴史的条件等の特殊事情による不利性を抱える小笠原諸
島において、小笠原諸島振興開発特別措置法に基づき、小笠原諸島の振興開発を
図るため、国土交通大臣策定の小笠原諸島振興開発基本方針に即して東京都が定
めた小笠原諸島振興開発計画に基づく事業の実施に要する経費の一部を補助。

新規 ― ― ― ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 国土交通省
国土政策局
特別地域振興官

TEL：03－5253－8424
FAX：03－5253－1595

下請取引適正化推進事業 15 15 事業者
建設業の下請取引等の実態調査を実施し、その結果に基づき指導を行い取引の適
正化を推進することで、中小企業を含めた建設業の活力を回復し、生産性の向上を
図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
土地建設産業局
建設業課

TEL：03－5253－8277
FAX：03－5253－1553
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/
const/1_6_bt_000190.html

違反行為に対する監視体制
の強化

2 2 事業者
建設業法令遵守推進本部による立入調査の実施等により、建設工事の下請適正取
引を推進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
土地建設産業局
建設業課

TEL：03－5253－8277
FAX：03－5253－1553

建設業の取引の適正化に
向けた機能の強化

58 59 事業者
元請―下請業者間等における取引上のトラブルについて、適切かつ迅速なアドバイ
ス等を行うことで、取引の適正化、中小建設業者の生産性を向上。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
土地建設産業局
建設業課

TEL：03－5253－8277
FAX：03－5253－1553
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/report/press/s
ogo13_hh_000061.html

事業転換のための課題解
決の支援

186 185 事業者

社会資本の整備・維持管理や地域の防災・減災の担い手として重要な役割を果たし
ている地域の建設企業等の新事業展開等の経営上の課題又は施工管理等の技術
的な課題の解決を支援するため、専門家によるアドバイスを実施するとともに、特にモ
デル性の高い案件については、重点的に支援を行う。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
建設市場整備課

TEL：03－5253－8281
FAX：03－5253－1555
【参考ＵＲＬ】
http://www.yoi-
kensetsu.com/advisory/

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

地籍調査事業
10,929

(うち復興特会298）

10,874
(うち復興特会

483）

都道府県
市町村（都道府県経由）

毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査を行うとともに、境界及び地
積に関する測量を実施して、その結果を地籍図及び地籍簿に取りまとめる地籍調査
を実施する地方公共団体等に対し負担金を交付する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
地籍整備課

TEL：03－5253－8383
FAX：03－5253－1580
【参考URL】
http://www.chiseki.go.jp/index.html

都市部官民境界基本調査
436

（うち復興特会50）

809
（うち復興特

会100）
直轄事業

市町村等の地籍調査の実施に先立ち、官有地・民有地間の境界に関する調査を国
が実施することにより、市町村等の負担を軽減し、地籍調査を一層促進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
地籍整備課

TEL：03－5253－8383
FAX：03－5253－1580
【参考URL】
http://www.chiseki.go.jp/index.html

地籍整備推進調査費補助
金

204 224
都道府県、

市町村、民間事業者等
地方公共団体や民間事業者等が実施した測量成果を都市部の地籍整備に活用する
ため、当該測量費等に対して補助を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
地籍整備課

TEL：03－5253－8383
FAX：03－5253－1580
【参考URL】
http://www.chiseki.go.jp/index.html

山村境界基本調査 151 250 直轄事業
高齢化や村離れ、森林の荒廃が進行し、将来の地籍調査の実施が困難になるおそ
れがある地域を対象に、境界情報を保全する調査を実施する。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
地籍整備課

TEL：03－5253－8383
FAX：03－5253－1580
【参考URL】
http://www.chiseki.go.jp/index.html

公有地の拡大の推進に関
する法律による先買いに係
る土地を供することができる
用途の範囲の拡大

― ―
都道府県、
市町村等

公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、都市施設に関する事業、収用適格事
業、市街地開発事業等の用に供するため先買いした土地について、買取りから10年
以上経過する等の一定要件を満たす場合には、地域再生法第7条第1項に基づき、内
閣府が認定した地域再生計画に記載された事業の用に供することができる。

継続 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
土地・建設産業局
地価調査課
公共用地室

TEL：03－5253－8270
FAX：03－5253－1578

テレワークの推進（都市の
産業競争力を高める施策の
検討）

12 21 ―

ICTを活用した多様で柔軟な働き方に資するテレワークの実態把握や、特に子育て世
代の女性や若者等をターゲットとしたテレワーク展開拠点施設の配置、機能等のニー
ズを把握するとともに、大都市の国際競争力向上や災害時の都市機能継続の観点及
び地方都市の魅力向上・活性化の観点で、都市整備のあり方を検討する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ○ ― ○ ― 国土交通省
都市局
都市政策課

TEL：03－5253－8397
FAX：03－5253－1586
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/crd/daisei/tele
work/

防災集団移転促進事業 44 44 市町村
災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められ
る区域内にある住居の集団的移転を促進するため、地方公共団体が行う集団移転促
進事業に係る経費の一部について補助。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
都市安全課
都市防災対策推進室

TEL：03－5253－8402
FAX：03－5253－1587
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigait
i/tobou/g7_1.html

住民参加型まちづくりファン
ド支援業務

200 200
まちづくりファンド(民間都
市開発推進機構経由)

地域の資金を地縁により調達し、これを景観形成・観光振興等のまちづくりへ誘導す
るため、まちづくり活動への助成等（まちづくり会社（都市再生推進法人として指定さ
れた会社又は復興まちづくり会社）への出資を含む。）を行う住民参加型まちづくり
ファンド(公益信託、公益法人、市町村長が指定するNPO等の非営利法人、まちづくり
会社又は地方公共団体が設置する基金)に対して、（一財）民間都市開発推進機構
（民都機構）が資金拠出による支援を実施。

変更
住民参加型まちづくりファン
ドによるまちづくり会社への
出資を支援の対象に追加

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
都市開発金融支援室

TEL：03－5253－8127
FAX：03－5253－1589
【参考URL】
http://www.minto.or.jp/products/fun
d.html

メザニン支援業務 52,000 50,000
認定事業者(民間都市開

発推進機構経由)

都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図るため、都市再生特別措置法に
基づく特定都市再生緊急整備地域若しくは都市再生緊急整備地域内又は都市再生
整備計画区域内で、国土交通大臣認定を受けた民間都市再生事業であって防災や
環境に配慮した事業に対して、民間都市開発推進機構がメザニン支援（ミドルリスク
資金を供給する金融支援）を実施。

変更
国際的な求心力を高める都
市機能の整備について支援
を拡充

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
都市開発金融支援室

TEL：03－5253－8127
FAX：03－5253－1589
【参考URL】
http://www.minto.or.jp/products/me
zzanine.html

まち再生出資業務 ― ―
認定事業者(民間都市開

発推進機構経由)

都市再生に資する民間都市開発事業の立ち上げを支援するため、①市町村が作成
する都市再生整備計画の区域内で都市再生整備計画に記載された事業と一体的に
施行される民間都市開発事業又は②都道府県が作成する広域的地域活性化基盤整
備計画に記載された重点地区の区域内で民間事業者が実施する拠点施設整備事業
であって、国土交通大臣認定を受けた事業に対し、民間都市開発推進機構が出資を
実施。

変更
都市の生活を支える機能の
整備への支援の拡充

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
都市開発金融支援室

TEL：03－5253－8127
FAX：03－5253－1589
【参考URL】
http://www.minto.or.jp/products/reg
enerate.html

都市再生促進税制 ― ― 認定事業者
都市再生緊急整備地域又は特定都市再生緊急整備地域における認定民間都市再
生事業計画(国土交通大臣認定)に係る税制上の特例措置を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課

TEL：03－5253－8406
FAX：03－5253－1589

先導的都市環境形成促進
事業

441
（うち優先課題推進

枠140） 649
都道府県、
市町村、

(独)都市再生機構等

市街地整備と一体となった先導的な都市環境対策を推進するため、計画策定･コー
ディネート及びモデル事業を支援。
また、都市環境の改善に高い効果を発揮する緑化等に関する先進的な技術開発の
支援を実施。

変更 モデル事業支援の一部廃止 ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 国土交通省

都市局
市街地整備課
街路交通施設課
公園緑地・景観課
都市計画課
都市政策課
まちづくり推進課

TEL：03－5253－8413
FAX：03－5253－1591
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigait
i/shuhou/ecomachi/ecomachi.htm

国営公園の整備・維持管理 24,677 23,701 直轄事業
広域の見地から、また我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るた
めに設置する国営公園の整備及び維持管理を推進。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
公園緑地・景観課

TEL：03－5253－8419
FAX：03－5253－1593
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/toshi/park/ind
ex.html

歴史的風致維持向上推進
等調査

55 77 地方公共団体等

良好な景観や歴史的まち並みの形成における資金面、人材面、制度面等の共通課
題に対応した取組の提案の募集を行い、応募された提案の中から優れたものを選定
し、提案の応募者へ調査を委託する。取組を実施した調査の成果を、全国に広めるこ
とによって、地域における良好な景観の形成や歴史的風致の維持及び向上の推進を
図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境整備室

TEL：03－5253－8954
FAX：03－5253－1593
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/toshi/rekimach
i/toshi_history_mn_000003.html

防災・省エネまちづくり緊急
促進事業

6,461の内数
(住宅対策2,605の

内数)

6,914
の内数

地方公共団体、
民間事業者等

防災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的な政策課題に対応した質の高
い施設建築物等を整備する市街地再開発事業等の施行者等に対して、国が特別の
助成を行うことにより、事業の緊急的な促進を図る。（社会資本整備総合交付金でも
対応可）

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 国土交通省

都市局
　市街地整備課

住宅局
  市街地建築課

【都市局】
TEL：03－5253－8412
FAX：03－5253－1591
【住宅局】
TEL：03－5253－8515
FAX：03－5253－1631

共同型都市再構築業務 5,500 5,000
民間事業者(民間都市開

発推進機構経由)

①地域の生活に必要な都市機能（医療・福祉、商業等）の増進又は②都市の環境・防
災性能の向上に資する民間都市開発事業の立ち上げを支援するため、都市計画区
域（市街化区域及び非線引き都市計画区域のうち用途地域が定められている区域）
内等の事業について、民間都市開発推進機構が当該事業の施行に要する費用の一
部を負担する。

変更
都市の生活を支える機能の
整備への支援の拡充

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
都市開発金融支援室

TEL：03－5253－8127
FAX：03－5253－1589
【参考URL】
http://www.minto.or.jp/products/rec
onstruction.html

コンパクトシティ形成支援事
業

253 500
地方公共団体、民間事業

者等

都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型のまちづくりの実現を加速するととも
に、都市の低炭素化を促進するため、医療・社会福祉施設、教育文化施設など都市
のコアとなる施設の集約地域への立地や、郊外部の都市的土地利用の転換を促進
するための支援（計画策定、コーディネート支援、コア施設の旧建物の除却・移転跡
地の緑地等整備等に対する助成）を実施

変更
都市構造の再構築を図るた
めの支援を拡充

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ○ ―
1-ⅰ コンパクトシティの形成
1-ⅵ 低炭素・循環型の都市地域の形成

国土交通省
都市局
まちづくり推進課
官民連携推進室

TEL：03－5253－8407
FAX：03－5253－1589
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_ma
chi_tk_000051.html

都市機能立地支援事業 4,000 ― 民間事業者等

拡大した市街地において、人口密度の低下や高齢者の急増により都市の生活や企
業活動を支える機能（医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業）の維持が困難となる
おそれがある中、民間事業者が実施する都市の生活を支える機能の整備への支援
を強化（個別補助金化）することで、まちの拠点となるエリアへ医療・商業等の都市機
能を誘導し、都市の活力の維持・向上（都市再生）、持続可能な都市構造への再構築
の実現を図る。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ― 1-ⅰ コンパクトシティの形成 国土交通省

都市局
　市街地整備課

住宅局
  市街地建築課

TEL：03－5253－8412
FAX：03－5253－1591

集約促進景観・歴史的風致
形成推進事業

350
(優先課題推進枠)

― 地方公共団体等

集約型都市構造への転換を図る上で人口密度を維持するエリアにおいて、景観・歴
史資源となる建造物の修理・改修・協調増築等を含めた景観・歴史的風致形成に資
する取組に対する総合的な支援を行うことにより、求心力のある魅力的な環境とする
ことで当該エリアに居住や都市機能を誘導し、都市再生を促進する。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― 1-ⅰ コンパクトシティの形成 国土交通省
都市局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境整備室

TEL：03－5253－8954
FAX：03－5253－1593
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/toshi/townsca
pe/toshi_townscape_tk_000033.html

都市リノベーション・公的不
動産連携推進調査

60 60 都道府県、市町村等
学校跡地等の公有地等の活用や、庁舎・文化施設等の公共施設の複合化など、公
的不動産を有効活用したまちづくりを実践しようとする地方公共団体に対して支援を
行う。

変更
国による直轄調査から地方
公共団体を対象とした委託
調査に変更

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省 都市局都市計画課
ＴＥＬ：03-5253-8409
ＦＡＸ：03-5253-1590
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26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

民間まちづくり活動促進事
業

98 160
地方公共団体、都市再生
整備推進法人、民間事業

者等

市民・企業・ＮＰＯなどの知恵・人的資源等を引き出す先導的な都市施設の整備・管
理の普及を図るため、都市再生特別措置法の都市利便増進協定等に基づく施設整
備等を含む実証実験等や、継続性のある活動を実践する人材の育成を図る仕組み
の構築・運営、優れたまちづくり活動の普及啓発に要する経費に対する補助を実施

変更
・支援対象事業の廃止及び
新設

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
官民連携推進室

TEL：03－5253－8407
FAX：03－5253－1589

国際的ビジネス環境等改
善・シティセールス支援事業

300 ―
市町村（特別区を含む）、
都道府県、都市再生緊急

整備協議会

特定都市再生緊急整備地域に限定した上で、官民により構成された都市再生緊急整
備協議会が作成する整備計画に位置づけられた国際的ビジネス環境等改善に資す
る都市機能の向上及びシティセールスに係るソフト・ハード両面の取組に対して、総合
的に支援を実施。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
官民連携推進室

TEL：03－5253－8407
FAX：03－5253－1589

都市安全確保促進事業 240 430

市町村（特別区を含む）、
都道府県、法律に基づき
組織された協議会、帰宅

困難者対策協議会

都市再生緊急整備地域(全国６２地域)及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機
能の継続性を確保するため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の
対策へ支援を実施。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課
官民連携推進室

TEL：03－5253－8407
FAX：03－5253－1589
http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_ma
chi_tk_000049.html

都市再生安全確保施設（備
蓄倉庫）を有する建築物に
対する特例措置

― ―

都市再生安全確保計画
に記載され、都市再生特
別措置法に規定する管
理協定の対象となった都
市再生安全確保施設（備
蓄倉庫）を保有する者

大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内の滞在者の安全の
確保を図るため、都市再生緊急整備協議会が作成する都市再生安全確保計画に記
載される都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）に対して課税の特例措置を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
都市局
まちづくり推進課

TEL：03－5253－8406
FAX：03－5253－1589

水源地域の保全・活性化の
推進

8 8
地方公共団体・民間団体

等
水源地域対策特別措置法の施行事務を適切に行うとともに、水源地域の維持・保
全、活性化の推進を図るための方策等について調査・検討を行う。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

水管理・国土保全局
水資源部　水資源政策課　　水
源地域振興室

TEL：03－5253－8391
FAX：03－5253－1583
【参考URL】
http://www.strata.jp/mizunosato/

災害に強い地域づくり
626,247
の内数

612,236
の内数

直轄事業

災害に強い地域づくりを促進するため、水害・土砂災害対策に加え、大規模地震の対
策地域等における地震・津波対策、老朽化対策を推進するとともに、迅速・的確な避
難、適切な水防活動、避難勧告・避難指示の発令等に必要な情報の収集・分析・伝達
体制の整備等を推進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
水管理・国土保全局
河川計画課

TEL：03－5253－8443
FAX：03－5253－1602
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/

かわまちづくりの推進
626,247
の内数

612,236
の内数

直轄事業
河川や水辺をまちづくり・観光の核として活用し、地域の魅力向上を目指す市町村等
に対し、河川管理者としてハード・ソフト両面から支援・推進する「かわまちづくり支援
制度」を通じて、より河川空間の活用を推進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課

TEL：03－5253－8447
FAX：03－5253－1603
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/

美しい水辺の再生
626,247
の内数

612,236
の内数

直轄事業
水辺環境の再生、河川や湖沼等の水質改善を図るなどにより、自然豊かで良好な水
辺空間を創出するための河川整備を推進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
水管理・国土保全局
河川環境課

TEL：03－5253－8447
FAX：03－5253－1603
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/

公営住宅制度
社会資本整備総合

交付金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

都道府県等
公営住宅法に基づき、憲法第25条の趣旨にのっとり、国民生活の安定と社会福祉の
増進に寄与することを目的として、国と地方公共団体が協力して、住宅に困窮する低
額所得者に対し、公営住宅を低廉な家賃で供給。

継続 - ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課

TEL：03－5253－8506
FAX：03－5253－1628

地域優良賃貸住宅制度
社会資本整備総合

交付金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

都道府県等

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が
必要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するた
め、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成や家賃の減額に対する助成を行
う。

継続 - ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課

TEL：03－5253－8506
FAX：03－5253－1628

スマートウェルネス住宅等
推進事業

34,000 34,000 事業者等

高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世代が交流し、安心して健康に暮らすことが
できる「スマ-トウェルネス住宅」を実現するため、サ-ビス付き高齢者向け住宅の建
設・改修、公的賃貸住宅団地等における併設施設の整備、ＩＣＴを活用した見守りや生
活支援など高齢者等の居住の安定確保・健康維持増進に係る先導的な住まいづくり
の取組みを支援する。

変更

公的賃貸住宅団地等におけ
る併設施設の整備、ＩＣＴを
活用した見守りや生活支援
など高齢者等の居住の安定
確保・健康維持増進に係る
先導的な住まいづくりの取
組み等を支援

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ― ―
1-ⅳ 地域包括ケアシステム構築
2-ⅳ 医療体制の確保、地域包括ケア等

国土交通省
住宅局
安心居住推進課

TEL：03－5253－8952
FAX：03－5253－8140
【参考URL】
http://www.koreisha.jp/service/
http://www.iog－model.jp/

民間住宅活用型住宅セ-フ
ティネット整備推進事業

10,000 10,000 事業者等
既存の民間賃貸住宅の質の向上を図るとともに空家を有効に活用することにより、住
宅確保要配慮者の居住の安定確保を図るとともに、災害時には機動的な公的利用を
可能とする環境を構築する。

継続 - ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
安心居住推進課

TEL：03－5253－8952
FAX：03－5253－8140
【参考URL】
http://www.minkan-safety-net.jp/

住宅セ-フティネット基盤強
化推進事業

425 450 事業者等
賃貸住宅関連紛争に係る処理の円滑化、居住支援協議会の活用の促進等を図るこ
とにより、民間賃貸住宅を活用した住宅セ-フティネットの基盤強化を図る。

継続 - ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課

TEL：03－5253－8506
FAX：03－5253－1628

住宅市街地基盤整備事業
社会資本整備総合

交付金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

都道府県等
住宅及び宅地の供給を促進することが必要な三大都市圏の重点供給地域等におけ
る住宅宅地事業及び既存の住宅ストック改善事業の推進を図るため、これに関連す
る公共施設等の整備を行う事業について、地方公共団体等に対し支援。

継続 - ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課
住環境整備室

TEL：03－5253－8508
FAX：03－5253－1628

優良田園住宅制度 - - -
農山村地域等における優良な住宅の建設を促進することにより健康的でゆとりのある
国民生活の確保を図る優良田園住宅について、住宅の建設、関連する公共施設等
の整備等を実施。

継続 - ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課
住環境整備室

TEL：03－5253－8508
FAX：03－5253－1628
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/denen/yhome.html

高齢者等の住み替え支援
制度

- - -
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸す
ることを円滑化することにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、
高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。

継続 - ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課
住環境整備室

TEL：03－5253－8508
FAX：03－5253－1628
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/torikumi/sumikae/sumikae_to
p.htm

空き家再生等推進事業
社会資本整備総合

交付金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

市町村(特別な事情があ
る場合は都道府県）

老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の整備改善及び地域の活
性化を図るため、不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却及び空き家住宅又は
空き建築物の活用を行う。

変更

・活用事業タイプの対象地域
要件に、空き家住宅等の集
積が居住環境を阻害し、又
は地域の活性化を阻害して
いるため、不良住宅又は空
き家住宅の計画的な活用を
推進すべき区域として地域
住宅計画又は都市再生整
備計画に定められた区域を
追加
・除却事業タイプの対象施設
要件に空き建築物を追加

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
住宅総合整備課
住環境整備室

TEL：03－5253－8508
FAX：03－5253－1628
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/torikumi/sumikae/akiyasaisei.
htm

サ-ビス付き高齢者向け住
宅供給促進税制

- -
事業者等

・新築されたサ-ビス付き高齢者向け住宅について、５年間2.8割増(耐用年数35年以
上のものについては4.0割増)償却。
※ただし、平成27年4月1日～平成28年3月31日までの間に取得等したものの割増償
却率は半分
・国又は地方公共団体の補助を受けて新築されたサ-ビス付き高齢者向け住宅につ
いて、固定資産税額を5年間2/3軽減(120㎡相当分まで)。
・国又は地方公共団体の補助を受けて新築されたサ-ビス付き高齢者向け住宅につ
いて、不動産取得税を軽減（住宅：課税標準から戸当たり1200万円を控除、土地：床
面積の２倍に当たる面積相当分の価額等を減額）。

継続 - ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
安心居住推進課

TEL：03－5253－8952
FAX：03－5253－8140
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

優良建築物等整備事業
原則として

社会資本整備総合
交付金により支援

原則として
社会資本整
備総合交付

金により支援

事業者等
市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資するため、土地の利用
の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等を整備。
（社会資本整備総合交付金等でも対応可）

変更 

・周辺と一体的な街なみを形
成するよう複数の地区を協
調的に建て替える場合、規
模要件を緩和
・再開発ビル等区分所有建
物の耐震改修、省エネ改修
等を支援対象に追加
（地方都市都心部の再生を
まちづくり計画等に位置づ
け、官民連携の協議会を組
織すること等が前提）

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課

TEL：03－5253－8515
FAX：03－5253－1631

街なか居住再生ファンド - - -
中心市街地の活性化のため、民間の多様な住宅等の整備事業に対して出資すること
により都市の中心部への居住を促進。

変更
変更内容の詳細については
検討中

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課

TEL：03－5253－8515
FAX：03－5253－1631

民間再開発促進基金 - - -
民間による市街地再開発事業等を促進するために、計画準備段階(初動期段階)及び
建設段階における債務保証を実施。

変更
変更内容の詳細については
検討中

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課

TEL：03－5253－8515
FAX：03－5253－1631

住宅・建築物安全ストック形
成事業（住宅・建築物耐震
改修事業）

社会資本整備総合
交付金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

地方公共団体、民間事業
者等

住宅・建築物の耐震化を促進するため、住宅・建築物の耐震診断、耐震改修及び建
替え等に対する支援を行う。

変更

・住宅の耐震改修等につい
て、通常の補助に30万円／
戸を加算(平成26年度末まで
延長）
・補助対象限度額の拡充等
・既設エレベ-タ-の防災対策
改修及び既設エスカレー
ターの脱落防止措置の支援
拡充　等

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課
市街地住宅整備室

TEL：03－5253－8517
FAX：03－5253－1631
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/jutakukentiku_house_fr_00004
3.html

耐震対策緊急促進事業 20,000 10,000 民間事業者等

特に不特定多数の者が利用する大規模建築物、災害時の機能確保が必要な避難路
の沿道建築物等の耐震化をより一層促進するため、これら建築物の耐震診断・耐震
改修等について、通常の助成制度（住宅・建築物安全ストック形成事業等）に加え、国
単独の補助を実施する。

変更
・補助対象限度額の拡充等
・長周期地震動対策緊急促
進事業の創設

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課
市街地住宅整備室

TEL：03－5253－8517
FAX：03－5253－1631

住宅市街地総合整備事業
社会資本整備総合

交付金等の内数
社会資本整
備総合交付
金等の内数

地方公共団体、地方住宅
供給公社、都市再生機

構、民間事業者等

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美しい市街地景観
の形成、密集市街地の整備改善及び街なか居住の推進等を図るため、住宅や公共
施設の整備等を総合的に実施。

継続 - ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
住宅局
市街地建築課
市街地住宅整備室

TEL：03－5253－8517
FAX：03－5253－1631

地域居住機能再生推進事
業

14,000 3,000
地方公共団体、地方住宅
供給公社、都市再生機

構、民間事業者等

高齢化の著しい大都市周辺部において、居住機能の集約化とあわせた子育て支援
施設や福祉施設等の整備を進め、大規模団地等の地域居住機能を再生する取組み
を支援。

変更
管理戸数の合計について、
概ね１０００戸から概ね３００
戸へ緩和。

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 1-ⅳ 地域包括ケアシステム構築 国土交通省

住宅局
住宅総合整備課
市街地建築課市街地住宅整備
室

TEL：03－5253－8506
FAX：03－5253－1628

環境対応車普及促進対策
（低公害車普及促進対策費
補助金）

529 600 事業者等
バス・トラック事業者を中心に、CNGバス・トラック等の導入に対して、地方公共団体等
と協調して補助を行うことにより、環境対応車の普及を促進。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 国土交通省
自動車局
環境政策課

TEL：03－5253－8604
FAX：03－5253－1636

地域交通のグリーン化を通
じた電気自動車の加速度的
普及促進（低公害車普及促
進対策費補助金）

311 271 事業者等

ゼロエミッション自動車として環境性能が特に優れた電気自動車の普及を効果的に
加速し、低炭素まちづくり、地域交通のグリーン化、地域防災への活用等を推進する
観点から、地域や自動車運送事業者による電気自動車（バス、タクシー及びトラック）
の集中的導入等について、他の地域や事業者による導入を誘発・促進するような先
駆的取組を重点的に支援する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ―
1-ⅱ 地域公共交通の再生
2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持
3-ⅴ 観光振興施策

国土交通省
自動車局
環境政策課

TEL：03－5253－8604
FAX：03－5253－1636

運行維持が困難なものとし
て条例に定める路線の乗合
バス車両の取得に係る非課
税措置(自動車取得税)

― 事業者

地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であるバス交通を確保・維
持・改善するため、都道府県の条例に定める路線（住民生活に必要な路線で輸送人
員の減少等により運行の維持が困難なもの）の運行の用に供する乗合バス車両の取
得に係る自動車取得税を非課税とする。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
自動車局
旅客課

TEL：03－5253－8573
FAX：03－5253－1636

エコカー減税・グリーン化特
例

― ―
地球温暖化問題や自動車からの排出ガス（NOx・PM）による大気汚染問題等の環境
対策に加え、自動車産業の技術的優位性の確保・向上等の観点から、環境性能に優
れた自動車に対して、自動車重量税、自動車取得税、自動車税を軽減する。

継続 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
自動車局
総務課企画室
環境政策課

（総務課企画室）
TEL：03－5253－8563
FAX：03－5253－1636
（環境政策課）
TEL：03－5253－8604
FAX：03－5253－1636

バリアフリー特例 ― ―
移動等円滑化の促進の観点から、バリアフリー性能に優れたバス・タクシーについ
て、自動車取得税・自動車重量税を軽減する。

継続 ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
自動車局
旅客課

TEL：03－5253－8573
FAX：03－5253－1636

超小型モビリティの導入促
進（低公害車普及促進対策
費補助金）

201 201 地方公共団体等
超小型モビリティの普及や関連制度の検討に向け、成功事例の創出、国民理解の醸
成を促す観点から、地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導導
入や試行導入の優れた取組みを重点的に支援する。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ○ ―
2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持
3-ⅴ 観光振興施策

国土交通省
自動車局
環境政策課

TEL：03－5253－8604
FAX：03－5253－1636

整備新幹線整備事業 71,950 70,600
(独)鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線の整備を進める。 継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

鉄道局
幹線鉄道課

TEL：03－5253－8531
FAX：03－5253－1635

都市鉄道利便増進事業 5,760 6,141 第3ｾｸﾀｰ等
相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワーク(既存ストック)を有効活用し、その利便の
増進を図るため、都市鉄道等利便増進法に基づき、連絡線等の整備による速達性の
向上、周辺整備と一体的な駅整備による交通結節機能の高度化を推進。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
都市鉄道政策課、
駅機能高度化推進室

TEL：03－5253－8536
        03－5253－8584
FAX：03－5253－1635
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_
tk4_000002.html

都市鉄道整備事業（地下高
速鉄道）

12,358 13,944
公営地下鉄事業者、東京

地下鉄（株）　等

大都市圏における通勤・通学混雑緩和、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の活
性化を図るなど、都市機能を再生し、魅力ある都市を創造するために地下高速鉄道
の新線建設、耐震対策、大規模改良工事（バリアフリー化、相互直通箇所における平
面交差の立体交差化、折返施設の整備及び駅構内拡張等）を補助金により推進。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
都市鉄道政策課

TEL：03－5253－8536
FAX：03－5253－1635
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_
tk4_000002.html

幹線鉄道等活性化事業（旅
客線化）

970の内数 1,539の内数 事業者
既存ストックを有効活用しつつ、沿線地域の通勤・通学輸送を確保するとともに、駅等
交通結節点を中心とした沿線地域の都市機能の向上・活性化を図る観点から、大都
市圏における貨物鉄道線を旅客線化し、効率的な鉄道整備を推進。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
都市鉄道政策課

TEL：03－5253－8536
FAX：03－5253－1635

幹線鉄道等活性化事業（連
携計画事業）

970の内数 1,539の内数 法定協議会
潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近郊の路線等について、総合連
携計画に基づき大幅な利便性向上等を図る施設の整備を支援。

継続 ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
鉄道事業課
地域鉄道支援室

TEL：03－5253－8539
FAX：03－5253－1635
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/common/0000
33511.pdf

フリーゲージトレインの技術
開発

2,146 2,550
(独)鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
フリーゲージトレイン実用化に向けての技術開発を推進。 継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

鉄道局
技術企画課
技術開発室

TEL：03－5253－8547
FAX：03－5253－1634

鉄道技術開発 330の内数 334の内数 事業者等

鉄道技術開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的として、鉄道技術開発費補
助制度を用い、
安全対策及び環境対策等に係る技術開発に要する経費の一部を独立行政法人　鉄
道建設・運輸施設整備支援機構を通じて助成を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
技術企画課
技術開発室

TEL：03－5253－8547
FAX：03－5253－1634
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

鉄道施設安全対策事業（鉄
道施設の耐震対策）

1,960 1,836 鉄軌道事業者

防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南海トラフ地震等の
大規模地震に備えて、国土強靱化の観点から地震時における鉄道網の確保を図ると
ともに、一時避難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、より多くの鉄
道利用者の安全確保を図るため、主要駅や高架橋等の耐震対策に要する費用の一
部を補助する。

変更

現行の補助対象に加え、首
都直下地震・南海トラフ地震
で強い揺れが想定される地
域における利用者の多い駅
や路線の高架橋等を新たに
補助対象に加えることとし
た。

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
施設課

TEL：03－5253－8554
FAX：03－5253－1634

鉄道施設安全対策事業（鉄
道施設の戦略的維持管理・
更新の推進）

202 － 地方の鉄軌道事業者

鉄道事業者の多数が開業後70年以上経過しており、橋りょうやトンネルなどの構造物
の平均年齢が耐用年数を超える状況にあることから、今後も引き続き鉄道インフラを
維持していくためには、施設の抜本的な改修が必要となることが見込まれる。このた
め、施設の長寿命化に資する改良に対する新たな補助制度を創設し、鉄道インフラの
戦略的な維持管理・更新を推進するとともに、厳しい経営状況にある地方の鉄道事業
者の施設のライフサイクルコスト低減を図る。

新規 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
施設課

TEL：03－5253－8554
FAX：03－5253－1634

首都直下地震・南海トラフ地
震に備えた耐震対策により
取得した鉄道施設に係る固
定資産税の優遇

－ － 鉄軌道事業者

防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南海トラフ地震に備
えて、国土強靱化の観点から地震時における鉄道網の確保を図るとともに、一時避
難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、より多くの鉄道利用者の安
全確保を図るため、首都直下地震・南海トラフ地震に備えた耐震対策により取得した
鉄道施設の固定資産税を軽減する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
施設課

TEL：03－5253－8554
FAX：03－5253－1634

鉄道駅総合改善事業 496 558 第3ｾｸﾀｰ等

鉄道利用者の安全性や利便性の向上を図るため、市街地再開発事業、土地区画整
理事業、自由通路の整備等都市側の事業と一体的に行われる鉄道駅のホームやコ
ンコースの拡幅等、駅機能を総合的に改善する事業に対し、国及び地方の助成措置
を講じる。
さらに、人にやさしく活力ある都市の実現をめざし、既存の鉄道駅の改良と一体となっ
て、地域のニーズにあった保育施設等の生活支援機能を有する鉄道駅空間の高度
化(コミュニティ・ステーション化)を図る事業に対して国及び地方の助成措置を講じる。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
都市鉄道政策課
駅機能高度化推進室

TEL：03－5253－8584
FAX：03－5253－1635
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/common/0009
98832.pdf

幹線鉄道等活性化事業(乗
継円滑化)

- - 第3ｾｸﾀｰ
鉄道路線間の乗り継ぎ負担を軽減するために、相互直通運転化等の事業を実施し、
旅客の利便性の向上を図ることを通じて、地域の鉄道網の利便性を向上させ、地域
の活性化を図る。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
都市鉄道政策課
駅機能高度化推進室

TEL：03－5253－8584
FAX：03－5253－1635

鉄道施設総合安全対策事
業

83 83 第3ｾｸﾀｰ等

社会資本ストックの急速な老朽化が指摘されており、鉄道においても開業後７０年以
上を経過した路線が、多数存在し、橋りょうやトンネルなど規模が大きい施設について
は、適切な改良が進んでいないことが懸念されていることから、地域鉄道の老朽化対
策のための改良・補修事業に対し、国がその費用の一部を補助し、整備の促進を図
る

継続 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
鉄道局
施設課

TEL：03－5253－8554
FAX：03－5253－1634

鉄道防災事業（海岸等保
全、落石・なだれ等対策）

255 255 旅客会社等
旅客会社等が行う海岸等保全、落石・なだれ等対策などのための施設の整備のう
ち、一般住民、道路、耕地等の保全保護にも資する事業を推進する。 継続 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

鉄道局
施設課

TEL：03－5253－8554
FAX：03－5253－1634

海岸事業（海岸事業費）（港
湾局関係分）

9,989 11,074 直轄事業
津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するととも
に、海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、もって国土の保全
に資することを目的として、海岸保全施設の整備を実施。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
港湾局
海岸・防災課

TEL：03－5253－8688
FAX：03－5253－1654

みなとオアシス － －
港湾管理者、

市町村、
NPO等

賑わいや交流促進に資する一定の要件を満たす「みなと」の施設を地方整備局等が
「みなとオアシス」として認定・登録し、住民参加型による地域活性化の取り組みを支
援するもの。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
港湾局
産業港湾課

TEL：03－5253－8672
FAX：03－5253－1651
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_
tk1_000001.html

空港整備事業
（首都圏空港の機能強化）

32,021 31,858 直轄事業

2014年度中に羽田・成田両空港での年間合計発着容量を75万回化することを最優先
課題として着実に取り組む。
また、将来的な航空需要の更なる増大を見据え、成長著しいアジアなど世界の成長
力を我が国に取り込み、首都圏の都市間競争力を大幅に強化するとともに、諸外国
の成長力を国内各地域に波及させ、全国の地域活性化を図るため、75万回化達成以
降の首都圏空港の更なる機能強化に向けた具体的な方策の検討を進める。

変更

2020年の東京オリンピックや
その先を見据え、日本の玄
関口である首都圏空港にお
けるより一層の機能強化及
び利便性向上が求められ
る。そのため、平成25年9
月、75万回化達成以降の首
都圏の更なる機能強化に向
け、具体的な検討に着手し
た。

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

航空局
航空ネットワーク部
首都圏空港課
空港施設課大都市圏空港調査
室

TEL：03-5253-8719・8720
FAX：03-5253-1658・1660
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/index.ht
ml

空港整備事業
（一般空港等）

73,071 33,263
都道府県、
市町村、
直轄事業

・那覇空港については、処理能力の限界に近づきつつあるため、滑走路増設事業を
引き続き実施する。
・航空機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んでいる施設において、戦略的
維持管理を踏まえた施設の更新・改良等を行う。
・我が国全体の国際競争力強化や空港後背地域の地域競争力の強化等のため、
ターミナル地域再編事業等を推進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

航空局
航空ネットワーク部
空港施設課

TEL：03－5253－87188717
FAX：03－5253－1658
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_00
0729.html

航空路整備事業 25,546 21,691 直轄事業

航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空
交通容量の拡大やニーズの多様化に適切に対応した効率的な運航を実現するため
に、引き続き管制施設、航空保安施設、通信施設等の性能を確保するとともに、我が
国の航空交通の特徴を踏まえ、航空機側の性能向上と調和のとれた航空交通システ
ムの整備を推進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
航空局
交通管制部
交通管制企画課

TEL：03－5253－8739
FAX：03－5253－1663
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_00
0316.html

空港の耐震化等
365,613
の内数

327,682
の内数

都道府県、
市町村、
直轄事業

地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経
済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等について、
地震等災害時に空港等に求められる機能を果たすために最低限必要となる基本施
設等の耐震化等を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
航空局
航空ネットワーク部
空港施設課

TEL：03－5253－8717
FAX：03－5253－1658
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_00
0729.html

空港経営改革推進 561 225 -
地域の実情を踏まえつつ民間の能力を活用した効率的な空港運営を図るため、ＰＦＩ
法の公共施設等運営権制度を活用した空港運営の民間委託等により国管理空港の
経営改革を推進し、地域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現を目指す。

新規 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省

航空局
航空ネットワーク部
航空ネットワーク企画課
空港経営改革推進室

TEL：03－5253－8714
FAX：03－5253－1658
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/index.ht
ml

地方航空路線活性化
プログラム

318 0 直轄事業

地方航空路線活性化プログラムは、一定の旅客需要があるが、代替交通機関がない
条件不利地域を発着する航空路線であり、かつ地域主体で維持に向けた取組を継続
している航空路線について、国として評価したモデル的取組の実証調査を行うもので
ある。
具体的に、対象となる地方航空路線の要件については、一定の旅客需要や代替交通
機関（鉄道、バス等）による移動時間、乗継便と直行便との時間差、運航頻度など利
用者の利便性を考慮したものに加え、地域の支援ニーズの有無等から判断する。ま
た、路線の選定に当たっては、要件に合致する路線を抱える空港が所在する周辺の
自治体、地元企業、空港管理者、航空会社等で構成する地域の協議会からの提案を
評価することとし、当該提案に基づく実証調査を実施することにより、その実証効果を
全国の他の地方航空路線の取組に波及させることとする。

新規 ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
航空局
航空ネットワーク部
航空事業課/環境・地域振興課

TEL：03－5253－8705/03-5253-
8722
FAX：03－5253－1658
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_00
0263.html

訪日旅行促進事業（ビジッ
ト・ジャパン事業）

6,106 5,686 直轄事業

観光立国実現に向けたアクション・プログラム及び日本再興戦略に掲げられた訪日外
国人旅行者数２０００万人の高みを目指したビジット・ジャパン事業の新たなスタートと
して、「クールジャパン」、「インベストジャパン」等と一体となった日本ブランドの発信に
強力に取り組む。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅴ 観光振興施策 国土交通省
観光庁
参事官（日本ブランド発信・外客
誘致担当）

【参事官（日本ブランド発信・外客誘
致担当）】
TEL：03－5253－8922
URL:http://www.mlit.go.jp/kankocho
/shisaku/kokusai/vjc.html

国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘
致・開催の促進

450 405 直轄事業

国際会議等（MICE）の誘致・開催を促進するため、
①アドバイザー派遣等を通じたマーケティング能力の向上支援等による世界トップレ
ベルのMICE都市の育成
②MICE開催地としての日本の魅力向上・確立と世界への発信
③ユニークベニューの開発、利用促進や人材育成を通じたMICEの受入環境・体制の
構築・強化
等に取り組む

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
観光庁
参事官（ＭＩＣＥ担当）

TEL：03－5253－8938
FAX：03－5253－1563
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

観光地域ブランド確立支援
事業

274 343
観光地域づくりプラット

フォーム

国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進するため、
地域の取組段階に応じ、地域独自の「ブランド」の確立を通じた観光地域の形成に向
けた取組を支援。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅴ 観光振興施策 国土交通省
観光庁
観光地域振興部
観光地域振興課

TEL：03－5253－8327
FAX：03－5253－8930

観光地域評価事業 50 49 直轄事業
観光地域づくりに取り組む地域における課題や改善点などの明確化を図るため、観
光地域に係る客観的な評価体系を構築し、恒常的な評価を実施することを通じて戦
略的な観光地域づくりを促進する。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
観光庁
観光地域振興部
観光地域振興課

TEL：03－5253－8327
FAX：03－5253－8930

観光地域動向調査事業 39 38 各地方運輸局直轄事業

地域の関係者が連携して地域の特色を活かした観光地域づくりを推進するため、地
方公共団体・民間事業者・観光関係者等による協議会等を設置し、各々の役割分担
に応じた観光予算を有効的かつ効果的に投入し、地域の課題解決に向けた協同調
査を実施し、改善に向けた方策の検討・現地調査・実証事業等を実施する。

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
観光庁
観光地域振興部
観光地域振興課

TEL：03－5253－8327
FAX：03－5253－8930

ユニバーサルツーリズム促
進事業

37 39 直轄事業

高齢者、障がい者等の移動制約者を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整
備するため、地方自治体、ＮＰＯ等の幅広い関係者の協力の下、移動制約者の旅行
に関し、地域の受入体制の強化を進めるほか、ユニバーサルツーリズムに関連する
旅行商品の造成・普及を図る。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
観光庁
観光産業課

TEL：03－5253－8329
FAX：03－5253－1585

地域観光環境改善事業 86 99 直轄事業

旅行者のニーズの多様化、旅行スタイルの変化等に対応した魅力ある観光地域づく
りを推進するため、地域の関係者が協力して取り組む以下の事業を支援することによ
り、それぞれの地域における自立的かつ持続的な滞在交流の推進を図る。
①地域における課題解決手法の先進的なモデルの構築
②観光地域づくりに関する取組体制の構築や地域における自立的な人材育成の実
践

継続 ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
観光庁
観光地域振興部
観光地域振興課

TEL：03－5253－8327
FAX：03－5253－8930

観光地ビジネス創出の総
合支援

72 ― 直轄事業

地域経済の活性化を図るためには、地域自らが自立的・継続的に着地型旅行
商品を開発・販売できる仕組みが必要である。そのため、観光地域づくりの取
組を進める主体が自ら着地型旅行商品の販路を開拓し、収益をさらなる着地
型旅行開発に充てることが可能となるビジネスモデル構築のための取組を促
進する

新規 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 3-ⅴ 観光振興施策 国土交通省
観光庁
観光地域振興部
観光資源課

TEL：03－5253－8924
FAX：03－5253－8930

密漁取締り等

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―

暴力団関係者が資金確保のために組織ぐるみで行う密漁等、その手口は巧妙かつ
悪質化しており、地方の水産資源を乱獲している状況。このため、巡視船艇・航空機
による取締りを通じて、漁業秩序の維持、善良な漁業者の安定した生活環境の確保
を、また、環境事犯の取締り及び海洋環境保全の啓発活動を通じ、豊かな水産資源
の保護を図る。

継続 ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

密輸・密航取締り

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―

密輸・密航事犯は、組織的、計画的、潜在的に行われ、近年ますます巧妙化してお
り、人目につくおそれが少ない過疎化が進んだ僻地や離島の海岸線付近において、
瀬取り等を利用した密輸・密航事犯の可能性もあることから、巡視船艇・航空機により
厳重な監視警戒を実施するなど、地域住民の不安の解消に努める。

継続 ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

地域連携の推進

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―
離島周辺海域の巡視警戒による不審事象の早期発見、離島の行政機関等との意見
交換や不審事象発生時の情報提供依頼等を行うことにより、地域連携を推進し、離
島住民の安全・安心の確保を図る。

継続 ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

漁船海難、マリンレジャー事
故の救助、防止

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―

漁船海難やマリンレジャーに伴う事故は依然として多数発生しており、巡視船艇・航
空機により人命救助にあたっているところ。また、日頃から救命胴衣着用等自己救命
策確保の推進や海難防止指導を実施することによって、漁業の安全、マリンレジャー
の安全を確保し、地域の漁業振興、観光産業の振興に寄与。

継続 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

地域医療への貢献

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―

離島、僻地等においては医師の数や医療設備が必ずしも十分でなく、緊急に手術や
治療を必要とする高齢者や小児等の救急患者が発生した場合は、施設が充実し処置
が可能な都市部等の医療機関に迅速に救急搬送することが必要。地方公共団体か
らの要請に基づき、これら救急患者を昼夜問わず巡視船艇・航空機により、離島、僻
地等から都市部の医療機関への緊急搬送を実施。

継続 ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

災害時の被災者への救援

64,291
の内数

（うち復興特別会計
6,673）

62,455
の内数

（うち復興特
別会計4,198）

―

大規模地震や津波、豪雨災害等により、陸上の交通網が寸断され被災住民の救助
活動や救援のための物資輸送が不可能となった場合、海上から災害応急活動を実
施することが必要。このため、災害対策基本法に基づく防災基本計画により、巡視船
艇・航空機が孤立した地域や離島から被災住民の救出や緊急支援物資の輸送を行う
とともに、被災地への医師の輸送等を実施。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

航路標識整備事業

4,032
の内数

（うち復興特別会計
244）

4,541
の内数

（うち復興特
別会計753）

直轄事業
海上交通の安全を図るための航路標識について、航行環境に応じた機能強化整備を
行うとともに、災害時における緊急物資の輸送や被災者の救助活動などを支える海
上輸送ルート確保のための防災対策等を実施。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
海上保安庁
総務部
政務課

TEL：03－3580－2083
FAX：03－3581－4708
【参考URL】
http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.
html#sisaku

的確な気象情報の提供 8,952 9,632 直轄事業
地域に提供する気象情報の改善を行い、地域における、自然災害による被害の軽
減、住民生活の向上、交通安全の確保、環境の保全等を図る。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 国土交通省
気象庁
総務部
企画課

TEL：03－3212－6937
FAX：03－3211－2032

地域公共交通確保維持改
善事業

30,560 30,578

交通事業者等（地域にお
ける協議会の議論を経て
計画を作成することが前

提）

地域の活性化等の成長戦略も踏まえ、多様な関係者の連携により、地域公共交通の
確保・維持を図るとともに、地域公共交通の改善に向けた取組みを支援する。

変更 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ―
1-ⅱ 地域公共交通の再生
2-ⅴ 生活交通･情報通信の確保･維持

国土交通省
総合政策局
公共交通政策部交通支援課

TEL：03－5253－8396
FAX：03－5253－1513
【参考URL】
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/tr
ansport/sosei_transport_tk_000041.ht

地域循環圏形成モデル事
業

19 19
地域コミュニティを形成し
ている都道府県、市町
村、民間事業者等

地域の住民、民間事業者、地方自治体等、地域の関係者が広く参画して、その地域
の資源を循環させるべく、地域の実情に即した地域循環圏形成計画を策定又は改定
することを支援。

継続 ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省

大臣官房
廃棄物・リサイクル対策部
企画課
循環型社会推進室

TEL：03－5521－8336
FAX：03－3593－8262

リサイクルループ形成促進
及び登録再生利用事業者
育成事業

2 2 民間事業者
食品循環資源は、その特性上、遠距離を移動させることが適当でないため、地域で循
環させる必要がある。したがって各地域におけるリサイクルループ形成促進や食品リ
サイクルの受け皿である登録再生利用事業者の活用ためセミナーを実施する。

継続 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省

大臣官房
廃棄物・リサイクル対策部
企画課
リサイクル推進室

TEL：03－5501－3153
FAX：03－3593－8262
【参考URL】
http://www.env.go.jp/recycle/food/i
ndex.html

我が国循環産業の戦略的
国際展開・育成事業（既存３
Ｒ施設集積地域の徹底利用
ネットワークの構築支援事
業）
（旧名称）
日系静脈産業メジャーの育
成・海外展開促進事業（既
存静脈施設集積地域の徹
底利用ネットワーク構築支

80 48
地方公共団体及び民間
団体

エコタウン等、資源循環の拠点地域が有する課題（循環資源（廃棄物等のうち有用な
もの）の調達先及び再生資源の供給先の確保）を解消するため、モデル地区として選
定した地域において、既存リサイクル施設と循環資源（廃棄物等のうち有用なもの）の
排出者・再生資源利用者とで高度な資源循環効果や低炭素化効果を共有する等の
連携による資源循環の安定化によって、既存施設や基盤の能力を最大限活用するた
めのモデル的な実証事業を行うもの。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
大臣官房廃棄物・リサイクル対
策部
企画課リサイクル推進室

TEL：03－5501－3153（直通）
FAX：03－3581－3351
【URL】
http://www.env.go.jp/recycle/ecoto
wn/index.html

レアメタル等を含む小型電
子機器等リサイクル推進事
業費

401の内数 453の内数 市町村及び民間事業者
使用済小型家電の回収に関する実証事業を行い、その実施を通じて回収体制の構
築に必要な支援を行う。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
大臣官房廃棄物・リサイクル対
策部
企画課リサイクル推進室

TEL：03－5501－3153（直通）
FAX：03－3581－3351
【URL】
http://www.env.go.jp/recycle/recycli
ng/raremetals/verification.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

環境研究総合推進費
5,510

(うち復興枠123)

6,160
(うち復興枠

773)

都道府県、
市町村、
民間事業者等

政府全体における研究･技術開発の重点２本柱の一つである「グリーン･イノベーショ
ン」の一環として、環境研究･技術開発及びその成果の社会への適用を推進する。
また、被災地の復興に向けた諸問題の解決に貢献するため、東日本大震災に伴って
生じた環境影響等の解明、環境修復に資する実用技術の開発・普及等を推進する。

継続 ― ○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
総合環境政策局
総務課
環境研究技術室

TEL：03－5521－8239
FAX：03－3593－7195
【参考URL】
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/
suishin/gaiyou/index.html

再生可能エネルギー等導入
推進基金事業（グリーン
ニューディール基金）

22,000 24,500 都道府県、指定都市

再生可能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入
等による「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」が国を挙げての課題となってお
り、東北地方のみならず、地震や台風等による大規模な災害に備え、避難所や防災
拠点等への再生可能エネルギー等の導入を支援し、災害に強く環境負荷の小さい地
域づくりを全国的に展開するため、都道府県等に対して必要な経費を補助。

継続 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
総合環境政策局
環境計画課

TEL：03－5521－9265
FAX：03－3581－5951
【参考URL】
http://www.env.go.jp/policy/local_re
/funds3.html

先導的「低炭素・循環・自然
共生」地域創出事業（グリー
ンプラン・パートナーシップ
事業）

5,300 ―

（１）：民間団体等
（２）①：民間団体等，
（２）②ア：民間団体等，
（２）②イ：地方公共団体、
民間団体等，
（２）②ウ：地方公共団
体、民間団体等
（３）：民間団体等
（４）①：地方公共団体、
民間団体等，
（４）②ア：民間団体，
（４）②イ：地方公共団体、
民間団体等

地域における再生可能エネルギーの導入や一層の省エネの促進等の取組につい
て、基盤情報の整備や事業化に向けた検討の支援、事業化にあたっての設備導入に
対する支援を委託や補助により必要に応じて一貫して実施し、「低炭素・循環・自然共
生」地域の創出を図る。
　（１）再生可能エネルギーの基盤情報整備事業（委託）
　（２）地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・ＦＳ調査事業
　　　①事業化計画策定・ＦＳ調査実証事業（委託）
　　　②事業化計画策定・ＦＳ調査支援事業
　　　　　ア　地域主導型再生可能エネルギーの事業化（委託）
　　　　　イ　地域協働による低炭素地域づくり事業（間接補助）
　　　　　ウ　エコタウンにおける資源循環社会と共生した低炭素地域づくり（補助）
　（３）地域主導型事業形成支援事業（委託）
　（４）再エネ・省エネ設備導入支援事業（間接補助）
　　　①地域のニーズや特性を活かした地域協働による低炭素地域づくり事業
　　　②自然豊かな地域における低炭素・自然共生型地域づくり事業
　　　　　ア　自然公園における低炭素地域づくり事業
　　　　　イ　里地里山等地域の自然シンボルと共生した先導的な低炭素地域づくり事
業に必要な設備導入等への支援

新規 ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―

1-ⅴ 地方中枢拠点都市(圏)･定住自立圏
の形成
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成

環境省
総合環境政策局
環境計画課
低炭素地域づくり事業推進室

TEL：03－5521－8234
FAX：03－3581－5951
【参考URL】
http://www.env.go.jp/guide/budget/
h26/h26-gaiyo-2.html

カーボン・オフセット等に用
いるＪ－クレジットの創出事
業

608 606 民間事業者

国内の温室効果ガス（GHG）排出削減・吸収量をカーボン・オフセット等に用いられる
クレジットとして認証する新たなクレジット制度において、創出されたクレジットによる
資金還流と地域資源の活用や雇用の確保による地域振興及び地球温暖化対策に寄
与することを目的に、各種委員会の運営のほか、事業者支援や対象プロジェクト種類
の拡充等を行う。

変更
H25年度はカーボン・オフ
セット等に用いる新クレジット
の創出事業（名称変更）

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課
市場メカニズム室

TEL : 03－5521－8246
FAX : 03－3580－1382

http://japancredit.go.jp/

カーボン・オフセット等推進
事業

600 788 民間事業者

信頼性の高いカーボン・オフセット等の取組の普及を通して地域振興及び地球温暖化
対策に貢献することを目的に、カーボン・オフセット商品等の認証取得を支援するとと
もに、それを気候変動キャンペーンと絡め全国的に展開し、地域レベルでのカーボン・
オフセットの取組の普及を図る。

変更
H26年度より地域における市
場メカニズムを活用した低炭
素化推進事業と統合

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課
市場メカニズム室

TEL : 03－5521－8246
FAX : 03－3580－1382

http://www.jcs.go.jp/index.html

木質バイオマスエネルギー
を活用したモデル地域づくり
推進事業（農林水産省連携
事業）

1,800 1,200
民間団体・地方公共団体
等

未利用間伐材等の森林資源をエネルギーとして有効活用し、低炭素社会の実現等を
図るため、原木の加工・燃料の運搬・木質バイオマスのエネルギー利用等を行うため
の施設をリース方式により一体的に導入し、先導的技術やシステムを実証する事業を
行う。

変更
地域における木質バイオマ
ス利用の実現可能性調査
は、平成２５年度限り。

― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課

 
03-5521-8339

http://www.env.go.jp/guide/budget/
h26/h26-gaiyo.html

低炭素価値向上に向けた
社会システム構築支援基金

9,400 7,600
民間事業者等（基金造成
団体経由）

「低炭素価値向上基金」を造成し、これを活用して交通体系整備、災害時等対応型の
ライフライン施設等の整備及び次世代型社会インフラ整備に当たってのエネルギー起
源CO2の排出の抑制のための技術等を導入するための事業に対し支援を行う。
＜具体的な事業＞
①鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）
②物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）
③エコレールラインプロジェクト事業（国土交通省連携事業）
④航空分野の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）
⑤災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携事業）
⑥病院等へのコージェネレーションシステム緊急整備事業（厚生労働省連携事業）
⑦地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
⑧信号機の省電力化等推進事業（警察庁連携事業）
⑨地域における街路灯等へのLED照明導入促進事業
⑩省エネ型データセンター構築・活用促進事業（総務省連携事業）
⑪上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業（厚生労働省連携事業）
⑫地域の未利用資源等を活用した社会システムイノベーション推進事業
⑬漁港の省エネ化実証事業（農林水産省連携事業）

変更

④航空分野の低炭素化促
進事業（国土交通省連携事
業）、⑧信号機の省電力化
等推進事業（警察庁連携事
業）、⑨地域における街路灯
等へのLED照明導入促進事
業、⑫地域の未利用資源等
を活用した社会システムイノ
ベーション推進事業及び⑬
漁港の省エネ化実証事業
（農林水産省連携事業）を追
加。

○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ○ ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課

TEL：03－5521－8339
FAX：03－3580－1382
【参考URL】
http://www.env.go.jp/earth/ondanka
/biz_local.html

エネルギー起源CO2排出削
減技術評価・検証事業費

4,000
の内数

2,580
の内数

民間事業者等

交通体系整備、災害時等対応型のライフライン施設等の整備、次世代型社会インフラ
整備、地域技術シーズの活用といった分野におけるCO2排出削減対策・技術につい
て、実証事業を通じて個別手法の削減効果の検証、削減ポテンシャルの検証及び事
業性の検証を行う。
＜具体的な事業＞
①物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）
②エコレールラインプロジェクト事業（国土交通省連携事業）
③災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携事業）
④廃熱利用等におけるグリーンコミュニティ推進実証事業
⑤省エネ型データセンター構築・活用促進事業（総務省連携事業）
⑥先進的地中熱利用ヒートポンプシステム導入促進事業
⑦下水熱等未利用熱のポテンシャル調査（国土交通省連携事業）
⑧３R技術・システムの低炭素化促進検討・実証事業
⑨農業分野におけるCO2排出削減促進検討事業（農林水産省連携事業）
⑩地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティー調査

変更

⑧３R技術・システムの低炭
素化促進検討・実証事業及
び⑨農業分野におけるCO2
排出削減促進検討事業（農
林水産省連携事業）を追加

○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課

TEL：03－5521－8339
FAX：03－3580－1382
【参考URL】
http://www.env.go.jp/earth/ondanka
/biz_local.html

離島の低炭素地域づくり推
進事業

2,800
地方公共団体・民間事業
者等

本土と系統連系されておらず、再エネの大幅な導入拡大が困難な離島において、蓄
電池の活用方法の実証を行うとともに、再エネ、需要側のエネルギー消費削減（減エ
ネ）、系統対策等をパッケージで進め、地域の活性化や防災性の向上にも寄与する低
炭素地域づくりを行う。
（１）離島の低炭素地域づくり事業化計画策定事業
　再エネの導入や省減エネの強化等を含む離島の低炭素地域づくりに向けた事業化
計画策定を補助する。
（２）離島の低炭素地域づくり推進事業
　離島の地域特性を踏まえた先導的な再エネの導入や省減エネの強化等低炭素地
域づくりのために不可欠な設備の導入等を補助する。
（３）離島の再エネ導入拡大に向けたハイブリッド蓄電池システム制御技術実証事業
　離島の短周期及び長周期変動の両方に対応するため、特性の異なる複数の蓄電
池を組み合わせて協調制御手法等を確立する技術実証を行い、離島における再生
可能エネルギー導入可能量の拡大を図る。

新規 ― ― ○ ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課

03-5521-8339

http://www.env.go.jp/guide/budget/
h26/h26-gaiyo.html
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施策名
26年度当初

予算額
(百万円)

支援対象 概　要
新規・
継続・
変更

変更の
ポイント

地域類型

地域活性化モデルケースにおける政策
パッケージとの関連性

施策類型

府省庁名 担当部署名 連絡先・HPリンク先

低炭素ライフスタイル構築
に向けた診断促進事業

320

【補助】
（補助事業運営事務局へ
の補助）
⇒補助対象：民間団体等
（補助事業運営事務局か
ら診断実施機関への補
助）
⇒補助対象：地方公共団
体・民間団体等

【委託】
⇒委託対象：民間団体等

本事業では、家庭における着実な省エネを実行するための診断事業を行い、低炭素
ライフスタイルへの転換を促進する。民間企業や地域主体のネットワークを活用し、現
状から２０％以上のＣＯ２削減実現を目指す。

① 家庭向けエコ診断への補助事業【補助】
家庭で低炭素ライフスタイルを構築するため、各家庭に診断員を派遣し、家庭に応じ
た温室効果ガス排出削減行動を促すアドバイスを行う診断実施事業に対して補助を
行う。

② 診断事業体制整備【委託】
診断を実施する上での体制整備として、診断機関の管理・支援や診断ソフトの管理・
改善等を行う。

新規 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課

TEL：03－5521－8355

地域での地球温暖化防止
活動基盤形成事業
のうち地域主体の草の根の
低炭素社会推進活動支援
事業

300 民間団体等
地域において様々な主体（企業、NPO等）が実施する低炭素社会の構築に貢献する
草の根的な活動（節電勉強会の実施、ペレット・薪ストーブの利用促進、グリーンカー
テンの促進等）について支援。

新規 － ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
地球環境局
地球温暖化対策課
国民生活対策室

TEL:03-5521-8341
FAX:03-3581-3348

地熱・地中熱等の利用によ
る低炭素社会推進事業

1,600 ―
地方公共団
民間団体等

地熱・地中熱等を利用した取組は、二酸化炭素の排出削減の観点から有効であるこ
とから、地方公共団体及び民間事業者等により地熱や地中熱を環境に配慮しつつ地
域特性に合わせて活用する取組に対して支援を行い、環境保全型低炭素社会を構
築する。
（１）地熱・地中熱等の事業化に対する支援
地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し低炭素社会の構築に
資する事業の基本設計調査、熱需要調査、事業性、資金調達等、
具体的な事業化計画の策定を支援
（２）地熱・地中熱等の設備の導入に対する支援
地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し低炭素社会の構築に
資する発電 熱利用・供給設備等 計測・モニタリング装置等付帯設備の導入を支援

新規 ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ⅷ 環境保全支援施策 環境省

①水・大気環境環境局地下水・
地盤環境室
②地球環境局地球温暖化対策
課
③自然環境局自然環境整備担
当参事官室

①TEL：03-5521-8309
①FAX：03-3501-2717
②TEL：03-5521-8339
②FAX：03-3580-1382
③TEL:：03-5521-8280
③FAX:：03-3595-0029
http://www.env.go.jp/guide/budget/
h26/h26-gaiyo-2/029.pdf

地域生物多様性保全活動
支援事業

130 191
地域生物多様性協議会
等

国土全体で生物多様性を保全していくためには、地域毎に固有の生態系や生物を保
全していく必要があり、地域の多様な主体による、希少野生動植物の種の保全、特定
外来生物による生態系等に係る被害の防止、国立公園など生物多様性保全上重要
な地域における保全活動等の対策を、各地域における生物多様性の状況や社会的
条件に応じて進めることが、効率的かつ効果的である。
このため、地域住民、ＮＰＯ、事業者、地方公共団体等地域における多様な主体によ
り構成される地域生物多様性協議会による地域の生物多様性保全・再生活動の実施
に係る費用の一部を支援する。

変更

委託事業（生物多様性の保
全に関する法律に基づく計
画等の策定事業及び計画に
基づく実証事業）を廃止。
交付金事業は、法律等に基
づき国が一定の責任を有す
る事業に限定。

○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ○ ⅷ 環境保全支援施策 環境省
自然環境局
自然環境計画課
生物多様性施策推進室

TEL：03－5521－9108
FAX：03－3591－3228

国立公園等民間活用特定
自然環境保全活動(グリー
ンワーカー)事業

276 268 直轄事業
地元に精通した地域の労務を活用することにより、国立公園等の清掃、各種整備等
事業を実施。

継続 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
自然環境局
国立公園課

TEL：03－5521－8279
FAX：03－3595－1716

動物収容・譲渡対策施設整
備費補助

95 93

①都道府県・政令市・中
核市
②都道府県
、市町村

①都道府県、政令市等が所有者から引取依頼等された犬及び猫について、引取数を
半減又は殺処分数を大幅に減少させるためには、収容前の普及活動を推進するとと
もに、収容された犬及び猫について、家庭動物としての適性を評価して譲渡に結びつ
けることが重要なことから、地方公共団体における動物の収容・譲渡のための施設整
備に対して、補助金を交付。
②災害時において、都道府県又は市町村が緊急に行う動物の収容・譲渡のための施
設整備に対して、補助金を交付。

継続 ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― 環境省
自然環境局
総務課
動物愛護管理室

TEL：03－5521－8331
FAX：03－3508－9278

日本の国立公園と世界遺産
を活かした地域活性化推進
費

1588
の内数 地域の協議会など

地域の自然観光資源を活用した地域振興に取り組むエコツーリズム推進協議会等に
対して、推進体制の強化、資源調査、ルールづくり、人材育成、ツアープログラムの企
画・立案、モニターツアーの実施、ネットワーク構築等に要する経費の一部を支援す
る。

新規 ― ― ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― 3-ⅴ 観光振興施策 環境省
自然環境局
総務課
自然ふれあい推進室

TEL：03－5521－8271
FAX：03－3508－9278

地域低炭素投資ファンド創
設事業

4,600 1,400

基金設置法人：非営利法
人
 出資先：対象事業を行う
事業者（対象事業者）又
は対象事業者に対し出資
を行う団体（サブファンド）

一定の採算性・収益性が見込まれるが、リードタイムや投資回収期間が長期に及ぶ
こと等に起因するリスクが高く、民間資金が十分に供給されていない低炭素化プロ
ジェクトに民間資金を呼び込むため、これらのプロジェクトを「出資」により支援する「地
域低炭素投資促進ファンド」を造成する。特に、地域の「目利き力」を活用して優良な
プロジェクトに対する支援を展開するため、地域金融機関等と連携してサブファンドの
組成の拡大を図り、サブファンドを通じた出資を実施する。これにより、民間資金によ
る投資を更に呼び込み、低炭素化プロジェクトへの投資の一層の拡大を図る。

継続 － ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―
1-ⅵ 低炭素･循環型の都市地域の形成
2-ⅵ 低炭素･循環型地域形成

環境省
総合環境政策局
環境経済課

TEL：03-5521-8230
FAX：03-3580-9568
ＵＲＬ：
http://www.env.go.jp/guide/budget/
h26/h26-gaiyo-2/017.pdf

tel:03-%E2%97%8B%E2%97%8B-%E2%97%8B%E2%97%8B
tel:03-%E2%97%8B%E2%97%8B-%E2%97%8B%E2%97%8B
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